
２０２４-３

別 冊

令和５年度事業報告書

資 料 集

自 令和 ５年 ４月 １ 日

至 令和 ６年 ３月３１日

一般社団法人 三重県トラック協会



目 次

１．会員の入退会状況 １

２．令和５年度 主な実施事業 ２

３．各表彰受賞者一覧 ５

４．令和６年度税制改正／予算に関する要望と結果 ７

５．調査資料

① 経営分析 １０

② 賃金実態 １５

③ 軽油価格調査 ２１

６．適正化事業実施機関事業報告 ２２

７．その他情報

① 三重県の自動車保有台数 ２６

② 交通事故統計表 ２７

③ 令和５年度の情報提供 ２８



１．会員の入退会状況

保有車両数 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年
0～2 29 29 32 32 39 39 35 31 31 37 33
3～4 32 33 26 28 27 28 28 21 19 16 14
5～9 293 298 309 302 295 287 295 301 307 315 331
10～19 304 299 295 301 298 304 306 322 325 326 309
20～29 132 138 141 149 145 145 155 140 152 145 150
30～49 97 100 95 93 103 101 103 106 101 109 110
50～99 66 64 69 68 67 67 69 67 63 59 61
100以上 26 25 24 27 29 32 31 33 35 38 37
会員総数 979 986 991 1000 1,003 1,003 1,022 1,021 1,033 1,045 1,043
車両数 22,187 22,203 22,203 22,502 22,935 23,380 23,773 23,833 23,932 23,938 23,968

※本年度の 入会会員名、
退会会員名 については
通常総会議題 （本冊）
に記載しています。

会員事業者数と
保有車両数の推移
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総会員数と総車両保有台数

会員総数 車両数

（会員数）（車両数）

（会員数）

転出 転入

桑員 105 0 3 0 0 102

北勢 295 7 3 0 0 299

鈴鹿 166 10 6 0 0 170

津 127 2 3 0 0 126

松阪 132 1 3 0 0 130

南勢 70 1 2 0 0 69

伊賀 93 1 0 0 0 94

紀北 24 0 1 0 0 23

南紀 8 0 0 0 0 8
旧営業区域のみ 5 0 0 0 0 5

利用運送事業 19 0 0 0 0 19

合計 1,044 22 21 0 0 1,045

支部 期首会員数 入会 退会
支部間移動

期末会員数

（車両
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２．令和５年度 主な実施事業

項目 内 容

交通安全 ①適性診断受診 一般3,304名 初任1,907名 ⑤交通安全チャレンジ１２３参加 4,545名

対策 適齢586名 ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ11名 ⑥ＥＭＳ機器導入 710台

②運行管理者講習 一般1,379名 基礎491名 ⑦ドライブレコーダー機器導入 304台
③運輸安全マネジメント講習 1名 ⑧安全装置等導入助成（バックカメラ） 448台
④運転記録証明交付 14,567名 ⑨可動式突入防止装置導入 8台

啓発 ①交通安全運動推進 チラシ配布 年４回 春/夏/秋/年末 各期の安全運動
②正しい運転明るい輸送運動 告知情報掲載
③トラック環境美化啓発ステッカー ゴミは持ち帰ろうステッカー

④交通安全幟の配布 (営業所×幟２枚) 交通安全 環境を守ろうノーポイ宣言
⑤SafetyDrive大判ステッカー＋カレンダー 安全宣言２００ｄａｙｓ取組ツール
⑥運輸安全マネジメントの取り組み啓発 新規事業者へマネジメントボードの配布

⑦年末年始の安全総点検 総点検表の配布・報告
⑧交通安全教室開催支援 桑員支部
⑨新小学１年生への下敷き配布 １６，１３０枚

⑩テレビ、ラジオによるＰＲ活動 三重テレビ、FM三重、イオンシネマなど
⑪ウェットティッシュ・反射材（警察署） 各6,000個
⑫安全宣言表彰グッズ（ボールペン） 3,000枚

⑬インターネット広報 yahoo広告
⑭みえ交通フェスタ（三重運輸支局主催） イベントにブース出店

教育 ①中部トラック研修センター等の活用 利用者 ９０名
研修 ②トラックドライバーコンテスト ２８名参加 四日市
行事 ③街頭パトロール等の活動 支部活動協力 高速安協活動協力
その他 ④安全プラン2025目標達成セミナー ２６名 四日市

⑤安全宣言２００ｄａｙｓ １２８社 ３,００４名参加
⑥整備管理者研修 協力 選任前 １４４名 選任後 ５８６名

⑦初任運転者特別指導（初任ドライバー研修） 延べ１４２名（３回） eラーニング２６８名
⑧特殊車両通行確認制度説明会 ２２名 津
⑨陸運事業者のための安全マネジメント研修 ４２名 四日市

環境対策 ①近代化融資 （ポスト新長期車購入融資） ３６社 ３９件
②低公害車導入助成 ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車 ０台
③ポスト新長期規制適合車導入助成 １３６台

④アイドリングストップの為の機器助成 蓄熱ﾏｯﾄ、毛布4枚 蓄冷機、蓄熱・温水機６３台
⑤省エネ走行研修助成 ２１名
⑥ＩＳＯ１４００１、グリーン経営取得継続助成 近代化対策事業に記載

啓発 ①アイドリングストップ、ノーポイ運動幟 交通安全幟と併用
②アイドリングストップ宣言ステッカー 環境にやさしいトラック輸送 取組ツール
③クリーンアップ地域活動支援 南紀支部

④テレビ・ラジオによるＰＲ活動 三重テレビ、FM三重、イオンシネマなど
⑤環境取り組み会員啓発 ホテルカレー 3,000個

教育 ①トラックの日 ９支部２７４名
研修 ②不正軽油使用防止活動
その他 ③環境にやさしいトラック輸送 ４５社 取り組み宣言

④グリーン経営認証取得セミナー 中部運輸局主催セミナーを周知
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項目 内 容

近代化 ①近代化融資(一般融資) 7社 7件 ⑤上位免許取得促進助成 239件

対策 ②支部研修事業助成 5回 ⑥安全衛生法資格取得支援助成 199件
③運転資金等一部利子補給 279件 ⑦ＩＳＯ14001他（取得・継続）助成 12社
④信用保証料助成 25件 ⑧グリーン経営（取得・継続）助成 21社

⑨働きやすい職場認証制度助成 29社

情報 ①広報とらっく 全ト協より 月2回無料配布 ④事業報告書・事業実績報告書 経営分析
提供 ②定期発送による情報提供 毎月1回 ⑤燃料価格調査 ４ヶ月毎に報告
調査 ③交付金による各種助成事業の広報 ⑥ＷｅｂＫＩＴ情報提供 求荷求車情報ネット

教育 ①国交省・標準的な運賃届出の促進 会員相談と届出促進について対応
研修 ②新入社員研修 ３５名 津
その他 ③運行管理者試験対策講座 8月試験分 ９９名 3月試験分７３名

④標準運賃を活用した原価セミナー(２日間) 基礎 ２９名 津 実践活用 ２９名 津
⑤引越事業者優良認定制度説明会 youtube配信
⑥引越基本講習 １６名 津
⑦引越管理者講習 ２５名 津

労働対策 ①ＳＡＳ検査・突発性運転不能障害疾患検査 897名 ②健康診断受診 8,081名

啓発 ①ホワイト物流推進運動 全ト協・三ト協ＨＰで周知
②テレビ、ラジオによるＰＲ活動 三重テレビ、ＦＭ三重、イオンシネマなど
③労働時間短縮に係る荷主啓発 計画出荷・安全な輸送時間を確保・待機時間の削減
④標準運賃活用、荷主・会員啓発 標準的な運賃、待機削減・積卸・附帯業務の料金
⑤トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会 持続可能なトラック輸送新聞広告

教育 ①過労死防止・健康起因事故防止セミナー ２１名 四日市
研修 ②働きやすい職場認証取得セミナー １３名 四日市
情報 ③運送事業賃金労働時間データ集
提供 ④働き方改革特設ページ 全日本トラック協会ＨＰで公開

⑤労働セミナー
・物流「2024年問題」解決のため ３５名 津 講師 瀧澤 学
・荷主とのパートナーシップ実現に向けて ２６名 津 講師 森田 司

⑥人材確保事業打ち合わせ ４名 オンライン会員参加５名
⑦運送業ハローワーク求人説明会 津・四日市

（就職希望者のミニ面接会） 求職者７０名 求人会員２０社
⑧物流見学会 会員７社 一般参加者 ２３組６５名
⑨求人サイトの構築 全ト協・三ト協ＨＰで掲載
⑩労務研修会 人材開発支援助成金 ６８名 四日市

社会との ①トラックの日 道路清掃 ９支部１５箇所 ２７４名

共生 ②トラックフェスタ２０２３ in 四日市 来場者4,367名 運営：青年部会・女性部会

③災害物流専門家研修 R5.8/2～3 三重県広域防災拠点（北勢拠点）
参加事業者12社15名 参加行政7機関20名

④県伊賀地方部防災拠点実働訓練 R5/10/13 県伊賀拠点 名張市拠点運営訓練 物資輸送訓練

⑤南海トラフ地震・津波防災訓練 R5/11/5 紀宝町 物資輸送訓練
⑥三重県総合防災訓練 R5/11/26 鳥羽市 県伊勢志摩拠点 物資輸送訓練
⑦能登半島地震 石川県輪島市、七尾市他 支援物資輸送

支援物資輸送活動 R6/1/2～20 協力会員事業者 21社25者
⑧県東紀州拠点 リフト荷役操作訓練 R6/1/25 県東紀州拠点 リフト積み込み操作訓練
⑨松阪管内市町県救援物資輸送訓練 R6/2/14 県伊勢志摩拠点 市内周辺物資輸送訓練
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適正化 ①事業所巡回指導 ４２８社

事業 巡回 ②新規巡回・労働時間特別巡回（内数） 新規21社 労働時間労基通報5社
パトローﾙ ③適正化事業街頭パトロール 不法駐車・所在不明事業者調査

啓発事業 ①過積載防止荷主啓発チラシ 過積載防止対策連絡会議参画
②テレビ、ラジオ、映画館によるＰＲ活動 三重テレビ、FM三重、イオンシネマなど

教育研修 ①新規事業者指導
その他 ②個別指導・相談 通年相談業務 都度実施
行事等 ③物流セミナー「自分という人生の長距離ランナー」 73名 講師 増田明美 様

④安全性優良事業所認定 説明会 （Ｗｅｂ） Ｗｅｂ１6名

⑤安全性優良事業所 Gマーク認定 申請受付（新規１６、更新１１０）
⑥陸運事業者のための安全マネジメント研修 ４２名 四日市
⑦改善基準告示解説セミナー ９４名 津
⑧その他 補完事業など

青年部会 青年塾

①令和５年６月１７日 ３２名 講師 株式会社 中田商事
「 2024年問題をチャンスにかえる！ 代表取締役社長 中田純一 様

中田商事のデジタル化戦略」

②令和５年１１月２５日 ２８名 愛知県トラック協会 青年部会
「若手経営者・管理者のお悩み意見交換会」 尾西支部と合同開催

③令和６年３月９日 ２５名
「生成ＡＩ活用時代の業務改善とは？」 講師 株式会社 フルバック 藤牧祥吾 様

女性部会 ミーティング ３回 活動打合せ・情報交換 意見交換・クリスマスリース作り実習

中部ブロック女性協議会 代表者会議２回 中部ブロック研修会について

女性部会勉強会 令和５年９月１９日 講師 綜合経営労務センター
「 物流２０２４ 改善基準告示 」 代表社員 藤田直樹 様

全国研修会 令和５年１０月１３日 講師 福貨通運 株式会社
「モーダルシフトによる労働時間改善」 常務取締役 藤井ふぢ子 様
「 持続可能なトラック運送の実現 」 講師 鹿央運輸 有限会社

代表取締役 竹下由美 様
中部研修会 令和６年２月８日

①参加者意見交換会 グループディスカッションと発表

②講演会 「 波瀾万丈の人生を経て 即興音楽家 矢吹紫帆 様
夢に賭けた生き方 」 パーソナリティ

元ＦＭ三重アナウンサー 瀧 裕司 様

税制金融 ①トラック税制の基礎知識 ②関係機関への陳情活動

事業者 全国トラック運送事業者大会 札幌 記念講演 「地域密着経営～道内産品を

大会 「アップデートで進化、2024年問題への挑戦」 生かしたオリジナル戦略の展開～」

パネルディスカッション ㈱セコマ 会長 丸谷智保 氏

その他 ①運行管理者 第１回試験 ８月 ５日～９月 ３日 受験者数 ４６９名 合格者数 １４４名
②運行管理者 第２回試験 ２月１７日～３月１７日 受験者数 ４０９名 合格者数 １４０名

運行管理者試験対策講座 津と四日市で開催
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３．各表彰受賞者一覧 ※社名五十音順 /敬称略

最優秀運転者 ㈱日商 高橋　実

㈱宝輪 前田　恵二

㈱ロジス・ワークス 三輪　敏郎

優秀運転者 秋山運輸㈱ 市来　浩幸

池畑運送㈱ 長谷川　久人

㈱小林運輸 杉本　浩康

センコー㈱ 田上　浩一

福山通運㈱ 久保田　恒之

優良運転者 ㈱ウイング 小林　久晃

上野輸送㈱ 木村　俊雄

川越運送㈱ 佐野　薫

㈱三定物流 林　茂樹

塩浜運送㈱ 三谷　喜紀

西濃運輸㈱ 前田　慶光

中央ガスサービス㈱ 松尾　健

㈲東経運輸 小野　政勝

徳積㈲ 鈴木　謙治

日通三重自動車運送㈱ 大杉　力也

日本通運㈱ 伊藤　学

㈱パスコ・エクスプレス 井上　広之

㈱宝輪 上田　啓史

北勢運送㈱ 近藤　秀之

丸加運輸㈱ 渡辺　浩二

三重執鬼㈱ 市川　道保

名鉄急配㈱ 伊藤　総幸

豊運送㈱ 杉山　正樹

鈴峰運送㈲ 児玉　一幸

㈱ロジス・ワークス 野村　昭彦

（１）三重運輸支局長表彰 令和5年10月24日

事業役員 河芸運輸㈱ 笠井　博和

上野輸送㈱ 村田　智弥

日本梱包運輸倉庫㈱ 柴垣　浩二

ホンダ運送㈱ 中野　博智

その他従事者 紀州高速運輸㈱ 山岡　敏

トラック協会ならびに国土交通省関係の表彰を受賞されました。おめでとうございます。

① 三重県トラック協会運転者表彰規程に基づく表彰 令和5年6月14日

② 国土交通省関係表彰

運転者
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アキタ㈱　四日市営業所

石井運輸㈱　名四営業所

大川運輸倉庫㈱　本社営業所

㈱カワキタエクスプレス　本社営業所

㈱金澤物流サービス　本社営業所

小西運送㈱　本社営業所

㈱高伸サービス　本社営業所

㈱サントクピース　本社営業所

中央ガスサービス㈱　東海営業所

東海西部運輸㈱　三重支店

鳴海急送㈱　本社営業所

㈱ニュージェイズ　本社営業所

㈱日本陸送　伊賀営業所

㈱パスコ・エクスプレス　津営業所

福山通運㈱　四日市支店

㈱山中運輸　三重営業所

安永運輸㈱　本社営業所

（２）中部運輸局長表彰 令和5年10月17日

マルイ運送㈱ 本多　弘明

丸加運輸㈱ 加田　潔

㈱日硝ハイウエー 岡田　幸司

久居運送㈱ 米山　孝

その他従事者 東海西部運輸㈱ 野田　禎男

東陽興業㈱　四日市営業所

㈱ベスト・トランスポート　三重営業所

三重農水㈱　本社営業所

㈱ロジス・ワークス　三重営業所

令和6年3月7日

太陽急配㈱ 秋田　幸二

㈱ほくせい 加藤　久智

その他従事者 ㈱小林運輸 竹村　友孝

阿倉川運送㈱ 木下　元廣

池畑運送㈱ 原　洋一

牟婁合同運送㈲ 榎本　幸男

令和6年3月7日

個人 伊勢低温輸送㈱ 大西　典隆

齋藤運輸㈱ 清水　吉己

事業所 中山商運㈲

令和5年12月7日

金十字章 12社 14名

銀十字章 10社 33名

事業役員

運転者

（２）正しい運転明るい輸送運動表彰

（３）優秀運転者顕章

事業役員

運転者

優良事業者（Ｇマーク）

③ 全日本トラック協会関係表彰

（１）全日本トラック協会規程による表彰

優良事業者（Gマーク）
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４．令和６年度 税制改正/予算に関する要望と結果 

要望事項 令和６年度税制改正大綱の内容 
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５．調査資料

① 令和５年度 経営分析

２年度 ３年度 ４年度 ２年度 ３年度 ４年度 ２年度 ３年度 ４年度

( 6.3) ( 4.8) ( 4.4)

231,981 243,207 253,830 ▲0.4 ▲0.9 0 1 0.6 1.8

( 10.0) ( 1.7) ( 1.7)

10台以下 60,038 61,045 62,093 ▲3.4 ▲3.9 ▲3.6 ▲0.6 ▲1.6 ▲1.0

( 0.7) (3.1) (0.8)

11～20台 153,620 158,394 159,659 ▲1.6 ▲1.9 ▲1.2 0.2 ▲0.3 0.6

( 2.8) ( 8.3) ( ▲0.6)

21～50台 325,523 352,575 350,416 ▲0.3 ▲0.7 0 1.1 0.7 2

( 2.1) ( 1.2) ( 2.8)

51～100台 669,121 676,970 695,837 0.4 0 1.2 1.5 1.6 2.6

( 5.7) (11.7) (▲0.0)

101台以上 1,410,939 1,576,447 1,576,169 1.7 0.8 2.1 1.9 1.9 3.2

(▲1.9) (7.8) (7.0)

北海道 187,628 202,251 216,350 0 ▲1.1 0.5 1.5 0.4 1.8

( 9.2) ( 6.7) ( 5.8)

東北 287,582 306,874 324,797 ▲0.2 ▲1.1 ▲0.9 1 0.2 1.3

( 18.1) (8.7) (4.3)

北陸信越 307,301 333,945 348,272 ▲0.3 ▲0.4 ▲0.1 0.8 1.3 1.6

( 2.1) (▲0.4) (13.8)

関東 200,657 199,760 227,385 ▲1.0 ▲1.1 0.5 0.5 0.4 2.1

( 5.5) ( 3.0) ( 15.1)

中部 287,127 295,821 340,463 ▲0.1 ▲0.4 1.3 1.2 1.1 2.8

( 19.4) (▲8.3) (▲6.4)

近畿 211,790 194,125 181,650 ▲1.0 ▲1.3 ▲1.2 0.1 ▲0.1 0.8

( 1.1) ( 10.2) ( ▲11.0)

中国 223,598 246,323 219,227 ▲0.4 ▲1.1 ▲0.2 1.1 0.4 2

( 2.2) ( 7.5) (▲8.7)

四国 193,447 207,879 189,881 ▲0.7 ▲1.6 ▲0.9 1.0 0.0 1.7

(▲2.6) (23.7) (2.4)

九州 234,708 290,327 297,401 0.7 ▲0.6 ▲0.3 2.2 1.2 1.5

（注）　営業収益の（　）は前年度比伸び率、％

　沖縄県は、九州に含めている

令和４年度決算版 　営業収益・営業利益率・経常利益率の推移

経 常 利 益 率（％）

全体

車
両
数
規
模
別

地
域
別

営 業 収 益（１社平均 千円） 営 業 利 益 率（％）
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令和４年度決算版   一般貨物運送事業 損益明細表  （全国版・全体） （10台以下）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

231,981 100.0 243,207 100.0 253,830 100.0 60,038 100.0 61,045 100.0 62,093 100.0

230,103 99.2 240,756 99.0 251,304 99.0 59,563 99.2 60,476 99.1 61,601 99.2

219,258 94.5 231,426 95.2 239,093 94.2 56,243 93.7 59,000 96.7 59,014 95.0

10,845 4.7 9,330 3.8 12,211 4.8 3,320 5.5 1,476 2.4 2,587 4.2

1,878 0.8 2,451 1.0 2,526 1.0 475 0.8 569 0.9 492 0.8

232,992 100.4 232,992 100.4 253,741 100.0 62,064 103.4 62,064 103.4 64,347 103.6

198,468 85.6 198,468 85.6 215,577 84.9 48,744 81.2 48,744 81.2 49,632 79.9

92,215 39.8 90,778 37.3 94,850 37.4 22,679 37.8 21,946 36.0 22,012 35.5

27,744 12.0 33,323 13.7 37,308 14.7 8,365 13.9 8,575 14.0 9,146 14.7

ガソリン代 1,151 0.5 1,370 0.6 1,391 0.5 351 0.6 403 0.7 425 0.7

軽油費 26,050 11.2 31,370 12.9 35,307 13.9 7,871 13.1 8,080 13.2 8,615 13.9

その他 543 0.2 583 0.2 610 0.2 143 0.2 92 0.2 106 0.2

13,564 5.8 13,943 5.7 14,731 5.8 4,111 6.8 4,191 6.9 4,357 7.0

事業用自動車 12,799 5.5 13,346 5.5 14,063 5.5 3,968 6.6 4,037 6.6 4,209 6.8

その他 765 0.3 597 0.2 668 0.3 143 0.2 154 0.3 148 0.2

14,785 6.4 13,735 5.6 13,730 5.4 3,538 5.9 3,572 5.9 3,212 5.2

事業用自動車 13,805 6.0 12,861 5.3 12,688 5.0 3,217 5.4 3,298 5.4 2,907 4.7

その他 980 0.4 874 0.4 1,042 0.4 321 0.5 274 0.4 305 0.5

4,672 2.0 4,600 1.9 4,531 1.8 1,598 2.7 1,628 2.7 1,570 2.5

2,790 1.2 2,682 1.1 3,135 1.2 796 1.3 805 1.3 772 1.2

4,297 1.9 4,169 1.7 4,553 1.8 952 1.6 912 1.5 1,033 1.7

1,303 0.6 1,365 0.6 1,358 0.5 439 0.7 366 0.6 417 0.7

242 0.1 264 0.1 290 0.1 25 0.0 44 0.1 36 0.1

8,539 3.7 8,929 3.7 9,352 3.7 1,543 2.6 1,475 2.4 1,532 2.5

644 0.3 898 0.4 1,134 0.4 119 0.2 150 0.2 66 0.1

27,673 11.9 27,673 11.9 30,605 12.1 4,579 7.6 4,579 7.6 5,479 8.8

傭車費等 10,048 4.3 10,048 4.3 13,041 5.1 1,297 2.2 1,297 2.2 1,399 2.3

34,524 14.9 34,650 14.2 38,164 15.0 13,320 22.2 13,757 22.5 14,715 23.7

20,744 8.9 20,065 8.3 21,818 8.6 8,266 13.8 8,105 13.3 8,541 13.8

13,780 5.9 14,585 6.0 16,346 6.4 5,054 8.4 5,652 9.3 6,174 9.9

-1,011 -0.4 -1,011 -0.4 89 0.0 -2,026 =O36 -2,026 -3.4 -2,254 -3.6

4,936 2.1 5,354 2.2 6,194 2.4 2,296 3.8 1,939 3.2 2,188 3.5

344 0.1 290 0.1 323 0.1 115 0.2 109 0.2 96 0.2

1,713 0.7 1,604 0.7 1,673 0.7 649 1.1 576 0.9 580 0.9

1,157 0.5 1,082 0.4 1,044 0.4 408 0.7 372 0.6 311 0.5

2,212 1.0 2,212 1.0 4,610 1.8 -379 -0.6 -995 -1.6 -646 -1.0

2,687 100% 2.,826 100% 2,532 100% 888 100% 884 100% 883 100%

1,190 44% 1,111 39% 1,076 42% 336 38% 313 35% 322 36%

1,522 57% 1,519 54% 1,432 57% 438 54% 415 54% 431 49%

金融収益

営業外費用

金融費用

経常損益

集計会社数

営業利益計上会社数

経常利益計上会社数

事故賠償費

道路使用料

フェリー利用料

その他

一般管理費

人件費

その他

営業損益

営業外収益

運送費

人件費

燃料油脂費

修繕費

減価償却費

保険料

施設使用料

自動車リース料

施設賦課税

３年度 ４年度

１０台以下全体

[１社平均額(千円)・構成比（％）]

２年度２年度 ３年度 ４年度

営業収益

運送収入

貨物運賃

その他

運送雑収

営業費用
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令和４年度決算版   一般貨物運送事業 損益明細表  （１１～２０台）（２１～５０台）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

153,620 100.0 158,394 100.0 159,659 100.0 325,523 100.0 352,575 100.0 350,416 100.0

152,732 99.4 156,922 99.1 158,946 99.6 322,934 99.2 349,133 99.0 346,920 99.0

147,089 95.7 151,459 95.6 152,626 95.6 307,712 94.5 335,997 95.3 333,201 95.1

5,643 3.7 5,463 3.4 6,320 4.0 15,222 4.7 13,136 3.7 13,719 3.9

888 0.6 1,472 0.9 713 0.4 2,589 0.8 3,442 1.0 3,496 1.0

156,086 101.6 161,448 101.9 161,538 101.2 326,555 100.3 326,555 100.3 350,542 100.0

130,020 84.6 134,730 85.1 132,721 83.1 279,355 85.8 279,355 85.8 296,645 84.7

60,552 39.4 58,311 36.8 58,471 36.6 131,115 40.3 128,209 36.4 131,430 37.5

20,568 13.4 21,914 13.8 23,667 14.8 38,836 11.9 47,610 13.5 51,010 14.6

ガソリン代 767 0.5 1,041 0.7 1,384 0.9 1,426 0.4 1,649 0.5 1,880 0.5

軽油費 19,390 12.6 20,482 12.9 21,907 13.7 36,706 11.3 45,003 12.8 48,348 13.8

その他 411 0.3 391 0.2 376 0.2 704 0.2 958 0.3 782 0.2

9,322 6.1 9,508 6.0 9,913 6.2 19,033 5.8 19,381 5.5 20,108 5.7

事業用自動車 8,895 5.8 9,232 5.8 9,544 6.0 18,007 5.5 18,521 5.3 19,208 5.5

その他 427 0.3 276 0.2 369 0.2 1,026 0.3 860 0.2 900 0.3

10,283 6.7 9,106 5.7 8,724 5.5 21,320 6.5 19,619 5.6 19,916 5.7

事業用自動車 9,669 6.3 8,683 5.5 8,086 5.1 20,064 6.2 18,355 5.2 18,560 5.3

その他 614 0.4 423 0.3 638 0.4 1,256 0.4 1,264 0.4 1,356 0.4

3,493 2.3 3,528 2.2 3,511 2.2 6,895 2.1 6,606 1.9 6,394 1.8

1,950 1.3 1,802 1.1 1,877 1.2 3,382 1.0 3,674 1.0 3,779 1.1

2,070 1.3 1,972 1.2 1,985 1.2 5,867 1.8 5,961 1.7 6,063 1.7

923 0.6 941 0.6 913 0.6 1,958 0.6 1,921 0.5 1,916 0.5

110 0.1 147 0.1 97 0.1 351 0.1 399 0.1 506 0.1

5,397 3.5 5,537 3.5 5,989 3.8 12,601 3.9 13,300 3.8 12,966 3.7

353 0.2 679 0.4 638 0.4 1,279 0.4 1,503 0.4 1,809 0.5

14,999 9.8 21,285 13.4 16,936 10.6 36,718 11.3 36,718 11.3 40,748 11.6

傭車費等 4,708 3.1 6,898 4.4 5,618 3.5 14,014 4.3 14,014 4.3 15,153 4.3

26,066 17.0 26,718 16.9 28,817 18.0 47,200 14.5 48,574 13.8 53,897 15.4

16,637 10.8 15,704 9.9 16,501 10.3 28,060 8.6 27,614 7.8 29,681 8.5

9,429 6.1 11,014 7.0 12,316 7.7 19,140 5.9 20,960 5.9 24,216 6.9

-2,466 -1.6 -3,054 -1.9 -1,879 -1.2 -1,032 -0.3 -1,032 -0.3 -126 0.0

4,132 2.7 3,583 2.3 3,937 2.5 6,826 2.1 7,479 2.1 9,236 2.6

393 0.3 171 0.1 172 0.1 399 0.1 344 0.1 479 0.1

1,295 0.8 1,031 0.7 1,113 0.7 2,218 0.7 2,282 0.6 2,084 0.6

971 0.6 764 0.5 787 0.5 1,476 0.5 1,524 0.4 1,421 0.4

371 0.2 -502 -0.3 945 0.6 3,576 1.1 3,576 1.1 7,026 2.0

838 100% 890 100% 717 100% 721 100% 819 100% 665 100%

354 42% 333 37% 285 40% 357 50% 341 42% 310 47%

464 55% 450 51% 388 54% 447 62% 484 59% 414 62%

[１社平均額(千円)・構成比（％）]

１１～２０台 ２１～５０台

２年度 ３年度 ４年度 ２年度 ３年度 ４年度

営業収益

運送収入

貨物運賃

その他

運送雑収

営業費用

運送費

人件費

燃料油脂費

修繕費

減価償却費

保険料

施設使用料

自動車リース料

施設賦課税

事故賠償費

道路使用料

フェリー利用料

その他

一般管理費

人件費

その他

営業損益

営業外収益

金融収益

営業外費用

金融費用

経常損益

集計会社数

営業利益計上会社数

経常利益計上会社数
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令和４年度決算版   一般貨物運送事業 損益明細表  （５１～１００台）（１０１台以上）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

669,121 100.0 676,970 100.0 695,837 100.0 1,410,939 100.0 1,576,447 100.0 1,576,169 100.0

663,296 99.1 670,680 99.1 688,531 99.0 1,395,211 98.9 1,553,921 98.6 1,549,894 98.3

627,660 93.8 644,320 95.2 642,522 92.3 1,328,342 94.1 1,462,898 92.8 1,460,425 92.7

35,636 5.3 26,360 3.9 46,009 6.6 66,869 4.7 91,023 5.8 89,469 5.7

5,825 0.9 6,290 0.9 7,306 1.0 15,728 1.1 22,526 1.4 26,275 1.7

666,742 99.6 677,177 100.0 687,812 98.8 1,387,241 98.3 1,563,656 99.2 1,543,843 97.9

577,366 86.3 592,892 87.6 603,984 86.8 1,239,538 87.9 1,429,184 90.7 1,383,337 87.8

272,586 40.7 260,796 38.5 265,461 38.1 545,904 38.7 642,617 40.8 596,432 37.8

70,950 10.6 93,076 13.7 102,667 14.8 149,276 10.6 218,669 13.9 233,034 14.8

ガソリン代 2,200 0.3 2,152 0.3 2,641 0.4 11,594 0.8 16,579 1.1 5,866 0.4

軽油費 66,965 10.0 89,613 13.2 98,815 14.2 135,055 9.6 198,276 12.6 220,542 14.0

その他 1,785 0.3 1,311 0.2 1,211 0.2 2,627 0.2 3,814 0.2 6,626 0.4

36,041 5.4 38,241 5.6 39,464 5.7 78,145 5.5 86,347 5.5 78,752 5.0

事業用自動車 33,663 5.0 36,632 5.4 36,938 5.3 71,590 5.1 80,300 5.1 75,857 4.8

その他 2,378 0.4 1,609 0.2 2,526 0.4 6,555 0.5 6,047 0.4 2,895 0.2

42,894 6.4 39,058 5.8 37,729 5.4 80,002 5.7 85,836 5.4 75,728 4.8

事業用自動車 39,944 6.0 37,308 5.5 34,866 5.0 73,519 5.2 76,064 4.8 68,888 4.4

その他 2,950 0.4 1,750 0.3 2,863 0.4 6,483 0.5 9,772 0.6 6,840 0.4

11,693 1.7 11,165 1.6 10,204 1.5 18,620 1.3 19,145 1.2 19,753 1.3

7,399 1.1 6,489 1.0 10,578 1.5 22,561 1.6 21,063 1.3 19,817 1.3

12,947 1.9 11,713 1.7 13,475 1.9 39,215 2.8 43,270 2.7 38,696 2.5

3,084 0.5 4,318 0.6 3,448 0.5 6,074 0.4 6,644 0.4 7,002 0.4

897 0.1 804 0.1 832 0.1 1,965 0.1 2,029 0.1 2,007 0.1

24,568 3.7 26,217 3.9 26,556 3.8 57,930 4.1 65,458 4.2 63,986 4.1

1,581 0.2 2,232 0.3 1,536 0.2 2,049 0.1 3,201 0.2 13,501 0.9

92,726 13.9 98,783 14.6 92,034 13.2 237,797 16.9 234,905 14.9 234,629 14.9

傭車費等 35,678 5.3 45,232 6.7 42,998 6.2 87,862 6.2 87,043 5.5 142,962 9.1

89,376 13.4 84,285 12.5 83,828 12.0 147,703 10.5 134,472 8.5 160,506 10.2

50,185 7.5 48,781 7.2 50,014 7.2 85,400 6.1 79,759 5.1 94,856 6.0

39,191 5.9 35,504 5.2 33,814 4.9 62,303 4.4 54,713 3.5 65,650 4.2

2,379 0.4 -207 0.0 8,025 1.2 23,698 1.7 12,791 0.8 32,326 2.1

12,660 1.9 15,118 2.2 15,068 2.2 9,454 0.7 26,511 1.7 27,363 1.7

769 0.1 853 0.1 1,176 0.2 1,116 0.1 2,615 0.2 820 0.1

5,238 0.8 4,347 0.6 4,724 0.7 6,609 0.5 8,742 0.6 9,204 0.6

3,315 0.5 2,835 0.4 2,746 0.4 4,482 0.3 5,557 0.4 4,778 0.3

9,801 1.5 10,564 1.6 18,369 2.6 26,543 1.9 30,560 1.9 50,485 3.2

178 100% 182 100% 205 100% 62 100% 51 100% 62 100%

97 54% 87 48% 117 57% 46 74% 37 73% 42 68%

123 69% 127 70% 149 73% 50 81% 43 84% 50 81%

[１社平均額(千円)・構成比（％）]

５１～１００台 １０１台以上

２年度 ３年度 ４年度 ３年度 ４年度２年度

営業収益

運送収入

貨物運賃

その他

運送雑収

営業費用

運送費

人件費

燃料油脂費

修繕費

減価償却費

保険料

施設使用料

自動車リース料

施設賦課税

事故賠償費

道路使用料

フェリー利用料

その他

一般管理費

人件費

その他

営業損益

営業外収益

金融収益

営業外費用

金融費用

経常損益

集計会社数

営業利益計上会社数

経常利益計上会社数
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令和４年度決算版   一般貨物運送事業 損益明細表  （ 中部版 ）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

287,127 100.0 295,821 100.0 340,463 100.0

285,543 99.4 291,405 98.5 336,426 98.8

273,217 95.2 279,773 94.6 323,318 95.0

12,326 4.3 11,632 3.9 13,108 3.9

1,584 0.6 4,416 1.5 4,037 1.2

287,505 100.1 296,918 100.4 336,152 98.7

242,344 84.4 254,606 86.1 285,660 83.9

117,266 40.8 112,567 38.1 124,074 36.4

31,051 10.8 34,164 11.5 45,104 13.2

ガソリン代 1,400 0.5 718 0.2 1,608 0.5

軽油費 29,415 10.2 32,923 11.1 43,064 12.6

その他 236 0.1 523 0.2 432 0.1

15,507 5.4 15,860 5.4 18,392 5.4

事業用自動車 14,810 5.2 14,877 5.0 17,081 5.0

その他 697 0.2 983 0.3 1,311 0.4

17,600 6.1 15,076 5.1 16,214 4.8

事業用自動車 16,431 5.7 13,640 4.6 14,785 4.3

その他 1,169 0.4 1,436 0.5 1,429 0.4

6,156 2.1 5,497 1.9 5,723 1.7

3,651 1.3 3,925 1.3 3,808 1.1

4,878 1.7 4,488 1.5 5,828 1.7

1,910 0.7 1,801 0.6 2,002 0.6

461 0.2 409 0.1 453 0.1

11,150 3.9 11,354 3.8 13,926 4.1

299 0.1 336 0.1 395 0.1

32,415 11.3 49,129 16.6 49,741 14.6

傭車費等 13,328 4.6 18,701 6.3 24,805 7.3

45,161 15.7 42,312 14.3 50,492 14.8

28,416 9.9 25,408 8.6 31,122 9.1

16,745 5.8 16,904 5.7 19,370 5.7

-378 -0.1 -1,097 -0.4 4,311 1.3

5,972 2.1 6,299 2.1 7,397 2.2

319 0.1 419 0.1 411 0.1

2,051 0.7 2,051 0.7 2,067 0.6

1,701 0.6 1,669 0.6 1,587 0.5

3,543 1.2 3,151 1.1 9,641 2.8

217 100% 255 100% 208 100%

100 46% 104 41% 101 49%

129 59% 140 55% 127 61%

中部 科目説明

２年度 ３年度 ４年度

[１社平均額(千円)・構成比（％）]

営業収益

運送収入

貨物運賃

その他

運送雑収

営業費用

運送費

人件費

燃料油脂費

営業外収益

金融収益

営業外費用

金融費用

修繕費

減価償却費

保険料

施設使用料

自動車リース料

施設賦課税

事故賠償費

道路使用料

フェリー利用料

経常損益

集計会社数

営業利益計上会社数

経常利益計上会社数

運送部門の費用全体（運送原価）

運送に係る収入合計

着払い手数料、ボディ広告料など、運賃料金以外の収入 

ドライバー、作業員等、運送部門の人件費

トラック、荷役機械等に係る燃料費および油脂費

トラック、営業所建物、その他事業用資産の修繕費

運送事業用資産の減価償却費

自賠責、対人・対物の任意保険、共済、貨物保険等の保険料

営業所の土地建物賃借料、設備の賃借料、事業用資産使用料

トラック・リフト等のリース料

営業所の土地建物、設備の固定資産税、自動車税、重量税等

その他

一般管理費

人件費

その他

営業損益

基本運賃、割増運賃等を内書き

集配・車両留置、高速道路など 料金収受を内書き

運送事業として本業の利益または損失

事業活動の結果として出た利益または損失

運送事業での収入合計額

運送原価と営業費用の合計額

トラックの減価償却費を内書き

建物・設備等、トラック以外の償却費を内書き

建物・装置等の修繕費を内書き

トラックの修理代金を内書き

ガソリン代を内書き

軽油代を内書き

オイル代等油脂費を内書き

事故の見舞金品、慰謝料、弁償金等

高速道路など有料道路料金

法人の管理部門に係る費用全体

役員報酬、管理部門の従業員等の人件費

管理部門での減価償却費、保険料、施設使用料、広告費等

傭車費、旅費・被服・水道光熱・備品消耗品費のうち現業部
門に係るもの。通信費、会議費、交際費等事業遂行上支出
されるもの。　なお、傭車費はさらに内書き。

フェリー乗船料金

預貯金利息、手形・有価証券の利息、配当金を内書き

預貯金利息、受取利息、配当金、不用品売却代、諸手数料等

支払利息・手形割引料等を内書き

支払利息・手形割引料、繰延資産計上の創業費等
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◇職種別平均賃金・年齢・勤続年数
賃金 １カ月平均（円） 賃金＋賞与 １カ月平均（円） 平均年齢 勤続年数

職種
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 （歳） （年／カ月）

男性運転者平均 ３１７,２００ ３４０,４００ ３７７,０００ ３９５,３００ ４７．６ １６／０８

けん引 ３２３,８００ ３６７,２００ ４００,８００ ４３２,６００ ４８．９ ２１／０４

大型 ３５４,６００ ３７２,４００ ４１２,１００ ４２１,２００ ４９．３ １８／０５

中型 ３０８,５００ ３０２,１００ ３６３,５００ ３５０,３００ ４７．３ １５／０４

準中型 ２９９,８００ ３３０,０００ ３５６,２００ ３８８,０００ ４６．３ １５／０３

普通 ２７９,４００ ３２５,５００ ３４７,８００ ３９２,１００ ４５．６ １５／０３

男性事務員 ３２２,９００ ３４５,１００ ３８５,４００ ４００,２００ ４４．４ １５／０６

男性荷扱手 ２７１,２００ ２７５,５００ ３３２,３００ ３２５,２００ ４７．０ １３／０７
特

男性整備・技能員 ２５４,４００ ３０２,２００ ３０８,３００ ３５９,２００ ４４．３ １６／１１
積

女性運転者平均 ２５１,０００ ２６１,４００ ２９８,２００ ３０３,３００ ４０．１ ６／０４

けん引 ２６４,３００ ３１５,４００ ３３２,３００ ３５５,３００ ４６．６ ８／０２

大型 ２９０,６００ ３０８,３００ ３４０,６００ ３４６,５００ ４５．１ ６／０１

中型 ２５０,５００ ２５２,４００ ２９４,０００ ２９７,７００ ３６．８ ４／０４

準中型 ２２７,５００ ２３９,４００ ２７１,７００ ２８３,７００ ３８．６ ５／０６

普通 ２４４,９００ ２２３,５００ ２９５,１００ ２６３,２００ ４３．５ ９／０７

女性事務員 ２２９,４００ ２５３,６００ ２７４,５００ ２９４,４００ ４０．９ １１／０１

女性荷扱手 １９６,２００ ２１１,２００ ２２８,９００ ２４２,８００ ４６．０ ５／０８

女性整備・技能員 ２６３,９００ ２５６,９００ ３４０,５００ ３０９,９００ ４６．１ ７／０５

全職種平均 ３０１,５００ ３２２,７００ ３６０,５００ ３７５,７００ ４６．８ １５／０５

男性運転者平均 ３４５,４００ ３４３,７００ ３８０,０００ ３７４,３００ ５０．０ １２／１０

けん引 ４０１,７００ ４０２,６００ ４４９,４００ ４４７,２００ ４９．７ １４／０９

大型 ３６５,０００ ３６０,９００ ３９９,２００ ３９３,４００ ５０．０ １３／０８

中型 ３０７,９００ ３０６,２００ ３３５,４００ ３３０,０００ ５０．３ １１／０４

準中型 ３０４,２００ ３０８,９００ ３４４,３００ ３３０,９００ ４９．６ １０／０９

普通 ２９２,３００ ２９１,３００ ３２１,８００ ３１８,８００ ５０．３ １１／０２

男性事務員 ３７９,９００ ３７０,５００ ４４３,７００ ４４３,９００ ４９．７ １５／０８

男性荷扱手 ２９８,１００ ２９７,０００ ３４９,５００ ３４８,０００ ４５．２ １２／０３
一

男性整備・技能員 ３１５,３００ ３０４,６００ ３７０,１００ ３５１,４００ ４９．７ １４／００
般

女性運転者平均 ２９２,３００ ２８１,８００ ３１７,６００ ３０３,９００ ４６．０ ７／１１

けん引 ３８２,３００ ３７０,４００ ４１５,６００ ４０１,３００ ４５．６ ８／０４

大型 ３２８,３００ ３１９,８００ ３５７,９００ ３４４,２００ ４７．１ ８／００

中型 ２８２,９００ ２９３,８００ ３０７,７００ ３１４,７００ ４５．５ ７／０３

準中型 ２８５,３００ ２５４,７００ ３０２,１００ ２７２,１００ ４３．６ ７／０２

普通 ２３２,１００ ２１７,６００ ２５４,５００ ２３８,８００ ４６．１ ８／１１

女性事務員 ２３５,８００ ２４４,７００ ２７７,１００ ２８８,９００ ４５．１ １１／０９

女性荷扱手 ２１７,０００ ２０４,８００ ２４５,５００ ２２９,８００ ４２．９ ７／００

女性整備・技能員 ２０５,５００ ２４４,４００ ２３５,５００ ３０２,５００ ４６．３ １０／００

全職種平均 ３３０,８００ ３２９,３００ ３７２,２００ ３７０,０００ ４８．２ １２／１０

男性運転者平均 ３３３,５００ ３４２,５００ ３７８,８００ ３８２,７００ ４９．０ １４／０６

けん引 ３７７,１００ ３９１,０００ ４３４,０００ ４４２,３００ ４９．４ １６／１１

大型 ３６１,７００ ３６４,５００ ４０３,２００ ４０２,１００ ４９．８ １５／０２

中型 ３０８,１００ ３０４,６００ ３４７,５００ ３３７,８００ ４９．０ １３／０２

準中型 ３０１,５００ ３２０,１００ ３５１,７００ ３６１,２００ ４７．６ １３／０７

普通 ２８３,９００ ３１３,２００ ３３８,６００ ３６５,７００ ４７．２ １３／１１

男性事務員 ３６２,８００ ３６１,４００ ４２６,２００ ４２８,２００ ４８．０ １５／０７

男性荷扱手 ２８５,６００ ２８７,８００ ３４１,６００ ３３８,２００ ４５．９ １２／１１
合

男性整備・技能員 ３０４,０００ ３０３,９００ ３５８,７００ ３５３,８００ ４８．７ １５／０４
計

女性運転者平均 ２８０,５００ ２７７,６００ ３１２,０００ ３０３,９００ ４４．５ ７／０６

けん引 ３６１,２００ ３５４,２００ ４００,７００ ３８７,７００ ４５．８ ８／０３

大型 ３２１,９００ ３１７,９００ ３５４,９００ ３４４,６００ ４６．８ ７／０８

中型 ２７２,２００ ２８６,１００ ３０３,１００ ３１１,６００ ４２．６ ６／０４

準中型 ２６０,２００ ２４９,４００ ２８９,０００ ２７６,２００ ４１．４ ６／０５

普通 ２３５,７００ ２１８,６００ ２６６,２００ ２４３,０００ ４５．７ ９／０１

女性事務員 ２３４,０００ ２４７,３００ ２７６,４００ ２９０,５００ ４３．８ １１／０７

女性荷扱手 ２０８,６００ ２０６,８００ ２３８,８００ ２３３,８００ ４３．３ ７／００

女性整備・技能員 ２１５,８００ ２５０,３００ ２５４,１００ ３０６,０００ ４６．２ １０／０３

全職種平均 ３１８,９００ ３２６,９００ ３６７,４００ ３７２,３００ ４７．６ １３／１１
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◇業種・職種別賃金構成 単位：円、（ ）内は％

固定給 変動給 小計 賞与（１カ月平均） 合計職種
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度

男性運転者 平均 ２０７,２００ ２０５,６００ １１０,０００ １３４,８００ ３１７,２００ ３４０,４００ ５９,８００ ５４,９００ ３７７,０００ ３９５,３００

(６５.３) (６０.４) (３４.７) (３９.６) (１００.０) (１００.０)
けん引 ２７５,５００ ２４７,４００ ４８,３００ １１９,８００ ３２３,８００ ３６７,２００ ７７,０００ ６５,４００ ４００,８００ ４３２,６００

(８５.１) (６７.４) (１４.９) (３２.６) (１００.０) (１００.０)
大型 １９４,７００ １９４,５００ １５９,９００ １７７,９００ ３５４,６００ ３７２,４００ ５７,５００ ４８,８００ ４１２,１００ ４２１,２００

(５４.９) (５２.２) (４５.１) (４７.８) (１００.０) (１００.０)
中型 １７９,９００ １７６,５００ １２８,６００ １２５,６００ ３０８,５００ ３０２,１００ ５５,０００ ４８,２００ ３６３,５００ ３５０,３００

(５８.３) (５８.４) (４１.７) (４１.６) (１００.０) (１００.０)
準中型 ２００,７００ ２０７,７００ ９９,１００ １２２,３００ ２９９,８００ ３３０,０００ ５６,４００ ５８,０００ ３５６,２００ ３８８,０００

(６６.９) (６２.９) (３３.１) (３７.１) (１００.０) (１００.０)
普通 ２５１,９００ ２４０,７００ ２７,５００ ８４,８００ ２７９,４００ ３２５,５００ ６８,４００ ６６,６００ ３４７,８００ ３９２,１００

(９０.２) (７３.９) (９.８) (２６.１) (１００.０) (１００.０)
男性事務員 ２６６,３００ ２７８,９００ ５６,６００ ６６,２００ ３２２,９００ ３４５,１００ ６２,５００ ５５,１００ ３８５,４００ ４００,２００

(８２.５) (８０.８) (１７.５) (１９.２) (１００.０) (１００.０)
男性荷扱手 ２３３,２００ １９９,１００ ３８,０００ ７６,４００ ２７１,２００ ２７５,５００ ６１,１００ ４９,７００ ３３２,３００ ３２５,２００

(８６.０) (７２.３) (１４.０) (２７.７) (１００.０) (１００.０)
男性整備･技能員 １９８,９００ ２３０,０００ ５５,５００ ７２,２００ ２５４,４００ ３０２,２００ ５３,９００ ５７,０００ ３０８,３００ ３５９,２００

特 (７８.２) (７６.１) (２１.８) (２３.９) (１００.０) (１００.０)
積 女性運転者 平均 １７９,４００ １７２,５００ ７１,６００ ８８,９００ ２５１,０００ ２６１,４００ ４７,２００ ４１,９００ ２９８,２００ ３０３,３００

(７１.５) (６６.０) (２８.５) (３４.０) (１００.０) (１００.０)
けん引 ２３８,９００ １８８,４００ ２５,４００ １２７,０００ ２６４,３００ ３１５,４００ ６８,０００ ３９,９００ ３３２,３００ ３５５,３００

(９０.４) (５９.７) (９.６) (４０.３) (１００.０) (１００.０)
大型 １８３,０００ １８６,６００ １０７,６００ １２１,７００ ２９０,６００ ３０８,３００ ５０,０００ ３８,２００ ３４０,６００ ３４６,５００

(６３.０) (６０.５) (３７.０) (３９.５) (１００.０) (１００.０)
中型 １５０,８００ １６１,５００ ９９,７００ ９０,９００ ２５０,５００ ２５２,４００ ４３,５００ ４５,３００ ２９４,０００ ２９７,７００

(６０.２) (６４.０) (３９.８) (３６.０) (１００.０) (１００.０)
準中型 １６６,５００ １７０,２００ ６１,０００ ６９,２００ ２２７,５００ ２３９,４００ ４４,２００ ４４,３００ ２７１,７００ ２８３,７００

(７３.２) (７１.１) (２６.８) (２８.９) (１００.０) (１００.０)
普通 ２２０,４００ １６５,３００ ２４,５００ ５８,２００ ２４４,９００ ２２３,５００ ５０,２００ ３９,７００ ２９５,１００ ２６３,２００

(９０.０) (７４.０) (１０.０) (２６.０) (１００.０) (１００.０)
女性事務員 １７６,０００ １８８,２００ ５３,４００ ６５,４００ ２２９,４００ ２５３,６００ ４５,１００ ４０,８００ ２７４,５００ ２９４,４００

(７６.７) (７４.２) (２３.３) (２５.８) (１００.０) (１００.０)
女性荷扱手 １７４,８００ １６９,２００ ２１,４００ ４２,０００ １９６,２００ ２１１,２００ ３２,７００ ３１,６００ ２２８,９００ ２４２,８００

(８９.１) (８０.１) (１０.９) (１９.９) (１００.０) (１００.０)
女性整備･技能員 ２５９,４００ ２００,４００ ４,５００ ５６,５００ ２６３,９００ ２５６,９００ ７６,６００ ５３,０００ ３４０,５００ ３０９,９００

(９８.３) (７８.０) (１.７) (２２.０) (１００.０) (１００.０)
全職種 平均 ２１４,９００ ２１２,４００ ８６,６００ １１０,３００ ３０１,５００ ３２２,７００ ５９,０００ ５３,０００ ３６０,５００ ３７５,７００

(７１.３) (６５.８) (２８.７) (３４.２) (１００.０) (１００.０)
男性運転者 平均 １８３,４００ １８５,２００ １６２,０００ １５８,５００ ３４５,４００ ３４３,７００ ３４,６００ ３０,６００ ３８０,０００ ３７４,３００

(５３.１) (５３.９) (４６.９) (４６.１) (１００.０) (１００.０)
けん引 ２０２,０００ ２０６,６００ １９９,７００ １９６,０００ ４０１,７００ ４０２,６００ ４７,７００ ４４,６００ ４４９,４００ ４４７,２００

(５０.３) (５１.３) (４９.７) (４８.７) (１００.０) (１００.０)
大型 １８１,９００ １８１,６００ １８３,１００ １７９,３００ ３６５,０００ ３６０,９００ ３４,２００ ３２,５００ ３９９,２００ ３９３,４００

(４９.８) (５０.３) (５０.２) (４９.７) (１００.０) (１００.０)
中型 １７１,２００ １７５,８００ １３６,７００ １３０,４００ ３０７,９００ ３０６,２００ ２７,５００ ２３,８００ ３３５,４００ ３３０,０００

(５５.６) (５７.４) (４４.４) (４２.６) (１００.０) (１００.０)
準中型 １８０,３００ １８５,４００ １２３,９００ １２３,５００ ３０４,２００ ３０８,９００ ４０,１００ ２２,０００ ３４４,３００ ３３０,９００

(５９.３) (６０.０) (４０.７) (４０.０) (１００.０) (１００.０)
普通 ２１０,９００ ２０３,３００ ８１,４００ ８８,０００ ２９２,３００ ２９１,３００ ２９,５００ ２７,５００ ３２１,８００ ３１８,８００

(７２.２) (６９.８) (２７.８) (３０.２) (１００.０) (１００.０)
男性事務員 ３１５,０００ ３１８,９００ ６４,９００ ５１,６００ ３７９,９００ ３７０,５００ ６３,８００ ７３,４００ ４４３,７００ ４４３,９００

(８２.９) (８６.１) (１７.１) (１３.９) (１００.０) (１００.０)
男性荷扱手 ２３３,６００ ２２９,１００ ６４,５００ ６７,９００ ２９８,１００ ２９７,０００ ５１,４００ ５１,０００ ３４９,５００ ３４８,０００

(７８.４) (７７.１) (２１.６) (２２.９) (１００.０) (１００.０)
男性整備･技能員 ２５９,１００ ２５６,８００ ５６,２００ ４７,８００ ３１５,３００ ３０４,６００ ５４,８００ ４６,８００ ３７０,１００ ３５１,４００

一 (８２.２) (８４.３) (１７.８) (１５.７) (１００.０) (１００.０)
般 女性運転者 平均 １７３,４００ １６８,０００ １１８,９００ １１３,８００ ２９２,３００ ２８１,８００ ２５,３００ ２２,１００ ３１７,６００ ３０３,９００

(５９.３) (５９.６) (４０.７) (４０.４) (１００.０) (１００.０)
けん引 １８３,３００ １７７,９００ １９９,０００ １９２,５００ ３８２,３００ ３７０,４００ ３３,３００ ３０,９００ ４１５,６００ ４０１,３００

(４７.９) (４８.０) (５２.１) (５２.０) (１００.０) (１００.０)
大型 １６９,３００ １６２,８００ １５９,０００ １５７,０００ ３２８,３００ ３１９,８００ ２９,６００ ２４,４００ ３５７,９００ ３４４,２００

(５１.６) (５０.９) (４８.４) (４９.１) (１００.０) (１００.０)
中型 １６３,１００ １６５,３００ １１９,８００ １２８,５００ ２８２,９００ ２９３,８００ ２４,８００ ２０,９００ ３０７,７００ ３１４,７００

(５７.７) (５６.３) (４２.３) (４３.７) (１００.０) (１００.０)
準中型 １７３,４００ １５３,７００ １１１,９００ １０１,０００ ２８５,３００ ２５４,７００ １６,８００ １７,４００ ３０２,１００ ２７２,１００

(６０.８) (６０.３) (３９.２) (３９.７) (１００.０) (１００.０)
普通 １８８,７００ １８２,６００ ４３,４００ ３５,０００ ２３２,１００ ２１７,６００ ２２,４００ ２１,２００ ２５４,５００ ２３８,８００

(８１.３) (８３.９) (１８.７) (１６.１) (１００.０) (１００.０)
女性事務員 ２０７,９００ ２１６,４００ ２７,９００ ２８,３００ ２３５,８００ ２４４,７００ ４１,３００ ４４,２００ ２７７,１００ ２８８,９００

(８８.２) (８８.４) (１１.８) (１１.６) (１００.０) (１００.０)
女性荷扱手 １８４,９００ １６２,０００ ３２,１００ ４２,８００ ２１７,０００ ２０４,８００ ２８,５００ ２５,０００ ２４５,５００ ２２９,８００

(８５.２) (７９.１) (１４.８) (２０.９) (１００.０) (１００.０)
女性整備･技能員 １８６,３００ ２３２,５００ １９,２００ １１,９００ ２０５,５００ ２４４,４００ ３０,０００ ５８,１００ ２３５,５００ ３０２,５００

(９０.７) (９５.１) (９.３) (４.９) (１００.０) (１００.０)
全職種 平均 ２１０,４００ ２１３,３００ １２０,４００ １１６,０００ ３３０,８００ ３２９,３００ ４１,４００ ４０,７００ ３７２,２００ ３７０,０００

(６３.６) (６４.８) (３６.４) (３５.２) (１００.０) (１００.０)
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◇業種・職種別賃金構成 つづき 単位：円、（ ）内は％

固定給 変動給 小計 賞与（１カ月平均） 合計職種
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度

男性運転者 平均 １９３,５００ １９３,３００ １４０,０００ １４９,２００ ３３３,５００ ３４２,５００ ４５,３００ ４０,２００ ３７８,８００ ３８２,７００
(５８.０) (５６.４) (４２.０) (４３.６) (１００.０) (１００.０)

けん引 ２２５,２００ ２１９,９００ １５１,９００ １７１,１００ ３７７,１００ ３９１,０００ ５６,９００ ５１,３００ ４３４,０００ ４４２,３００
(５９.７) (５６.２) (４０.３) (４３.８) (１００.０) (１００.０)

大型 １８６,０００ １８５,６００ １７５,７００ １７８,９００ ３６１,７００ ３６４,５００ ４１,５００ ３７,６００ ４０３,２００ ４０２,１００
(５１.４) (５０.９) (４８.６) (４９.１) (１００.０) (１００.０)

中型 １７４,９００ １７６,１００ １３３,２００ １２８,５００ ３０８,１００ ３０４,６００ ３９,４００ ３３,２００ ３４７,５００ ３３７,８００
(５６.８) (５７.８) (４３.２) (４２.２) (１００.０) (１００.０)

準中型 １９２,９００ １９７,２００ １０８,６００ １２２,９００ ３０１,５００ ３２０,１００ ５０,２００ ４１,１００ ３５１,７００ ３６１,２００
(６４.０) (６１.６) (３６.０) (３８.４) (１００.０) (１００.０)

普通 ２３７,５００ ２２７,３００ ４６,４００ ８５,９００ ２８３,９００ ３１３,２００ ５４,７００ ５２,５００ ３３８,６００ ３６５,７００
(８３.７) (７２.６) (１６.３) (２７.４) (１００.０) (１００.０)

男性事務員 ３００,２００ ３０４,６００ ６２,６００ ５６,８００ ３６２,８００ ３６１,４００ ６３,４００ ６６,８００ ４２６,２００ ４２８,２００
(８２.７) (８４.３) (１７.３) (１５.７) (１００.０) (１００.０)

男性荷扱手 ２３３,４００ ２１６,３００ ５２,２００ ７１,５００ ２８５,６００ ２８７,８００ ５６,０００ ５０,４００ ３４１,６００ ３３８,２００
(８１.７) (７５.２) (１８.３) (２４.８) (１００.０) (１００.０)

男性整備･技能員 ２４８,０００ ２４８,８００ ５６,０００ ５５,１００ ３０４,０００ ３０３,９００ ５４,７００ ４９,９００ ３５８,７００ ３５３,８００
合 (８１.６) (８１.９) (１８.４) (１８.１) (１００.０) (１００.０)
計 女性運転者 平均 １７５,１００ １６８,９００ １０５,４００ １０８,７００ ２８０,５００ ２７７,６００ ３１,５００ ２６,３００ ３１２,０００ ３０３,９００

(６２.４) (６０.８) (３７.６) (３９.２) (１００.０) (１００.０)
けん引 １９３,２００ １８０,９００ １６８,０００ １７３,３００ ３６１,２００ ３５４,２００ ３９,５００ ３３,５００ ４００,７００ ３８７,７００

(５３.５) (５１.１) (４６.５) (４８.９) (１００.０) (１００.０)
大型 １７１,６００ １６６,８００ １５０,３００ １５１,１００ ３２１,９００ ３１７,９００ ３３,０００ ２６,７００ ３５４,９００ ３４４,６００

(５３.３) (５２.５) (４６.７) (４７.５) (１００.０) (１００.０)
中型 １５９,１００ １６４,６００ １１３,１００ １２１,５００ ２７２,２００ ２８６,１００ ３０,９００ ２５,５００ ３０３,１００ ３１１,６００

(５８.４) (５７.５) (４１.６) (４２.５) (１００.０) (１００.０)
準中型 １７０,４００ １５９,４００ ８９,８００ ９０,０００ ２６０,２００ ２４９,４００ ２８,８００ ２６,８００ ２８９,０００ ２７６,２００

(６５.５) (６３.９) (３４.５) (３６.１) (１００.０) (１００.０)
普通 １９７,９００ １７９,６００ ３７,８００ ３９,０００ ２３５,７００ ２１８,６００ ３０,５００ ２４,４００ ２６６,２００ ２４３,０００

(８４.０) (８２.２) (１６.０) (１７.８) (１００.０) (１００.０)
女性事務員 １９８,６００ ２０８,２００ ３５,４００ ３９,１００ ２３４,０００ ２４７,３００ ４２,４００ ４３,２００ ２７６,４００ ２９０,５００

(８４.９) (８４.２) (１５.１) (１５.８) (１００.０) (１００.０)
女性荷扱手 １８０,８００ １６４,２００ ２７,８００ ４２,６００ ２０８,６００ ２０６,８００ ３０,２００ ２７,０００ ２３８,８００ ２３３,８００

(８６.７) (７９.４) (１３.３) (２０.６) (１００.０) (１００.０)
女性整備･技能員 １９９,２００ ２１７,３００ １６,６００ ３３,０００ ２１５,８００ ２５０,３００ ３８,３００ ５５,７００ ２５４,１００ ３０６,０００

(９２.３) (８６.８) (７.７) (１３.２) (１００.０) (１００.０)
全職種 平均 ２１２,２００ ２１３,０００ １０６,７００ １１３,９００ ３１８,９００ ３２６,９００ ４８,５００ ４５,４００ ３６７,４００ ３７２,３００

(６６.５) (６５.２) (３３.５) (３４.８) (１００.０) (１００.０)

◇変動給の内訳 単位：円、（ ）内は％

職種 歩合給（運行手当） 歩合給（その他） 歩合給計 時間外手当 その他 合 計
令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和４年度 令和３年度 令和５年度 令和４年度

男性運転者平均 ４４,４００ ４７,８００ １０,３００ １０,４００ ５４,７００ ５８,２００ ４０,９００ ７２,３００ １４,４００ ４,３００ １１０,０００ １３４,８００
(４０.４) (３５.５) (９.４) (７.７) (４９.７) (４３.２) (３７.２) (５３.６) (１３.１) (３.２) (１００.０) (１００.０)

けん引 １３,５００ １５,５００ ２００ １９,６００ １３,７００ ３５,１００ ３１,６００ ８１,９００ ３,０００ ２,８００ ４８,３００ １１９,８００
(２８.０) (１２.９) (０.４) (１６.４) (２８.４) (２９.３) (６５.４) (６８.４) (６.２) (２.３) (１００.０) (１００.０)

大型 ７２,０００ ７３,８００ １５,４００ １７,９００ ８７,４００ ９１,７００ ５５,９００ ７９,６００ １６,６００ ６,６００ １５９,９００ １７７,９００
(４５.０) (４１.５) (９.６) (１０.１) (５４.７) (５１.５) (３５.０) (４４.７) (１０.４) (３.７) (１００.０) (１００.０)

中型 ４３,７００ ５２,９００ １３,４００ ７,１００ ５７,１００ ６０,０００ ４６,６００ ６０,０００ ２４,９００ ５,６００ １２８,６００ １２５,６００
(３４.０) (４２.１) (１０.４) (５.７) (４４.４) (４７.８) (３６.２) (４７.８) (１９.４) (４.５) (１００.０) (１００.０)

準中型 ４３,８００ ４８,９００ １０,０００ ５,４００ ５３,８００ ５４,３００ ３２,３００ ６５,０００ １３,０００ ３,０００ ９９,１００ １２２,３００
(４４.２) (４０.０) (１０.１) (４.４) (５４.３) (４４.４) (３２.６) (５３.１) (１３.１) (２.５) (１００.０) (１００.０)

普通 ７,９００ ６,８００ ３００ ７００ ８,２００ ７,５００ １８,８００ ７７,０００ ５００ ３００ ２７,５００ ８４,８００
(２８.７) (８.０) (１.１) (０.８) (２９.８) (８.８) (６８.４) (９０.８) (１.８) (０.４) (１００.０) (１００.０)

男性事務員 １,０００ ― ４,０００ ２２,０００ ５,０００ ２２,０００ ２７,３００ ３８,２００ ２４,３００ ６,０００ ５６,６００ ６６,２００
(１.８) ― (７.１) (３３.２) (８.８) (３３.２) (４８.２) (５７.７) (４２.９) (９.１) (１００.０) (１００.０)

男性荷扱手 ５,０００ ３,６００ ４,６００ ２１,９００ ９,６００ ２５,５００ ２１,９００ ４７,９００ ６,５００ ３,０００ ３８,０００ ７６,４００
(１３.２) (４.７) (１２.１) (２８.７) (２５.３) (３３.４) (５７.６) (６２.７) (１７.１) (３.９) (１００.０) (１００.０)

男性整備･技能員 １,５００ ― １１,６００ １７,２００ １３,１００ １７,２００ １５,９００ ５３,７００ ２６,５００ １,３００ ５５,５００ ７２,２００
特 (２.７) ― (２０.９) (２３.８) (２３.６) (２３.８) (２８.６) (７４.４) (４７.７) (１.８) (１００.０) (１００.０)
積 女性運転者平均 ２３,９００ ２３,４００ ７,８００ １３,６００ ３１,７００ ３７,０００ ２７,３００ ４５,３００ １２,６００ ６,６００ ７１,６００ ８８,９００

(３３.４) (２６.３) (１０.９) (１５.３) (４４.３) (４１.６) (３８.１) (５１.０) (１７.６) (７.４) (１００.０) (１００.０)
けん引 ７,４００ ― ― ５４,８００ ７,４００ ５４,８００ １４,７００ ６５,８００ ３,３００ ６,４００ ２５,４００ １２７,０００

(２９.１) ― ― (４３.１) (２９.１) (４３.１) (５７.９) (５１.８) (１３.０) (５.０) (１００.０) (１００.０)
大型 ３３,３００ ２５,１００ ４,６００ １５,７００ ３７,９００ ４０,８００ ５２,１００ ７０,３００ １７,６００ １０,６００ １０７,６００ １２１,７００

(３０.９) (２０.６) (４.３) (１２.９) (３５.２) (３３.５) (４８.４) (５７.８) (１６.４) (８.７) (１００.０) (１００.０)
中型 ３７,５００ ３３,２００ １３,４００ １５,４００ ５０,９００ ４８,６００ ２９,８００ ３６,５００ １９,０００ ５,８００ ９９,７００ ９０,９００

(３７.６) (３６.５) (１３.４) (１６.９) (５１.１) (５３.５) (２９.９) (４０.２) (１９.１) (６.４) (１００.０) (１００.０)
準中型 １７,２００ ２３,９００ １０,０００ ５,７００ ２７,２００ ２９,６００ ２２,１００ ３４,２００ １１,７００ ５,４００ ６１,０００ ６９,２００

(２８.２) (３４.５) (１６.４) (８.２) (４４.６) (４２.８) (３６.２) (４９.４) (１９.２) (７.８) (１００.０) (１００.０)
普通 ７,７００ １８,７００ １,３００ ２,３００ ９,０００ ２１,０００ １３,１００ ３２,４００ ２,４００ ４,８００ ２４,５００ ５８,２００

(３１.４) (３２.１) (５.３) (４.０) (３６.７) (３６.１) (５３.５) (５５.７) (９.８) (８.２) (１００.０) (１００.０)
女性事務員 ４,６００ １００ ３,２００ ３４,３００ ７,８００ ３４,４００ １９,３００ ２６,７００ ２６,３００ ４,３００ ５３,４００ ６５,４００

(８.６) (０.２) (６.０) (５２.４) (１４.６) (５２.６) (３６.１) (４０.８) (４９.３) (６.６) (１００.０) (１００.０)
女性荷扱手 ２,９００ １,２００ ５００ ９,４００ ３,４００ １０,６００ １２,８００ ２９,７００ ５,２００ １,７００ ２１,４００ ４２,０００

(１３.６) (２.９) (２.３) (２２.４) (１５.９) (２５.２) (５９.８) (７０.７) (２４.３) (４.０) (１００.０) (１００.０)
女性整備･技能員 ― ― ― ５,２００ ― ５,２００ ４,５００ ５０,７００ ― ６００ ４,５００ ５６,５００

― ― ― (９.２) ― (９.２) (１００.０) (８９.７) ― (１.１) (１００.０) (１００.０)
全職種平均 ３０,２００ ３０,４００ ８,１００ １５,２００ ３８,３００ ４５,６００ ３４,３００ ６０,５００ １４,０００ ４,２００ ８６,６００ １１０,３００

(３４.９) (２７.６) (９.４) (１３.８) (４４.２) (４１.３) (３９.６) (５４.９) (１６.２) (３.８) (１００.０) (１００.０)
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◇変動給の内訳 つづき 単位:円､( )内は%

職 種 歩合給(運行手当) 歩合給(その他) 歩合給計 時間外手当 その他 合 計

令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和５年度 令和４年度 令和４年度 令和３年度 令和５年度 令和４年度

男性運転者平均 ６９,４００ ５７,３００ １１,５００ １６,２００ ８０,９００ ７３,５００ ６５,６００ ７０,４００ １５,５００ １４,６００ １６２,０００ １５８,５００

(４２.８) (３６.２) (７.１) (１０.２) (４９.９) (４６.４) (４０.５) (４４.４) (９.６) (９.２) (１００.０) (１００.０)

けん引 ８７,５００ ７９,１００ １７,０００ １７,１００ １０４,５００ ９６,２００ ８０,１００ ８３,４００ １５,１００ １６,４００ １９９,７００ １９６,０００

(４３.８) (４０.４) (８.５) (８.７) (５２.３) (４９.１) (４０.１) (４２.６) (７.６) (８.４) (１００.０) (１００.０)

大型 ８３,５００ ６７,６００ １１,９００ １８,３００ ９５,４００ ８５,９００ ６９,５００ ７８,４００ １８,２００ １５,０００ １８３,１００ １７９,３００

(４５.６) (３７.７) (６.５) (１０.２) (５２.１) (４７.９) (３８.０) (４３.７) (９.９) (８.４) (１００.０) (１００.０)

中型 ５９,７００ ４３,３００ ８,１００ １４,３００ ６７,８００ ５７,６００ ５７,７００ ６０,１００ １１,２００ １２,７００ １３６,７００ １３０,４００

(４３.７) (３３.２) (５.９) (１１.０) (４９.６) (４４.２) (４２.２) (４６.１) (８.２) (９.７) (１００.０) (１００.０)

準中型 ３３,８００ ３６,１００ １３,９００ １４,９００ ４７,７００ ５１,０００ ５８,８００ ５４,７００ １７,４００ １７,８００ １２３,９００ １２３,５００

(２７.３) (２９.２) (１１.２) (１２.１) (３８.５) (４１.３) (４７.５) (４４.３) (１４.０) (１４.４) (１００.０) (１００.０)

普通 １８,５００ ２２,１００ ５,７００ ７,７００ ２４,２００ ２９,８００ ４７,８００ ４８,３００ ９,４００ ９,９００ ８１,４００ ８８,０００

(２２.７) (２５.１) (７.０) (８.８) (２９.７) (３３.９) (５８.７) (５４.９) (１１.５) (１１.３) (１００.０) (１００.０)

男性事務員 ２,５００ １,８００ ２,６００ ３,１００ ５,１００ ４,９００ ５３,８００ ４０,７００ ６,０００ ６,０００ ６４,９００ ５１,６００

(３.９) (３.５) (４.０) (６.０) (７.９) (９.５) (８２.９) (７８.９) (９.２) (１１.６) (１００.０) (１００.０)

男性荷扱手 ２,７００ ２,７００ ２,３００ ３,４００ ５,０００ ６,１００ ５１,８００ ５３,７００ ７,７００ ８,１００ ６４,５００ ６７,９００

(４.２) (４.０) (３.６) (５.０) (７.８) (９.０) (８０.３) (７９.１) (１１.９) (１１.９) (１００.０) (１００.０)

男性整備･技能員 １,９００ ３,５００ ８,８００ ３,８００ １０,７００ ７,３００ ３７,２００ ３２,５００ ８,３００ ８,０００ ５６,２００ ４７,８００

一 (３.４) (７.３) (１５.７) (７.９) (１９.０) (１５.３) (６６.２) (６８.０) (１４.８) (１６.７) (１００.０) (１００.０)

般 女性運転者平均 ４７,９００ ３９,８００ ７,３００ １２,６００ ５５,２００ ５２,４００ ４９,４００ ５０,３００ １４,３００ １１,１００ １１８,９００ １１３,８００

(４０.３) (３５.０) (６.１) (１１.１) (４６.４) (４６.０) (４１.５) (４４.２) (１２.０) (９.８) (１００.０) (１００.０)

けん引 ８８,３００ ８２,２００ １３,４００ ８,９００ １０１,７００ ９１,１００ ７８,１００ ８７,８００ １９,２００ １３,６００ １９９,０００ １９２,５００

(４４.４) (４２.７) (６.７) (４.６) (５１.１) (４７.３) (３９.２) (４５.６) (９.６) (７.１) (１００.０) (１００.０)

大型 ６２,６００ ５９,６００ １２,２００ ２１,０００ ７４,８００ ８０,６００ ６２,５００ ６３,１００ ２１,７００ １３,３００ １５９,０００ １５７,０００

(３９.４) (３８.０) (７.７) (１３.４) (４７.０) (５１.３) (３９.３) (４０.２) (１３.６) (８.５) (１００.０) (１００.０)

中型 ５１,１００ ４１,５００ ５,０００ １３,７００ ５６,１００ ５５,２００ ５０,１００ ６０,０００ １３,６００ １３,３００ １１９,８００ １２８,５００

(４２.７) (３２.３) (４.２) (１０.７) (４６.８) (４３.０) (４１.８) (４６.７) (１１.４) (１０.４) (１００.０) (１００.０)

準中型 ４１,２００ ３０,１００ ６,２００ １３,６００ ４７,４００ ４３,７００ ５１,１００ ４３,１００ １３,４００ １４,２００ １１１,９００ １０１,０００

(３６.８) (２９.８) (５.５) (１３.５) (４２.４) (４３.３) (４５.７) (４２.７) (１２.０) (１４.１) (１００.０) (１００.０)

普通 １６,４００ ９,８００ １,８００ １,３００ １８,２００ １１,１００ ２１,５００ ２０,１００ ３,７００ ３,８００ ４３,４００ ３５,０００

(３７.８) (２８.０) (４.１) (３.７) (４１.９) (３１.７) (４９.５) (５７.４) (８.５) (１０.９) (１００.０) (１００.０)

女性事務員 １,５００ ５００ １,９００ １,８００ ３,４００ ２,３００ ２０,４００ ２２,０００ ４,１００ ４,０００ ２７,９００ ２８,３００

(５.４) (１.８) (６.８) (６.４) (１２.２) (８.１) (７３.１) (７７.７) (１４.７) (１４.１) (１００.０) (１００.０)

女性荷扱手 ６００ １,３００ １,５００ ７,１００ ２,１００ ８,４００ ２４,８００ ２５,５００ ５,２００ ８,９００ ３２,１００ ４２,８００

(１.９) (３.０) (４.７) (１６.６) (６.５) (１９.６) (７７.３) (５９.６) (１６.２) (２０.８) (１００.０) (１００.０)

女性整備･技能員 ― ― １,１００ ― １,１００ ― １５,４００ １０,１００ ２,７００ １,８００ １９,２００ １１,９００

― ― (５.７) ― (５.７) ― (８０.２) (８４.９) (１４.１) (１５.１) (１００.０) (１００.０)

全職種 平均 ４３,１００ ３５,１００ ８,０００ １１,０００ ５１,１００ ４６,１００ ５７,３００ ５８,５００ １２,０００ １１,４００ １２０,４００ １１６,０００

(３５.８) (３０.３) (６.６) (９.５) (４２.４) (３９.７) (４７.６) (５０.４) (１０.０) (９.８) (１００.０) (１００.０)

男性運転者平均 ５８,８００ ５３,６００ １１,０００ １３,９００ ６９,８００ ６７,５００ ５５,２００ ７１,２００ １５,０００ １０,５００ １４０,０００ １４９,２００

(４２.０) (３５.９) (７.９) (９.３) (４９.９) (４５.２) (３９.４) (４７.７) (１０.７) (７.０) (１００.０) (１００.０)

けん引 ６４,１００ ５８,４００ １１,７００ １７,９００ ７５,８００ ７６,３００ ６４,８００ ８２,９００ １１,３００ １１,９００ １５１,９００ １７１,１００

(４２.２) (３４.１) (７.７) (１０.５) (４９.９) (４４.６) (４２.７) (４８.５) (７.４) (７.０) (１００.０) (１００.０)

大型 ７９,８００ ６９,５００ １３,０００ １８,２００ ９２,８００ ８７,７００ ６５,２００ ７８,８００ １７,７００ １２,４００ １７５,７００ １７８,９００

(４５.４) (３８.８) (７.４) (１０.２) (５２.８) (４９.０) (３７.１) (４４.０) (１０.１) (６.９) (１００.０) (１００.０)

中型 ５２,８００ ４７,０００ １０,４００ １１,５００ ６３,２００ ５８,５００ ５２,９００ ６０,１００ １７,１００ ９,９００ １３３,２００ １２８,５００

(３９.６) (３６.６) (７.８) (８.９) (４７.４) (４５.５) (３９.７) (４６.８) (１２.８) (７.７) (１００.０) (１００.０)

準中型 ４０,０００ ４２,９００ １１,５００ ９,９００ ５１,５００ ５２,８００ ４２,４００ ６０,２００ １４,７００ ９,９００ １０８,６００ １２２,９００

(３６.８) (３４.９) (１０.６) (８.１) (４７.４) (４３.０) (３９.０) (４９.０) (１３.５) (８.１) (１００.０) (１００.０)

普通 １１,６００ １２,３００ ２,２００ ３,２００ １３,８００ １５,５００ ２９,０００ ６６,７００ ３,６００ ３,７００ ４６,４００ ８５,９００

(２５.０) (１４.３) (４.７) (３.７) (２９.７) (１８.０) (６２.５) (７７.６) (７.８) (４.３) (１００.０) (１００.０)

男性事務員 ２,１００ １,２００ ３,１００ ９,８００ ５,２００ １１,０００ ４５,８００ ３９,８００ １１,６００ ６,０００ ６２,６００ ５６,８００

(３.４) (２.１) (５.０) (１７.３) (８.３) (１９.４) (７３.２) (７０.１) (１８.５) (１０.６) (１００.０) (１００.０)

男性荷扱手 ３,８００ ３,１００ ３,４００ １１,３００ ７,２００ １４,４００ ３７,９００ ５１,２００ ７,１００ ５,９００ ５２,２００ ７１,５００

(７.３) (４.３) (６.５) (１５.８) (１３.８) (２０.１) (７２.６) (７１.６) (１３.６) (８.３) (１００.０) (１００.０)

男性整備･技能員 １,８００ ２,５００ ９,３００ ７,８００ １１,１００ １０,３００ ３３,３００ ３８,８００ １１,６００ ６,０００ ５６,０００ ５５,１００

合 (３.２) (４.５) (１６.６) (１４.２) (１９.８) (１８.７) (５９.５) (７０.４) (２０.７) (１０.９) (１００.０) (１００.０)

計 女性運転者平均 ４１,１００ ３６,４００ ７,４００ １２,８００ ４８,５００ ４９,２００ ４３,１００ ４９,３００ １３,８００ １０,２００ １０５,４００ １０８,７００

(３９.０) (３３.５) (７.０) (１１.８) (４６.０) (４５.３) (４０.９) (４５.４) (１３.１) (９.４) (１００.０) (１００.０)

けん引 ７３,８００ ５８,１００ １１,０００ ２２,４００ ８４,８００ ８０,５００ ６６,８００ ８１,３００ １６,４００ １１,５００ １６８,０００ １７３,３００

(４３.９) (３３.５) (６.５) (１２.９) (５０.５) (４６.５) (３９.８) (４６.９) (９.８) (６.６) (１００.０) (１００.０)

大型 ５７,７００ ５３,８００ １０,９００ ２０,１００ ６８,６００ ７３,９００ ６０,７００ ６４,３００ ２１,０００ １２,９００ １５０,３００ １５１,１００

(３８.４) (３５.６) (７.３) (１３.３) (４５.６) (４８.９) (４０.４) (４２.６) (１４.０) (８.５) (１００.０) (１００.０)

中型 ４６,６００ ４０,０００ ７,７００ １４,０００ ５４,３００ ５４,０００ ４３,４００ ５５,６００ １５,４００ １１,９００ １１３,１００ １２１,５００

(４１.２) (３２.９) (６.８) (１１.５) (４８.０) (４４.４) (３８.４) (４５.８) (１３.６) (９.８) (１００.０) (１００.０)

準中型 ３０,８００ ２８,０００ ７,８００ １０,９００ ３８,６００ ３８,９００ ３８,５００ ４０,０００ １２,７００ １１,１００ ８９,８００ ９０,０００

(３４.３) (３１.１) (８.７) (１２.１) (４３.０) (４３.２) (４２.９) (４４.４) (１４.１) (１２.３) (１００.０) (１００.０)

普通 １３,８００ １１,３００ １,７００ １,５００ １５,５００ １２,８００ １９,０００ ２２,２００ ３,３００ ４,０００ ３７,８００ ３９,０００

(３６.５) (２９.０) (４.５) (３.８) (４１.０) (３２.８) (５０.３) (５６.９) (８.７) (１０.３) (１００.０) (１００.０)

女性事務員 ２,４００ ４００ ２,３００ １１,２００ ４,７００ １１,６００ ２０,１００ ２３,４００ １０,６００ ４,１００ ３５,４００ ３９,１００

(６.８) (１.０) (６.５) (２８.６) (１３.３) (２９.７) (５６.８) (５９.８) (２９.９) (１０.５) (１００.０) (１００.０)

女性荷扱手 １,６００ １,３００ １,１００ ７,８００ ２,７００ ９,１００ １９,９００ ２６,８００ ５,２００ ６,７００ ２７,８００ ４２,６００

(５.８) (３.１) (４.０) (１８.３) (９.７) (２１.４) (７１.６) (６２.９) (１８.７) (１５.７) (１００.０) (１００.０)

女性整備･ 技能 ― ― ９００ ２,５００ ９００ ２,５００ １３,５００ ２９,３００ ２,２００ １,２００ １６,６００ ３３,０００

員 ― ― (５.４) (７.６) (５.４) (７.６) (８１.３) (８８.８) (１３.３) (３.６) (１００.０) (１００.０)

全職種 平均 ３７,９００ ３３,３００ ８,０００ １２,６００ ４５,９００ ４５,９００ ４８,０００ ５９,３００ １２,８００ ８,７００ １０６,７００ １１３,９００

(３５.５) (２９.２) (７.５) (１１.１) (４３.０) (４０.３) (４５.０) (５２.１) (１２.０) (７.６) (１００.０) (１００.０)
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◇年齢階級別賃金（賞与を含む）
単位：円、（ ）内は20～29歳＝100とする指数

男性 ２０歳未満 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５歳以上 平 均

運転者平均 ３０１,０００ ３０６,３００ ３５９,０００ ３９０,２００ ３９３,１００ ３３７,０００ ２８５,９００ ３７７,０００

(９８.３) (１００.０) (１１７.２) (１２７.４) (１２８.３) (１１０.０) (９３.３) (１２３.１)

けん引 ― ３２８,１００ ３７４,８００ ４０９,９００ ４１３,３００ ３４７,４００ ３０５,１００ ４００,８００

― (１００.０) (１１４.２) (１２４.９) (１２６.０) (１０５.９) (９３.０) (１２２.２)

大型 ― ３３０,５００ ３９６,８００ ４２３,４００ ４２３,６００ ３７１,０００ ３２５,３００ ４１２,１００

― (１００.０) (１２０.１) (１２８.１) (１２８.２) (１１２.３) (９８.４) (１２４.７)

中型 ― ２９６,６００ ３４８,０００ ３７４,０００ ３７９,０００ ３２９,９００ ２７３,７００ ３６３,５００

― (１００.０) (１１７.３) (１２６.１) (１２７.８) (１１１.２) (９２.３) (１２２.６)

特 準中型 ３１１,５００ ３１２,２００ ３５４,４００ ３７４,１００ ３６４,０００ ３１２,０００ ２２８,１００ ３５６,２００

積 (９９.８) (１００.０) (１１３.５) (１１９.８) (１１６.６) (９９.９) (７３.１) (１１４.１)

普通 １９５,５００ ２８９,９００ ３３１,２００ ３６６,２００ ３６６,９００ ２９０,９００ １７１,９００ ３４７,８００

(６７.４) (１００.０) (１１４.２) (１２６.３) (１２６.６) (１００.３) (５９.３) (１２０.０)

事務員 ３０８,０００ ３０５,４００ ３７０,４００ ４１７,５００ ４２９,６００ ３７８,９００ ２７０,５００ ３８５,４００

(１００.９) (１００.０) (１２１.３) (１３６.７) (１４０.７) (１２４.１) (８８.６) (１２６.２)

荷扱手 ２４９,９００ ２８６,２００ ３１７,６００ ３５１,８００ ３５６,８００ ２９９,１００ ２１７,８００ ３３２,３００

(８７.３) (１００.０) (１１１.０) (１２２.９) (１２４.７) (１０４.５) (７６.１) (１１６.１)

整備･技能員 １９７,５００ ２５８,３００ ３００,６００ ３４０,４００ ３７０,０００ ３０５,８００ ２１７,５００ ３０８,３００

(７６.５) (１００.０) (１１６.４) (１３１.８) (１４３.２) (１１８.４) (８４.２) (１１９.４)

全職種平均 ２８１,６００ ２９９,１００ ３５１,３００ ３８４,６００ ３８８,２００ ３３０,６００ ２５８,３００ ３６７,６００

(９４.１) (１００.０) (１１７.５) (１２８.６) (１２９.８) (１１０.５) (８６.４) (１２２.９)

運転者平均 ２５１,８００ ３４６,１００ ３８２,１００ ３９６,９００ ３９５,１００ ３３９,０００ ２８６,６００ ３８０,０００

(７２.８) (１００.０) (１１０.４) (１１４.７) (１１４.２) (９７.９) (８２.８) (１０９.８)

けん引 ― ４０５,１００ ４４２,２００ ４６０,５００ ４６６,１００ ４０３,２００ ３４０,８００ ４４９,４００

― (１００.０) (１０９.２) (１１３.７) (１１５.１) (９９.５) (８４.１) (１１０.９)

大型 ― ３６９,３００ ４０２,５００ ４１０,４００ ４１３,５００ ３５４,２００ ３２１,０００ ３９９,２００

― (１００.０) (１０９.０) (１１１.１) (１１２.０) (９５.９) (８６.９) (１０８.１)

中型 ― ３３０,２００ ３４４,２００ ３４５,４００ ３４５,８００ ３１４,０００ ２６０,１００ ３３５,４００

― (１００.０) (１０４.２) (１０４.６) (１０４.７) (９５.１) (７８.８) (１０１.６)

一 準中型 ２４６,９００ ３１６,５００ ３３７,４００ ３８０,０００ ３５３,７００ ３０７,６００ ２５０,８００ ３４４,３００

般 (７８.０) (１００.０) (１０６.６) (１２０.１) (１１１.８) (９７.２) (７９.２) (１０８.８)

普通 ２６８,７００ ３０６,９００ ３３２,５００ ３６２,５００ ３４０,７００ ２６６,５００ ２２９,３００ ３２１,８００

(８７.６) (１００.０) (１０８.３) (１１８.１) (１１１.０) (８６.８) (７４.７) (１０４.９)

事務員 ２９９,９００ ３２５,９００ ４０８,７００ ４６６,９００ ５００,５００ ４２０,５００ ２８７,３００ ４４３,７００

(９２.０) (１００.０) (１２５.４) (１４３.３) (１５３.６) (１２９.０) (８８.２) (１３６.１)

荷扱手 ２５７,４００ ２９８,７００ ３４７,７００ ３７６,５００ ３７９,３００ ２８６,５００ ２１７,０００ ３４９,５００

(８６.２) (１００.０) (１１６.４) (１２６.０) (１２７.０) (９５.９) (７２.６) (１１７.０)

整備･技能員 ２１７,６００ ３０７,４００ ３６２,９００ ４１９,６００ ４１８,４００ ３２５,０００ ２６６,０００ ３７０,１００

(７０.８) (１００.０) (１１８.１) (１３６.５) (１３６.１) (１０５.７) (８６.５) (１２０.４)

全職種平均 ２５８,０００ ３２６,０００ ３７７,６００ ４０２,８００ ４０６,７００ ３４３,１００ ２７６,６００ ３８３,２００

(７９.１) (１００.０) (１１５.８) (１２３.６) (１２４.８) (１０５.２) (８４.８) (１１７.５)

運転者平均 ２８８,８００ ３２６,１００ ３７０,８００ ３９３,７００ ３９４,３００ ３３８,２００ ２８６,６００ ３７８,８００

(８８.６) (１００.０) (１１３.７) (１２０.７) (１２０.９) (１０３.７) (８７.９) (１１６.２)

けん引 ― ３８１,９００ ４２３,４００ ４４２,２００ ４４９,０００ ３８９,１００ ３４０,０００ ４３４,０００

― (１００.０) (１１０.９) (１１５.８) (１１７.６) (１０１.９) (８９.０) (１１３.６)

大型 ― ３５７,７００ ４００,７００ ４１４,８００ ４１６,７００ ３５８,８００ ３２１,４００ ４０３,２００

― (１００.０) (１１２.０) (１１６.０) (１１６.５) (１００.３) (８９.９) (１１２.７)

中型 ― ３１３,８００ ３４６,０００ ３５９,３００ ３６０,２００ ３１９,３００ ２６２,３００ ３４７,５００

― (１００.０) (１１０.３) (１１４.５) (１１４.８) (１０１.８) (８３.６) (１１０.７)

合 準中型 ２９７,４００ ３１３,７００ ３４９,８００ ３７６,３００ ３５９,７００ ３１０,０００ ２４８,３００ ３５１,７００

計 (９４.８) (１００.０) (１１１.５) (１２０.０) (１１４.７) (９８.８) (７９.２) (１１２.１)

普通 ２２８,０００ ２９５,５００ ３３１,５００ ３６５,３００ ３５６,８００ ２７７,３００ ２２６,０００ ３３８,６００

(７７.２) (１００.０) (１１２.２) (１２３.６) (１２０.７) (９３.８) (７６.５) (１１４.６)

事務員 ３０６,４００ ３１５,２００ ３９４,３００ ４５３,１００ ４８１,９００ ４１０,０００ ２８４,７００ ４２６,２００

(９７.２) (１００.０) (１２５.１) (１４３.８) (１５２.９) (１３０.１) (９０.３) (１３５.２)

荷扱手 ２５５,７００ ２９２,６００ ３３５,０００ ３６５,７００ ３６７,９００ ２９３,０００ ２１７,３００ ３４１,６００

(８７.４) (１００.０) (１１４.５) (１２５.０) (１２５.７) (１００.１) (７４.３) (１１６.７)

整備･技能員 ２０１,６００ ２９４,３００ ３４７,７００ ４０２,５００ ４１３,０００ ３２２,２００ ２６５,２００ ３５８,７００

(６８.５) (１００.０) (１１８.１) (１３６.８) (１４０.３) (１０９.５) (９０.１) (１２１.９)

全職種平均 ２７２,２００ ３１２,６００ ３６５,６００ ３９４,８００ ３９９,２００ ３３８,８００ ２７３,７００ ３７６,８００

(８７.１) (１００.０) (１１７.０) (１２６.３) (１２７.７) (１０８.４) (８７.６) (１２０.５)
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女性 ２０歳未満 ２０~２９歳 ３０~３９歳 ４０~４９歳 ５０~５９歳 ６０~６４歳 ６５歳以上 平 均

運転者平均 ― ２７７,３００ ２９２,７００ ２９６,６００ ３２２,５００ ２６３,０００ ― ２９８,２００

― (１００.０) (１０５.６) (１０７.０) (１１６.３) (９４.８) ― (１０７.５)

けん引 ― ― ３３５,６００ ３０９,８００ ３５３,３００ ― ― ３３２,３００

― ― ― ― ― ― ― ―

大型 ― ３２８,４００ ２９４,９００ ３４６,４００ ３６１,５００ ２８６,８００ ― ３４０,６００

― (１００.０) (８９.８) (１０５.５) (１１０.１) (８７.３) ― (１０３.７)

中型 ― ２６４,７００ ２９９,６００ ２８８,３００ ３１７,４００ ２９５,３００ ― ２９４,０００

― (１００.０) (１１３.２) (１０８.９) (１１９.９) (１１１.６) ― (１１１.１)

特 準中型 ― ２６４,９００ ２７３,５００ ２６８,７００ ２９１,０００ ２５２,７００ ― ２７１,７００

積 ― (１００.０) (１０３.２) (１０１.４) (１０９.９) (９５.４) ― (１０２.６)

普通 ― ２８９,１００ ２８９,７００ ３００,６００ ３０３,２００ ２４０,１００ ― ２９５,１００

― (１００.０) (１００.２) (１０４.０) (１０４.９) (８３.１) ― (１０２.１)

事務員 ２１９,７００ ２５２,５００ ２６９,８００ ２９１,７００ ２８８,６００ ２６４,３００ ２３１,６００ ２７４,５００

(８７.０) (１００.０) (１０６.９) (１１５.５) (１１４.３) (１０４.７) (９１.７) (１０８.７)

荷扱手 ２１５,０００ ２４７,６００ ２４１,８００ ２３７,６００ ２２９,２００ １７８,８００ １３５,２００ ２２８,９００

(８６.８) (１００.０) (９７.７) (９６.０) (９２.６) (７２.２) (５４.６) (９２.４)

整備･ 技能員 ― ― ２９５,０００ ３５６,３００ ３４４,３００ ３１６,５００ ― ３４０,５００

― ― ― ― ― ― ― ―

全職種平均 ２１８,３００ ２５５,０００ ２６６,５００ ２７９,５００ ２７３,１００ ２２０,４００ ２０７,４００ ２６５,２００

(８５.６) (１００.０) (１０４.５) (１０９.６) (１０７.１) (８６.４) (８１.３) (１０４.０)

運転者平均 ― ３１１,８００ ３０７,１００ ３２２,８００ ３２４,８００ ２５７,８００ ２１３,３００ ３１７,６００

― (１００.０) (９８.５) (１０３.５) (１０４.２) (８２.７) (６８.４) (１０１.９)

けん引 ― ３８１,５００ ３８５,８００ ４２４,４００ ４３０,５００ ― ― ４１５,６００

― (１００.０) (１０１.１) (１１１.２) (１１２.８) ― ― (１０８.９)

大型 ― ３１６,６００ ３３７,４００ ３６１,８００ ３６６,０００ ３３９,７００ ― ３５７,９００

― (１００.０) (１０６.６) (１１４.３) (１１５.６) (１０７.３) ― (１１３.０)

中型 ― ３２３,４００ ２９５,６００ ３００,２００ ３１７,３００ ２８０,１００ ２４７,８００ ３０７,７００

― (１００.０) (９１.４) (９２.８) (９８.１) (８６.６) (７６.６) (９５.１)

一 準中型 ― ３１９,７００ ２９０,０００ ２９８,６００ ３２１,４００ ２３８,０００ １７９,２００ ３０２,１００

般 ― (１００.０) (９０.７) (９３.４) (１００.５) (７４.４) (５６.１) (９４.５)

普通 ― ２７８,６００ ２５６,３００ ２６３,２００ ２４５,９００ １９５,０００ ２４７,０００ ２５４,５００

― (１００.０) (９２.０) (９４.５) (８８.３) (７０.０) (８８.７) (９１.３)

事務員 ２１４,０００ ２５５,７００ ２６５,７００ ２８３,４００ ２９８,２００ ２５８,６００ ２３４,９００ ２７７,１００

(８３.７) (１００.０) (１０３.９) (１１０.８) (１１６.６) (１０１.１) (９１.９) (１０８.４)

荷扱手 ２４０,２００ ２４０,９００ ２４８,５００ ２５７,６００ ２５１,８００ １９０,３００ １６３,０００ ２４５,５００

(９９.７) (１００.０) (１０３.２) (１０６.９) (１０４.５) (７９.０) (６７.７) (１０１.９)

整備･ 技能員 ２３２,３００ ２９６,７００ １５９,５００ ２３５,６００ ２７０,８００ ２０６,８００ １７９,２００ ２３５,５００

(７８.３) (１００.０) (５３.８) (７９.４) (９１.３) (６９.７) (６０.４) (７９.４)

全職種平均 ２２６,６００ ２５８,６００ ２６６,９００ ２８５,４００ ２９５,０００ ２４７,５００ ２１９,７００ ２７７,０００

(８７.６) (１００.０) (１０３.２) (１１０.４) (１１４.１) (９５.７) (８５.０) (１０７.１)

運転者平均 ― ２９６,６００ ３０１,８００ ３１５,８００ ３２４,２００ ２５８,９００ ２１３,３００ ３１２,０００

― (１００.０) (１０１.８) (１０６.５) (１０９.３) (８７.３) (７１.９) (１０５.２)

けん引 ― ３８１,５００ ３７７,５００ ４００,３００ ４１６,５００ ― ― ４００,７００

― (１００.０) (９９.０) (１０４.９) (１０９.２) ― ― (１０５.０)

大型 ― ３２０,３００ ３２７,９００ ３５９,５００ ３６５,３００ ３２９,０００ ― ３５４,９００

― (１００.０) (１０２.４) (１１２.２) (１１４.０) (１０２.７) ― (１１０.８)

中型 ― ２９８,８００ ２９７,５００ ２９６,６００ ３１７,５００ ２８２,４００ ２４７,８００ ３０３,１００

― (１００.０) (９９.６) (９９.３) (１０６.３) (９４.５) (８２.９) (１０１.４)

合 準中型 ― ２８７,７００ ２８３,９００ ２８３,８００ ３１２,１００ ２４５,３００ １７９,２００ ２８９,０００

計 ― (１００.０) (９８.７) (９８.６) (１０８.５) (８５.３) (６２.３) (１００.５)

普通 ― ２８３,０００ ２７０,８００ ２７３,９００ ２５８,０００ ２０５,０００ ２４７,０００ ２６６,２００

― (１００.０) (９５.７) (９６.８) (９１.２) (７２.４) (８７.３) (９４.１)

事務員 ２１６,０００ ２５４,５００ ２６７,０００ ２８５,５００ ２９５,７００ ２５９,９００ ２３４,５００ ２７６,４００

(８４.９) (１００.０) (１０４.９) (１１２.２) (１１６.２) (１０２.１) (９２.１) (１０８.６)

荷扱手 ２３５,１００ ２４３,１００ ２４５,８００ ２５０,５００ ２４１,６００ １８３,２００ １５８,６００ ２３８,８００

(９６.７) (１００.０) (１０１.１) (１０３.０) (９９.４) (７５.４) (６５.２) (９８.２)

整備･ 技能員 ２３２,３００ ２９６,７００ １８９,６００ ２７０,８００ ２７４,７００ ２２８,７００ １７９,２００ ２５４,１００

(７８.３) (１００.０) (６３.９) (９１.３) (９２.６) (７７.１) (６０.４) (８５.６)

全職種平均 ２２４,５００ ２５７,１００ ２６６,９００ ２８３,８００ ２８８,５００ ２３８,８００ ２１８,３００ ２７３,５００

(８７.３) (１００.０) (１０３.８) (１１０.４) (１１２.２) (９２.９) (８４.９) (１０６.４)

男女総合 ２０歳未満 ２０~２９歳 ３０~３９歳 ４０~４９歳 ５０~５９歳 ６０~６４歳 ６５歳以上 平 均

特積全職種 ２７２,３００ ２９１,５００ ３４３,９００ ３７８,６００ ３８１,７００ ３２４,５００ ２５６,４００ ３６０,５００

(９３.４) (１００.０) (１１８.０) (１２９.９) (１３０.９) (１１１.３) (８８.０) (１２３.７)

一般全職種 ２４４,９００ ３０９,５００ ３６３,５００ ３８９,６００ ３９７,０００ ３３７,３００ ２７３,８００ ３７２,２００

(７９.１) (１００.０) (１１７.４) (１２５.９) (１２８.３) (１０９.０) (８８.５) (１２０.３)

全職種平均 ２５９,０００ ３０１,０００ ３５４,８００ ３８５,０００ ３９０,８００ ３３２,８００ ２７１,２００ ３６７,４００

(８６.０) (１００.０) (１１７.９) (１２７.９) (１２９.８) (１１０.６) (９０.１) (１２２.１)
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③ 軽油価格調査 全国・中部---全日本トラック協会調べ　三重---三重県トラック協会調べ

（令和5年度軽油価格調査推移表）
三重については毎月調査ではないため折れ線で結んでいない　　

119.52

119.81

122.32

125.9

132.8
131.01

121.72
122.51

125.68

126.09
125.83

124.21

118.48 117.78
120.28

123.62

131.4

128.91

120.25
121.25

124.16

125.18

124.74

124.49

120.83

136.52

123.82

115

120

125

130

135

140

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

円
＜スタンド＞

全国

中部

三重

R06

110.52
109.53

112.89

116.59

124.08

119.27

109.29
111.85

114.75
114.82 114.65 114.65

110.03
108.7

111.85

115.74

122.91

118.26

108.5

110.8

113.98
113.59

113.83 113.66

111.63

125.52

118.79

105

110

115

120

125

130

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

円
＜ローリー＞ 全国

中部

三重

R06R05

119.17 118.97

121.63

126.06

133

129.48

120.03
121.93

123.65 124.28
123.76

124.17
121.25

119.9

123.27

127.79

134.27

132.65

120.89
123.25

126.45
125.56 124.59

126.45
124.76

134.75

130.54

115

120

125

130

135

140

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

円 < カード > 全国

中部

三重

R05 R06

R05
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６．適正化事業実施機関事業報告

1.適正化実施機関の管理運営と事業法３９条の適正化機関事業

(1)組織・体制

適正化事業指導員による巡回指導の円滑な実施を図るため、専任指導員７名、

兼任指導員４名の体制で、適正化事業を推進してまいりました。

(2)事業所巡回指導の実施状況（計画・実績）＊新規･特別巡回件数を含む

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計

計画 42 36 47 43 37 47 45 46 37 34 43 43 500

実績 36 33 45 29 25 43 45 36 32 36 33 35 428

(3)新規事業所巡回・労基通報にかかる巡回指導実施状況

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 合計

実績 6 4 1 3 1 1 1 2 1 1 3 2 26

(4)巡回指導での改善指導概要

項目 主 な 指 導 内 容 件数

1.事業計画等 (1) 営業所に配置する事業用自動車の変更 １

(2) 役員の変更 １

2.帳票類の整備 (1) 運転者台帳の整備 １２

報告等 (2) 車両台帳の整備 １

（3) 各報告書の提出 ３７

3.運行管理等 (1) 運行管理規程 ６

(2) 運行管理者の選任 １

(3) 運行管理者講習 ２７

（4) 過労運転の防止 ３１

(5) 点呼の実施 ７４

(6) 乗務記録 ６

(7) 運行記録計 ２０

(8) 運行指示書 ６

(9) 乗務員に対する指導、監督 ５６

(10）特定乗務員に対する指導、監督 （初任・適齢・事故惹起者） ６２

(11) 特定乗務員に対する適性診断の受診 ６８

4.車両管理等 (1) 整備管理規程 ６

(2) 整備管理者の選任 １

(3) 整備管理者研修 ５４

(4) 日常点検の実施と管理者の適正な確認 １１

(5) 定期点検の適正な実施及び記録簿の保存 ３０

5.労基法等 (1) ３６協定の届出 ５

(2) 健康診断の受診 ３５

6.法定福利 (1) 労災保険、雇用保険への加入 ８

(2) 健康保険、厚生年金への加入 １６

7.運輸安全 (1) 運輸安全マネジメントの実施 ６１

マネジメント

-22-



(5)業務相談

Ａ）新規事業者の業務相談

①運輸開始にむけての準備 － 新たに事

業許可を受けた新規事業者が迅速に運

輸開始が出来るよう、必要な書類の提

示 ならびに 関連した指導を行った。

②新規事業者帳票類活用 － 運輸開始した事

業者に対し、関係法令に基づく帳票の整備や法

令遵守義務について指導し、また日々の帳票類

の管理と活用方法の説明を行った。

Ｂ）個別相談／集団指導 ①個別指導 事業者からの相談や申請書類の手続きに対し、

個別訪問等の形で対応）

(6)街頭パトロール活動 ［不法駐車・行方不明事業者調査］ 延べ出動日数 １１日

(7)啓発、広報活動

Ａ．荷主に対する啓発、広報活動

①物流セミナー 11/14

ホテルグリーンパーク津 （会場 73名）

「自分という人生の長距離ランナー」

講師 増 田 明 美 氏

②過積載防止に係る広報 ３月

③労働時間短縮に係る広報 ３月

依頼文書、チラシを荷主企業へ送付

④テレビ・ラジオ・映画館での広報

［ 交通事故防止 / 過積載運行防止 ］

［ 労働環境改善 / 労働時間短縮 ］

Ｂ．一般に対する広報、啓発

①交通安全啓発

［交通安全/事故防止/人材育成 ］

②環境啓発 ［ エコドライブ推進 ］

テレビ（三重テレビ）

ラジオ（ＦＭ三重）

映画館（イオンシネマ鈴鹿・津南）

③社会貢献 ［ トラックの日 ］ 清掃活動

９支部15箇所274名で実施した。

(8)消費者輸送に係る輸送サービス事業

・年間を通じ、協会本部および各輸送サービスセンターにおいて、輸送相談、

苦情相談等 消費者向け輸送サービス事業を行った。

(9)適正化実施機関の運営 と 全国実施機関・行政との連携

①全国 ・全国適正化事業本部長会議 ３／７

②三重 ・適正化運営委員会 ８／１０、２／２１

・適正化事業評議委員会 ３／１５

・行政（運輸支局）との連絡会議 ６／２９、７／３１、８／３１、１０／３０、１／１８、２／２２、

３／１５ 毎月第三木曜日に定期開催

・トラック輸送における取引環境・労働時間改善三重県協議会 ６／１２、７／２７、３／２２

③指導員の 全国実施機関等が開催する研修への参加

資質向上
・安全性評価事業事前説明会 ４／５ （Web）

・スキルアップ研修 ３／２２（１名））

・中部ブロック小規模グループ研修 １１／２４（２名）

・中部運輸局との連携合同会議 １／２９（１名）

・中部ブロック適正化事業連絡会議 ３／４ （２名）
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２．適正化機関の運営と補完事業

(1)事故防止に係る事業

①各季の交通安全運動実施に係る啓発

②行政からの事故防止に係る通達等の周知

③トラックドライバーコンテスト
６／１０ 北部輸送サービスセンター

参加者２８名（４ｔ部門 １３名、１１ｔ部門 １５名）

④「事故防止セミナー」

・過労死等防止 健康起因事故防止セミナー

９／１３ 北部輸送サービスセンター

参加者 １８社 ２１名

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント 株式会社

モビリティコンサルティング部 石倉 宏 様

○グループワーク 生活習慣改善方法を考える／

健康チェックシートの使用方法／健康管理の

取組について

○座学 過労死等と健康起因事故の現状／健康

起因事故に対する国の動向／生活習慣改善 ↑健康起因事故防止セミナー

・安全プラン２０２５ 目標達成セミナー →

３／４ 北部輸送サービスセンター

参加者 ２５社 ２６名

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント㈱

モビリティコンサルティング部 石倉 宏 様

「２００ｄａｙｓ安全宣言」活動報告

「トラックにおける事故の傾向と防止対策」
「小集団情報交換」

⑤自動車事故対策機構が行う
運行管理者講習 協力

［ 基礎講習 ］ ５／３０～６/１、 ６／７～９、 ↑安全プラン２０２５ 目標達成セミナー

６／２８～３０、１１／１５～１７、１１／２８～３０、１／１５～１７

［ 一般講習 ］ ８／９、１０、２４、２５、 ９／５、６、７、２２、１１／２、１２／２１、２２、１／１０、１１、１２、

⑥運輸支局開催の整備管理者研修への協力

［選任後研修］ ８／１、 ８／２８、 １０／３、 １１／８、

１２／１１、 ２／２、 ２／２１

［選任前研修］ ６／５、 ８／４、 １２／５、 ２／１６

（２）労働対策に係る事業

・トラック運送業会社説明会 計７０名

７／１８ １／１９ ハローワーク津

１０／４ ハローワーク四日市
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・「働きやすい職場認証制度」取得セミナー ７／１０ 北部輸送サービスセンター １３名

・労務研修会（人材開発支援助成金について等） ８／９ 北部輸送サービスセンター ６８名

・ＩＴ活用セミナー（ 自動点呼機器等展示 ） １０／２３ 津研修センター ４４社 ５０名

・労働セミナー（２４年問題課題解決に向けて） ７／７ 北部輸送サービスセンター ３５名

１１／６ 三重県トラック協会 ２６名

・物流クライシス２０２４ ９／８ 三重県総合文化センター ２７８名

（２４年問題課題解決に向けて）

（３）輸送秩序対策に係る事業 過積載防止対策 依頼文書、チラシを配付

（４）その他研修事業

・新人社員研修 ビジネス講座 ４／６ 三重県トラック協会 ３３名 １９社

・原価計算セミナー （基礎編） ２／１５ 三重県トラック協会 ２９名 ２１社

（応用編） ２／１６ 三重県トラック協会 ２９名 ２１社

・特殊車両通行確認制度説明会 ２／７ 三重県トラック協会研修センター ２２名 １８社

・初任運転者特別講習 集合研修

６／２３・２６ 三重県トラック協会・三重県交通安全研修センター ２２名 １５社

１０／１１・１２ 北部輸送サービスセンター ２９名 ２６社

２／２・５ 三重県トラック協会・三重県交通安全研修センター ２１名 １７社

・初任運転者特別講習 eラーニング受講 ２６８名

・運送業 物流見学会 ７～８月実施 家族連れを中心に複数参加

（５）安全性評価事業に係る協力

・安全性評価事業事前説明会 ５／１６（Web） １６名 １１社

・評価申請 １２６事業所（新規１６､更新１１０）が申請、１２４事業所(新規１５､更新１０９）が認定を受けた

３．国土交通省 許認可・届出等関連

(1)届出事項相談 ①車両関係（増車・減車） ３１件

②その他 （法人役員・事故報告書等） １，２７１件

(2)許認可事項相談 ６１件

４．支部運営事業 総会・役員会・定例会・支部行事他の件数

支部 桑員 北勢 鈴鹿 津 松阪 南勢 伊賀 紀北 南紀 計

件数 ２５ ３２ ２４ ２４ ３３ １９ ３６ ９ １３ ２１５

５．運行管理者の資格に係る事業

（１）運行管理者試験 令和５年度 第１回

(1) 試験 令和５年８月５日（土）～９月３日(日)

(2) 申請者数５０８名 ・ 受験者数４６９名

合格者数１４４名・合格率３０．７％

第２回試験

(1) 試験 令和６年２月１７日（土）～３月１７日(日)

(2) 申請者数４４１名・受験者数４０９名

合格者数１４０名・合格率３４．２％

（２）運行管理者資格者証交付申請事務

６．ＰＲイベント ◇トラックフェスタ ２０２３ １１／１２ （４,３６７名）
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①三重県の自動車保有車両数

令和6年3月末  中部運輸局三重運輸支局

 業態別

車両数 比率

24,786 17,216 42,002 41,896 100.3%

四輪 57,151 974 58,125 58,050 100.1%

三輪 6 0 6 6 100.0%

475 2,843 3,318 3,222 103.0%

四輪 171,174 3,632 174,806 174,664 100.1%

三輪 28 0 28 30 93.3%

253,620 24,665 278,285 277,868 100.2%

289 1,014 1,303 1,321 98.6%

1,459 270 1,729 1,760 98.2%

1,748 1,284 3,032 3,081 98.4%

363,318 186 363,504 356,211 102.0%

312,755 930 313,685 325,254 96.4%

485,214 257 485,471 482,254 100.7%

1,161,287 1,373 1,162,660 1,163,719 99.9%

13,513 4,712 18,225 18,063 100.9%

四輪 2,084 298 2,382 2,341 101.8%

三輪 597 0 597 594 100.5%

4,118 58 4,176 4,184 99.8%

3,265 182 3,447 3,522 97.9%

23,577 5,250 28,827 28,704 100.4%

29,688 1 29,689 29,035 102.3%

- - - - - ※1

29,688 1 29,689 29,035 102.3%

1,469,920 32,573 1,502,493 1,502,407 100.0%

検査自動車数 軽自動車数

809,052 838,741 663,752

83,024,665

※1 軽二輪車については、紙原簿時データと電子化後データを精査中につき未掲載

全国総合計（令和6年1月末）

二
輪
車

小型二輪車
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普  通  車

小  型  車
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小  型  車

小  計

乗
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普  通  車

小  型  車

軽 自 動 車

小  計

貨
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普  通  車
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被けん引車

軽 自 動 車

小  計

自家用 事業用 計
対 前 年 比

 用途別及び車種別

-26-



１．交通事故発生状況

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年

人身 全国 573,842 536,789 499,232 472,165 430,345 381,002 309,178 305,425 300,839 307,930

事故件数 三重県 8,100 7,169 6,038 5,440 4,687 3,647 2,966 2,722 2,917 2,976

死者数 全国 4,113 4,117 3,904 3,630 3,532 3,215 2,839 2,636 2,610 2,678

三重県 112 87 100 86 87 75 73 62 60 66

負傷者数 全国 711,374 665,126 617,931 580,847 524,695 460,715 369,476 361,768 356,419 365,595

三重県 10,717 9,517 8,153 7,112 6,136 4,688 3,732 3,338 3,638 3,767

２．事業用貨物自動車交通事故発生状況

H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R1年 R2年 R3年 R4年 R5年

重大 全国 1,908 1,831 1,823 1,894 1,918 1,752 1,629 1,709 1,774

事故件数 中部管内 255 243 254 279 260 222 190 246 224

三重県 41 32 46 49 34 32 29 33 29 40

死者数 全国 628 625 580 565 558 499 418 392 391

中部管内 97 78 84 61 70 63 54 60 47

三重県 21 13 19 13 7 7 6 8 13 6

負傷者数 全国 1,605 1,554 1,625 1,545 1,424 1,357 937 1,093 1,041

中部管内 253 242 226 228 173 142 108 207 134

三重県 48 19 42 35 24 20 18 22 21 20

②交通事故統計表

（資料：三重運輸支局）
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第４０回 物流セミナー ＜荷主・運送事業者対象セミナー＞

◆開催日 令和５年１１月１４日（火）１５：３０～

◆場 所 ホテルグリーンパーク津 津市羽所町７００

◆参加者 荷主２３名、運送事業者４９名、来賓７名 ＜計７９名＞

◆講 演 大阪芸術大学芸術学部教養課程教授

日本陸上競技連盟理事 増田 明美 様

「自分という人生の長距離ランナー」

物流ニッポン 物流ウィークリー 記事より

＜プロフィール＞

大阪芸術大学芸術学部教養課程教授

日本パラ陸上競技連盟会長、

日本パラスポーツ協会理事

１９９２年に現役引退するまでの１３年間に

日本記録１２回、世界記録を２回更新。

１９８４年にロス五輪に出場

現在はマラソン中継の解説からタレント活

動など多方面で活躍中
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◆ 巡回指導 評価結果「Ｄ」 「Ｅ」は、国との連携強化へ

令和５年４月１日より、地方適正化実施機関が行う巡回指導の結果が 「Ｄ」・「Ｅ」の評価となり、

その後も改善が図られない事業者(営業所)への対応が、国との連携を通じて強化されました。
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【巡回指導の評価基準】 評価 適正評価が占める割合

Ａ （適）の評価が ９割以上 大変良い

Ｂ （適）の評価が ８割以上～９割未満 良い

Ｃ （適）の評価が ７割以上～８割未満 普通

Ｄ （適）の評価が ６割以上～７割未満 悪い

Ｅ （適）の評価が ６割未満 大変悪い
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◆「行政処分基準」「違反行為 日車数」の一部改正

令和５年１０月１日より 大型車（車両総重量８ｔ以上）が「ホイールボルトの折損、ホイールナットの脱落

または それらに類する事象に起因する車輪脱落事故を発生したもの」が、行政処分基準の違反行為に

新設されました。

車輪脱落事故を起した場合 車両の使用停止（初違反 ２０日車、再違反 ４０日車）

また、三年以内に再度 車輪脱落事故を起こすと整備管理者の解任命令が発令されます。

◆ 大型自動車の適切な冬用タイヤ脱着作業の実施について

運送事業者にとって、輸送の安全確保は最大の使命であり、大型車の車輪脱落は重大事故に繋がりかねません。

未然防止には、安全対策を徹底して頂くことが最も重要です。

適切な冬用タイヤ脱着作業を行ってお頂くために、「自動車の点検及び整備に関する手引き」や「大型車の車輪脱

落事故防止キャンペーン」を確認の上、確実な作業を行って下さい。また、運行にあたっても点検整備を確実に実

施して下さい。

「自動車の点検及び整備に関する手引き」

https://www.mlit.go.jp/jidosha/jidosha/tenkenseibi/tenken/t1/t1-2/

「冬用タイヤ脱着時には確実な作業の実施をお願いします！（令和５年９月２９日）」

https://www.mlit.go.jp/report/press/jidosha09_hh_000308.html

トラックの車輪脱落は、重

大事故につながりかねな

い大変危険なものです。

日頃から、道路運送車両

法の規定に基づき、適切

なタイヤ脱着、正しい点検

・整備を行いましょう。タイ

ヤ脱着･作業手順を動画

でご覧下さい。

劣化したホイール･ナッ

トの使用・タイヤ脱着時

にホイール・ナットの清

掃や潤滑剤の塗布等が

適切にされてなかった

ことで､車輪脱落事故

が起きています。

整備管理者の責任者

のもと 日常点検を励行し、運行前に 左後輪のホイールナットに緩みがないことを「ホイールナットマーカ

ー」「点検ハンマーの打音検査」により確認をお願いします。

-31-



◆ 運行管理の高度化 事業者間の遠隔点呼の先行実施

ＩＴ点呼 － Ｇマーク認定営業所及び要件を満たす優良な営業所間． １６時間以内で対面点呼と同等。

遠隔点呼 － 同一事業者間（完全子会社を含む）で、要件を満たせば対面点呼と同等です。（概略です）

今般、同一事業者のみならず、１００％の資本関係にない もしくは 資本関係のない事業者間におい

ても「管理の受委託」など必要な手続きを行ったうえで、国交省の採択を受け、高度化ワーキング

の監督下で 実施する場合は、最大１年、先行実施事業として遠隔点呼ができることとなりました。

【通達】事業者間の遠隔点呼の先行要領について

https://www.saitokyo.or.jp/wp-content/uploads/2023/11/dbcd00050d5232c01090aa81319f6ab1.pdf

【別添】自動車運送事業者における運行管理の高度化に向けた事業者間の遠隔点呼の先行実施要領

https://www.saitokyo.or.jp/wp-content/uploads/2023/11/b4c2153b27a23a2468f1269250192140-2.pdf

◆ 月６０時間外労働時間超過の割増賃金率

中小企業に対する猶予期間は終了し、

全ての事業主に 月６０時間を超える 時間外労働の

割増賃金率が引き上げられ５０％以上になりました。
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テールゲートリフターを使用して荷を積み卸す作業への特別教育の義務化 
［令和６年２月１日施行］ 

運転位置から離れる場合の措置 ［令和５年10月１日施行］

詳しくは陸上貨物運送事業労働災害防止協会の特設ページ
をご覧ください。 
http://rikusai.or.jp/measures/niyakuboushi/#kisoku 

昇降設備の設置が義務付けられる貨物自動車の範囲の拡大 ［令和5年10月1日施行］

 最大積載量が「２トン以上」の貨物自動車で荷を積み卸す作業を行う
ときは、昇降設備を設置することが義務となります。

 昇降設備は、「床面と荷台との間の昇降」「床面と荷の上との間の昇
降」のいずれにも必要です。

 昇降設備には、踏み台等の可搬式のもののほか、貨物自動車に設置さ
れている昇降用のステップも含まれます。

 テールゲートリフターを中間位置で停止させてステップとして使用す
る場合は、そのテールゲートリフターが「昇降設備」となります。 昇降設備の例 

保護帽の着用が必要な貨物自動車の範囲の拡大 ［令和５年10月1日施行］

 次のいずれかに該当する貨物自動車で荷を積み卸す作業を行うときは、
保護帽の着用が義務となります。
 最大積載量５トン以上
 最大積載量２トン以上５トン未満で、荷台の側面が開放できるもの

（あおりのない荷台のあるもの、平ボディ車、ウイング車など）
 最大積載量２トン以上５トン未満で、テールゲートリフターが設置

されているもの（テールゲートリフターで荷の積卸しを行うときに
限る。）

 保護帽は、型式検定（国家検定）に合格した「墜落時保護用」の製品
を使用しなければなりません。

 荷を積み卸す作業を伴うテールゲートリフターの操作の業務が、特
別教育の対象となります。【学科4時間・実技2時間】
 貨物自動車に設置されたテールゲートリフターが対象です。
 荷を積み卸す作業を伴わない定期点検等の業務は対象外です。
 介護用の車両に設置された車いす用の装置等は対象外です。

 テールゲートリフターの稼働スイッチの操作だけでなく、荷のキャ
スターストッパー等の操作、昇降板の開閉や格納など、テールゲー
トリフターを使用する業務も対象となります。

 荷を積み込んだロールボックスパレット等をテールゲートリフター
の昇降板に乗せ、又は卸す作業を行う者も、できる限り特別教育を
受けることが望ましいです。

 運転席とテールゲートリフターの操作位置が異なる場合は、運転者が運転位置を離れる場合に義務付け
られている ①エンジン停止と、②荷役装置を最低降下位置に置くことが適用除外となります。ただし、
ブレーキを確実にかける等の逸走防止措置は必要です。

貨物自動車における荷役作業時の墜落・転落防止対策の充実に係る 

労働安全衛生規則等の一部改正のポイント
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構

造
は

、
手

す
り

の
あ

る
も

の
や

、
踏

板
に

一

定
の

奥
行

き
が

あ
る

も
の

に
し

ま
し

ょ
う

。


貨

物
自

動
車

に
設

置
さ

れ
て

い
る

昇
降

用

ス
テ

ッ
プ

を
使

わ
せ

る
場

合
は

、
三

点
支

持

（
両

手
、

両
足

の
四

点
の

う
ち

三
点

で
身

体

を
支

え
る

こ
と

）
が

で
き

る
よ

う
、

昇
降

グ
リ

ッ

プ
を

つ
け

ま
し

ょ
う

。

安
全

な
昇

降
設

備
と

は
ど

の
よ

う
な

も
の

で
す

か
？

 


地

面
か

ら
踏

面
（２

段
以

上
の

場
合

は
段

差
ご

と
）の

段
差

が
50

cm
以

内
で

あ
る

こ
と


両

足
を

置
く
こ

と
が

で
き

る
踏

面
幅

で
あ

る
こ

と


踏
面

表
面

上
に

滑
り

止
め

加
工

が
さ

れ
て

い
る

こ
と


踏

面
は

板
状

ま
た

は
ス

リ
ッ

ト
状

で
あ

る
こ

と
（
角

柱
状

や
棒

状
の

場
合

は
、

三
点

支
持

に
よ

る
昇

降
が

で
き

る
昇

降
グ

リ
ッ

プ
が

必
要

）


車
両

取
付

型
の

場
合

は
、

リ
ア

、
サ

イ
ド

、
あ

お
り

な
ど

車
体

側
面

か
ら

突
出

し
て

１
か

所
以

上
設

置
さ

れ
て

い
る

こ
と


地

面
か

ら
荷

台
ま

で
の

間
に

、
荷

台
か

ら
見

て
足

裏
の

半
分

以
上

の
長

さ
が

視
認

で
き

る
踏

面
が

１
段

以
上

設
置

さ
れ

て
い

る
こ

と

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

A
①

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

を
使

用
し

て
荷

を
積

み
卸

す
作

業
へ

の
特

別
教

育
と

は
何

で
す

か
？

 

保
護

帽
の

着
用

が
必

要
な

時
、

必
要

で
な

い
時

は
ど

ん
な

場
合

で
す

か
？

 ※
保

護
帽

着
用

の
適

用
除

外
は

、
こ

の
部

分
の

み


次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

貨
物

自
動

車
で

荷
を

積
み

卸
す

作
業

を
行

う
と

き
は

、
保

護
帽

の
着

用
が

義
務

と
な

り
ま

す
。


最

大
積

載
量

５
ト

ン
以

上


最
大

積
載

量
２

ト
ン

以
上

５
ト

ン
未

満
で

、
荷

台
の

側
面

が
開

放
で

き
る

も
の

（
あ

お
り

の
な

い
荷

台
の

あ
る

も
の

、
平

ボ
デ

ィ
車

、
ウ

イ
ン

グ
車

な
ど

）


最
大

積
載

量
２

ト
ン

以
上

５
ト

ン
未

満
で

、
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
（
Ｔ

Ｇ
Ｌ

）
が

設
置

さ
れ

て
い

る
も

の
（
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
で

荷
の

積
卸

し
を

行
う

と
き

に
限

る
。

）


テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

が
設

置
さ

れ
て

い
る

貨
物

自
動

車
で

荷
役

作
業

を
行

う
場

合
で

、
以

下
の

場
合

は
保

護
帽

の
着

用
義

務
は

適
用

さ
れ

ま
せ

ん
。

※


テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

を
使

わ
ず

に
荷

を
積

み
卸

す
作

業
を

行
う

場
合


テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
を

中
間

位
置

で
停

止
さ

せ
、

労
働

者
が

単
に

ス
テ

ッ
プ

と
し

て
使

用
す

る
場

合
で

、
荷

を
積

み
卸

す
作

業
を

行
わ

な
い

と
き


 労

働
安

全
衛

生
法

第
59

条
第

3項
に

基
づ

き
、

「厚
生

労
働

省
令

で
定

め
る

危
険

又
は

有
害

な
業

務
」に

労
働

者
を

つ
か

せ
る

と
き

に
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
教

育
で

す
。


特

別
教

育
は

、
厚

生
労

働
省

告
示

で
規

定
す

る
科

目
及

び
時

間
数

の
内

容
で

、
社

内
で

行
う

こ
と

が
原

則
で

す
。


特

別
教

育
の

受
講

者
、

科
目

等
の

記
録

を
作

成
し

、
３

年
間

保
存

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。


特

別
教

育
の

講
師

の
資

格
要

件
は

あ
り

ま
せ

ん
が

、
学

科
及

び
実

技
の

科
目

に
つ

い
て

十
分

な
知

識
、

経
験

を
有

す
る

者
で

な
け

れ
ば

な
り

ま
せ

ん
。


社

内
で

特
別

教
育

を
行

う
代

わ
り

に
、

外
部

研
修

機
関

等
が

行
う

特
別

教
育

を
受

講
さ

せ
る

こ
と

で
も

差
し

支
え

あ
り

ま
せ

ん
。


特

別
教

育
の

受
講

が
必

要
と

な
る

業
務

は
、

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

の
稼

働
ス

イ
ッ

チ
を

操
作

す
る

こ
と

だ
け

で
は

あ
り

ま
せ

ん
。


テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
に

備
え

付
け

ら
れ

た
荷

の
キ

ャ
ス

タ
ー

ス
ト

ッ
パ

ー
等

の
操

作
、

昇
降

板
の

展
開

や
格

納
の

操
作

な
ど

、
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
を

使
用

す
る

業
務

も
含

ま
れ

ま
す

。


テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
に

よ
る

荷
役

作
業

を
安

全
に

行
う

た
め

、
荷

を
積

み
込

ん
だ

ロ
ー

ル
ボ

ッ
ク

ス
パ

レ
ッ

ト
等

を
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
の

昇
降

板
に

乗
せ

、
ま

た
は

卸
す

作
業

を
行

う
人

に
も

、
で

き
る

だ
け

特
別

教
育

を
受

け
さ

せ
ま

し
ょ

う
。

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

A
②
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１
 

墜
落
時
保
護
用
 

「
墜

落
に
よ

る
労

働
者

の
危

険
を

防
止

す
る

た
め
…
」

と
規

定
さ

れ
て

い
る

作
業

時
に

着
用
 

２
 

飛
来
・
落
下
物
用

 
「

物
体

の
飛

来
又

は
落
下

に
よ

る
労
働

者
の

危
険

を
防

止
す

る
た

め
…

」
と

規
定
さ

れ
て
い

る
作
業

時
に

着
用
 

着
用
時
の
ポ
イ
ン
ト
 

①
「

墜
落

時
保

護
用
」

を
使

用
す
る

こ
と
 

②
傾
け
ず
に

被
る
こ
と
 

③
あ

ご
紐

を
し

っ
か
り

と
確

実
に
締

め
る
こ
と
 

④
破

損
し

た
も
の
は
使
わ
な
い
こ

と
 

⑤
耐

用
年

数
を
守
る
こ
と
 

飛
来

・
落

下
物

用
 

墜
落

時
保

護
用

 

帽
体
 

帽
体
 

衝
撃

吸
収

 
ラ

イ
ナ

ー
 

ハ
ン
モ
ッ
ク
 

ハ
ン
モ
ッ
ク
 

あ
ご
ひ
も
 

あ
ご
ひ
も
 

こ
こ

に
注

目
！

 
荷

役
作

業
で

は
、

「
飛

来
落

下
物

用
」
し

か
な

い
も

の
は

、
使

っ
て

は
い

け
ま

せ
ん

。
 

検
定
合
格

品
に

は
、

検
定
合
格

標
章
が
貼
り
付
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
 

「
墜
落
時

保
護

用
」

の
記
載
が

あ
る

こ
と
を

確
認

し
ま

し
ょ
う
。
 

保
護

帽
と

は
何

で
す

か
？

そ
の

要
件

と
は

ど
ん

な
も

の
で

す
か

？
 


保

護
帽

と
は

「
ヘ

ル
メ

ッ
ト
」
で

す
。
労
働

安
全

衛
生
法

第
4
2
条
の
規
定
に
基
づ
く

「
保

護
帽

の
規
格

」
に

合
格
し

た
製

品
を

言
い

ま
す
。


こ

の
保

護
帽

に
は

「
飛

来
・
落

下
物

用
」

と
「

墜
落

時
保

護
用

」
の

２
種
類

が
あ

り
ま
す
。


荷

役
作

業
で

は
、
型
式

検
定
（

国
家

検
定

）
に

合
格
し

た
、

帽
体

内
部
に

衝
撃

吸
収

ラ
イ

ナ
ー
と

呼
ば
れ

る
衝

撃
吸

収
材

を
備
え
た

、
「

墜
落

時
保

護
用

」
の

製
品

を
使

用
す

る
こ
と

が
必
要

で
す
。

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

Ａ
③

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

A
④

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

を
使

用
し

て
荷

を
積

卸
す

作
業

の
特

別
教

育
に

つ
い

て
、

省
略

は
可

能
で

す
か

？
特

別
教

育
を

行
わ

な
か

っ
た

場
合

、
罰

則
は

あ
り

ま
す

か
？

 


特

別
教

育
は

労
働

安
全

衛
生

法
第

5
9条

第
3
項

に
基

づ
き

、
「厚

生
労

働
省

令
で

定
め

る
危

険
又

は
有

害
な

業

務
」
に

労
働

者
を

つ
か

せ
る

と
き

に
、

事
業

主
が

行
わ

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

教
育

で
す

。


特

別
教

育
の

受
講

者
、

科
目

等
の

記
録

を
作

成
し

、
３

年
間

保
存

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。


令
和
６
年
２
月
１
日
以
降

は
、
特
別
教
育
を
受
け
た
者
で
な
け
れ
ば
テ
ー

ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
に
よ
る
荷

役
作
業
を
行
え
な
く
な
り
ま
す
の
で
、
現
在

テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー

に
よ

る
作
業
を
行

っ
て

い
る
人
も
含

め
、
令
和
６
年
１
月
３
１
日
ま
で
に
忘
れ
ず
に
特
別
教
育
を
受
講
し
て
く

だ
さ

い
。


特

別
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム

科
 

目
 

範
 

囲
 

時
間

 

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

に
関

す
る

知
識

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

の
種

類
、

構
造

及
び

取
扱

い
方

法
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
の

点
検

及
び

整
備

の
方

法
 

１
. ５

時
間

以
上

 

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

に
よ

る
作

業
に

関
す

る
知

識
荷

の
種

類
及

び
取

扱
い

方
法

 台
車

の
種

類
、

構
造

及
び

取
扱

い
方

法
 保

護
具

の
着

用
 災

害
防

止
 

２
時

間
以

上
 

関
 

係
 

法
 

令
 

法
、

令
及

び
安

衛
則

中
の

関
係

条
項

 
0
.5

時
間

以
上

 

実
 

技
 

教
 

育
 

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

の
操

作
の

方
法

２
時

間
以

上
 


特

別
教
育
の
科
目
の
全
部
ま
た
は
一
部
に
つ

い
て
十
分
な

知
識

と
技

能
を
有
し
て

い
る
と
認
め
ら
れ
る

労
働
者
は
、
当
該
科
目
の
特
別

教
育
を
省

略
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

省
略

す
る

こ
と

が
で

き
る

者
 

科
 

目
 

荷
役

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

に
基

づ
く
荷

役
作

業
従

事
者

教
育

（
教

育
内

容
に

 
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
を

含
む

も
の

）
受

講
者

 

陸
災

防
が

令
和

４
年

度
に

実
施

し
た

、
「
ロ

ー
ル

ボ
ッ

ク
ス

パ
レ

ッ
ト

及
び

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

等
に

よ
る

荷
役

作
業

安
全

講
習

会
」
受

講
者

 

令
和
6年
2月
1日

時
点

に
お

い
て

荷
を

積
み

卸
す

作
業

を
伴

う
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
の

操
作

の
業

務
に

、
6 月

以
上

従
事

し
た

経
験

を
有

す
る

者
 

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

に
関

す
る

知
識

 
省

略
可

 
省

略
不

可
 

45
分

以
上

受
講

必
要

 

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

に
よ

る
作

業
に

関
す

る
知

識
省

略
可

 
省

略
可

 
省

略
不

可
 

関
 

係
 

法
 

令
 

省
略

不
可

 
省

略
不

可
 

省
略

不
可

 

実
 

技
 

教
 

育
 

省
略

不
可

 
省

略
不

可
 

１
時

間
以

上
の

受
講

必
要

 


特

別
教

育
を

実
施

せ
ず

、
労

働
者

に
作

業
を

行
わ

せ
た

事
業

主
は

、
労

働
安

全
衛

生
法

第
5

9
条

第
3
項

に
違

反
す

る
こ

と
と

な
り

、
「
6
ヵ

月
以

下
の

懲
役

ま
た

は
5
 0

万
円

以
下

の
罰

金
」
に

、
ま

た
、

特
別

教
育

の
記

録
を

保
存

し
な

か
っ

た
事

業
主

は
、

労
働

安
全

衛
生

法
第

1
 0

 3
条

第
1

項
に

違
反

し
、

「
5
 0

万
円

以
下

の
罰

金
」
と

な
り

ま
す

。
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令
和
5 年

10
月
1 日

施
行
の
新
た

な
規
制
で
は
、
 


運

転
席

と
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
の

操
作

位
置

が
異

な
る

場
合

は
、

①
と

②
の

義
務

は
適

用
除

外
と

な
り

、
①

荷
役

装
置

（
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
）

を
最

低
降

下
位

置
に

置
か

な
く

て
も

よ
い

②
エ

ン
ジ

ン
を

停
止

し
な

く
て

も
よ

い
こ

と
と

な
り

ま
し

た
。

た
だ

し
、

 ③
は

適
用

除
外

に
は

な
り

ま
せ

ん
。

 
逸

走
防

止
措

置
を

講
じ

る
こ

と
は

必
要

で
す

。
 

運
転

位
置

か
ら
離

れ
る

場
合

ど
の

よ
う
な

措
置

が
必

要
で

す
か
？
 

貨
物

自
動

車
の

逸
走

防
止

措
置

と
し

て
は

、
ブ

レ
ー

キ
を

確
実

に
か

け
る

こ
と

の
ほ

か
、

輪
止

め
な

ど
の

方
法

が
あ

り
ま

す
。

 
エ

ン
ジ

ン
が

か
か

っ
た

状
態

で
荷

役
作

業
を

行
う

場
合

は
、

ブ
レ

ー
キ

を
確

実
に

か
け

る
等

の
逸

走
防

止
措

置
を

確
実

に
講

 
じ

る
よ

う
に

し
て

く
だ

さ
い

。
 

運
転

者
が

運
転

位
置

か
ら

離
れ

る
場

合
に

は
、

貨
物

自
動

車
の

逸
走

を
防

ぐ
た

め
、

 
①

荷
役

装
置

を
最

低
降

下
位

置
に

置
く

こ
と

②
原

動
機

（
エ

ン
ジ

ン
）

を
止

め
る

こ
と

③
ブ

レ
ー

キ
を

確
実

に
か

け
る

な
ど

の
逸

走
防

止
措

置
を

講
ず

る
こ

と
が

義
務

付
け

ら
れ

て
い

ま
す

。
（

労
働

安
全

衛
生

規
則

第
15

1条
の

11
 ）

し
か

し
な

が
ら

、


エ
ン

ジ
ン

を
止

め
る

と
荷

役
装

置
が

動
か

せ
な

い
荷

役
運

搬
車

両
（

貨
物

自
動

車
）

で
は

、
運

転
者

一
人

だ
け

で
荷

役
作

業
を

行
う

こ
と

は
で

き
な

い
。


荷

役
装

置
の

一
種

で
あ

る
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
は

、
収

納
位

置
が

必
ず

し
も

最
低

降
下

位
置

で
は

な
い

。
と

い
う

よ
う

な
実

態
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
 

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

Ａ
⑤

 

労
働

安
全

衛
生

法
に

は
罰

則
が

あ
り

ま
す

か
？

 

白
ナ

ン
バ

ー
の

貨
物

自
動

車
で

、
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
を

使
用

し
て

荷
を

積
み

卸
す

作
業

に
お

い
て

も
、

作
業

者
へ

の
特

別
教

育
が

必
要

で
す

か
？

 

労
働

安
全

衛
生

法
で

は
、

緑
ナ

ン
バ

ー
と

白
ナ

ン
バ

ー
は

区
別

さ
れ

 
ま

せ
ん

の
で

、
白

ナ
ン

バ
ー

の
ト

ラ
ッ

ク
で

も
特

別
教

育
は

必
要

で
す

。
 

ま
た

、
ト

ラ
ッ

ク
の

最
大

積
載

荷
重

の
規

程
は

な
い

の
で

、
軽

自
動

車
の

ト
ラ

ッ
ク

で
も

特
別

教
育

は
必

要
で

す
。

 

労
働

安
全

衛
生

法
で

は
、

事
業

者
等

に
そ

の
実

施
義

務
等

を
確

実
に

履
行

さ
せ

る
た

め
に

多
く

の
条

文
に

罰
則

が
つ

い
て

い
ま

す
。

こ
の

度
の

労
働

安
全

衛
生

規
則

改
正

部
分

に
適

用
さ

れ
る

罰
則

の
条

文
と

し
て

、
安

衛
法

第
１

１
９

条
、

１
２

０
条

が
あ

り
ま

す
。

 

条
 

文
 

処
分

内
容

（例
） 

罰
則

 

安
衛

法
第
1
1
9 条

 

・テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

を
使

用
し

て
荷

を
積

み
卸

す
作

業
へ

の
特

別
教

育
を

行
わ

な
か

っ
た

事
業

者
 

・昇
降

設
備

を
設

置
し

な
か

っ
た

事
業

者
・保

護
帽

の
着

用
を

さ
せ

な
か

っ
た

事
業

者

・運
転

位
置

か
ら

離
れ

る
場

合
の

措
置

を
講

じ
な

か
っ

た
事

業
者

6
月

以
下

の
懲

役
ま

た
は

 
5
0万

円
以

下
の

罰
金

 

安
衛

法
第
1
2
0 条

 

・昇
降

設
備

の
設

置
が

義
務

付
け

ら
れ

て
い

る
貨

物
自

動
車

で
昇

降
設

備
を

使
用

し
な

か
っ

た
労

働
者

 
・保

護
帽

の
着

用
が

必
要

な
貨

物
自

動
車

で
、

保
護

帽
を

使
用

し
な

か
っ

た
労

働
者

 
・運

転
位

置
か

ら
離

れ
る

場
合

の
措

置
を

講
じ

な
か

っ
た

労
働

者

・特
別

教
育

の
記

録
を

保
存

し
て

い
な

か
っ

た
事

業
者

5
0万

円
以

下
の

罰
金

 

な
お

、
特

別
教

育
の

受
講

対
象

者
は

次
の

と
お

り
で

す
。

 


特
別

教
育

の
受

講
が

必
要

と
な

る
業

務
は

、
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
の

稼
働

ス
イ

ッ
チ

を
操

作
す

る
こ

と
だ

け
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。


テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

に
備

え
付

け
ら

れ
た

荷
の

キ
ャ

ス
タ

ー
ス

ト
ッ

パ
ー

等
の

操
作

、
昇

降
板

の
展

開
や

格
納

の
操

作
な

ど
、

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

を
使

用
す

る
業

務
も

含
ま

れ
ま

す
。


テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
に

よ
る

荷
役

作
業

を
安

全
に

行
う

た
め

、
荷

を
積

み
込

ん
だ

ロ
ー

ル
ボ

ッ
ク

ス
パ

レ
ッ

ト
等

を
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
の

昇
降

板
に

乗
せ

、
ま

た
は

卸
す

作
業

を
行

う
人

に
も

、
で

き
る

だ
け

特
別

教
育

を
受

け
さ

せ
ま

し
ょ

う
。

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

Ａ
⑥
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保
護

帽
の

着
用

が
必

要
な

貨
物

自
動

車
と

は
ど

ん
な

自
動

車
で

す
か

？
 

ウ
イ

ン
グ

車
で

 ウ
イ

ン
グ

を
閉

じ
て

開
き

止
め

を
し

、
後

部
扉

だ
け

で
荷

の
積

み
卸

 
し

作
業

を
行

う
場

合
で

あ
っ

て
も

、
ヘ

ル
 

メ
ッ

ト
の

着
用

が
必

要
で

す
。

バ
ン

 

ウ
イ

ン
グ

車
以

外
の

バ
ン

タ
イ

プ
で

、
荷

台
の

側
面

に
扉

が
あ

り
、

そ
の

扉
が

後
部

の
扉

よ
り

広
い

範
囲

で
開

く
も

の
は

、
ウ

ィ
ン

グ
車

と
同

じ
よ

う
に

取
り

扱
わ

れ
る

こ
と

に
な

り
、

ヘ
ル

メ
ッ

ト
の

着
用

が
必

要
で

す
。

最
大

積
載

量
２

ト
ン

以
上

５
ト

ン
未

満
の

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

（
Ｔ

Ｇ
Ｌ

）が
設

置
さ

れ
て
 

い
る

貨
物

自
動

車
で

荷
を

積
み

卸
す

作
業

を
行

う
と

き
に

お
い

て
、

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

上
の

荷
を

地
面

に
立

っ
て

支
え

る
者

に
は

保
護

帽
の

着
用

の
義

務
は

あ
り

ま
せ

ん
が

、
着

用
が

望
ま

し
い

と
さ

れ
て

い
ま

す
。

 


次

の
い

ず
れ

か
に

該
当

す
る

貨
物

自
動

車
で

荷
を

積
み

卸
す

作
業

を
行

う
と

き
は

、
保

護
帽

の
着

用
が

義
務

と
な

り
ま

す
。


最

大
積

載
量

５
ト

ン
以

上


最
大

積
載

量
２

ト
ン

以
上

５
ト

ン
未

満
で

、
荷

台
の

側
面

が
開

放
で

き
る

も
の

（
あ

お
り

の
な

い
荷

台
の

あ
る

も
の

、
平

ボ
デ

ィ
車

、
ウ

イ
ン

グ
車

な
ど

）
又

は
構

造
上

開
閉

で
き

る
貨

物
自

動
車

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

A
⑦

バ
ン

 

昇
降

設
備

の
例

 

サ
イ

ド
ス

テ
ッ

プ

昇
降

設
備

の
例

 

あ
お

り
内

側
 

回
転

式
ス

テ
ッ

プ
 

※
昇

降
グ

リ
ッ

プ
（
手

す
り

）
が

あ
る

も
の

や
、

踏
板

に
一

定
の

幅
や

奥
行

が
あ

る
も

の
が

よ
り

安
全

で
す

昇
降

設
備

に
含

ま
れ

る
も

の
は

ど
の

よ
う

な
も

の
で

す
か

？
 


地

面
か

ら
踏

面
（
２

段
以

上
の

場
合

は
段

差
ご

と
）

の
段

差
が

50
cm

以
内

で
あ

る
こ

と


両
足

を
置

く
こ

と
が

で
き

る
踏

面
幅

で
あ

る
こ

と


踏
面

表
面

上
に

滑
り

止
め

加
工

が
さ

れ
て

い
る

こ
と


踏

面
は

板
状

ま
た

は
ス

リ
ッ

ト
状

で
あ

る
こ

と
（
角

柱
状

や
棒

状
の

場
合

は
、

三
点

支
持

に
よ

る
昇

降
が

で
き

る
昇

降
グ

リ
ッ

プ
が

必
要

）


車
両

取
付

型
の

場
合

は
、

リ
ア

、
サ

イ
ド

、
あ

お
り

な
ど

車
体

側
面

か
ら

突
出

し
て

１
か

所
以

上
設

置
さ

れ
て

い
る

こ
と


地

面
か

ら
荷

台
ま

で
の

間
に

、
荷

台
か

ら
見

て
足

裏
の

半
分

以
上

の
長

さ
が

視
認

で
き

る
踏

面
が

１
段

以
上

設
置

さ
れ

て
い

る
こ

と

横
に

長
い

「
す

の
こ

」
、

あ
る

い
は

三
本

の
棒

の
よ

う
な

、
い

わ
ゆ

る
「

巻
き

込
み

防
止

柵
」

は
、

昇
降

設
備

で
は

あ
り
ま

せ
ん

。 


荷

を
積

み
卸

す
作

業
を

行
う

と
き

に
使

用
す

る
昇

降
設

備
は

、
貨

物
自

動
車

に
取

り
付

け
ら

れ
た

も
の

だ

け
で

な
く
、

荷
役

作
業

場
所

に
備

え
付

け
ら

れ
、

作
業

の
際

に
持

ち
運

ん
で

使
え

る
も

の
も

含
み

ま
す

。


単

な
る

足
掛

か
り

の
よ

う
な

も
の

で
は

、
作

業
員

が
安

全
に

昇
降

す
る

こ
と

が
で

き
ま

せ
ん

。

安
全

な
昇

降
設

備
と

は
 

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

A
⑧
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テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

を
使

用
し

て
荷

を
積

卸
す

作
業

の
特

別
教

育
に

つ
い

て
、

次
の

場
合

は
特

別
教

育
は

必
要

で
す

か
？

 

Q
1

 テ
ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
を

開
か

な
け
れ

ば
荷

役
作

業
が
で

き
な
い

構
造

の
貨

物
自

動
車

に
お

い
て

、
当

該
貨

物
自

動
車

の
後

部
扉

を
開

け
る

た
め

だ
け

に
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
を

操
作

す
る
場
合

Q
2

 テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー
を

操
作

す
る

こ
と

な
く
、

テ
ー
ル

ゲ
ー

ト
リ
フ

タ
ー
上
を

経
由
し

て
荷

台
と
プ
ラ
ッ

ト
フ
ォ

ー
ム

の
間
で

荷
役

作
業

を
行
う

場
合

 

A
2

 単
に
テ

ー
ル
ゲ

ー
ト

リ
フ
タ

ー
上

を
経
由

し
て

荷
の

積
み
卸

し
作
業

の
み

を
行
う

場
合
、

特
別
教
育

は
不
要
。

 

A
3 
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー
ム

に
接

続
後

の
作
業

に
お
い

て
、

テ
ー

ル
ゲ
ー

ト
リ

フ
タ
ー
を
使
用

し
て

荷
の

積
み

卸
し
作

業
を

行
う
場
合
、
 

特
別
教

育
が

必
要

。
 

事
業

者
は

、
特

別
教

育
の

受
講

者
、

受
講

日
時

、
科

目
等

の
記

録
を

作
成

し
、

 
３

年
間

保
存

す
る

必
要

が
あ

り
ま

す
。

 

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

A
⑨

Q
3 

貨
物
自

動
車
の

荷
台
の

高
さ

の
荷
受

け
台
 

（
プ
ラ

ッ
ト
フ

ォ
ー
ム
）
が

設
置

さ
れ

、
こ
れ

に
接

続
す
る
た

め
に
テ

ー
ル
ゲ

ー
ト
リ
フ
 

タ
ー

を
操
作
す

る
場
合

 

A
2

 テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

の
稼

働
ス

イ
ッ

チ
を

操
作

す
る

場
合

、
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
の

キ
ャ

ス
タ

ー
ス

ト
ッ

パ
ー

等
を

操
作

す
る

場
合

、
昇

降
板

の
展

開
や

格
納

の
操

作
を

行
う
場

合
、
特

別
教

育
が
必

要
。

A
1 
後

部
扉

を
開

け
た
後

、
テ

ー
ル

ゲ
ー
ト

リ
フ

 
タ

ー
を

使
用

し
て
荷
の
積

み
卸

し
作
業

を
行
う
場

合
、
特

別
教

育
が
必
要

（
単

に
扉

を
開

け
る

た
め

に
テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

を
操

作
す

る
も
の

で
は

な
い

た
め

）
。

A
1 

荷
の

積
み

卸
し

作
業

を
伴

わ
ず

、
扉

を
開

け
る

た
め

だ
け

に
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
を

操
作

す
る

場
合

、
特

別
教

育
は

不
要

（
定

期
点

検
等

の
業
 

務
と
同
様
）

。
 

昇
降

設
備

の
設

置
に

関
す

る
質

疑
応

答
で

す
 

A
1

  
写
真
の
よ
う
に
、
パ
イ

プ
状
の
も
の
に
踏
み
面
を
装

着
 

で
き
る
な
ら
ば
ス
テ
ッ
プ

と
し
て
使

用
す
る

こ
と
が

可
能
で

す
。
パ
イ
プ
状
の
も
の
は

、
そ
の
ま

ま
で
は

滑
る
お

そ
れ
が

あ
り
昇
降
設
備
と
し
て
ふ
さ
わ
し
く
あ
り
ま
せ

ん
。
 

Q
1 

産
業
廃
棄
物
運
搬
用

ト
ラ

ッ
ク
の
後
部
あ
お
り
下
に
設
け

た
U
字
型
の
パ
イ
プ
状
の
も
の
は
昇
降
設
備
に
な
り
ま
す
か
。
 

Q
2 

昇
降
設
備

は
荷
主
に
用
意
し
て
も
ら
え

る
の
で
す
か
。
 

Q
3 

昇
降
設
備
は
、
ト
ラ
ッ
ク
一
台
に
一
つ
あ
れ
ば
よ
い
の
で
す
か
。
ま
た
、

三
点

支
持
の
た
め
の
グ
リ
ッ

プ
が
必
ず
必
要
で
す

か
。

 

Q
4 

昇
降
設
備
は

、
ト
ラ
ッ
ク
に
装

着
し

て
い
る
も
の

で
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
す
か
。
 

Q
5 

最
大
積
載

量
２
ト
ン
未

満
の
軽
自
動
車
で
も
昇
降
設
備
は
必
要
で
す
か

。
 

Q
6 

自
動
車
を
運
搬
す
る
キ
ャ
リ
ア
カ
ー
に
お
い
て
、
荷
台
が
斜
め
に
な
り
荷

台
の

先
端
が
着
地
し
た
状

態
で
荷
（
自
動
車
）

を
乗

せ
る
作
業
で
は
、
昇
降
設
備
は
必
要
で
す
か
。

 

Q
7 

昇
降
設
備
の
踏
み
面
は
、
何
㎝
位
あ
れ
ば
よ
い
の
で
す
か
。
 

A
2

 昇
降

設
備

の
設

置
義

務
者

は
、

貨
物

自
動

車
で

荷
を

積
卸

し
す

る
作

業
を

行
う

事
業

者
で

す
が

、
荷

主
が
管

理
す

る
施
設

に
荷

台
へ
の

昇
降

設
備
を

備
え

付
け
る

こ
と

は
、
墜

落
・

転
落
災

害
を

防
止

す
る

上
で

有
効

な
対
策

と
な

る
の
で

、
特

に
反
復

・
定

期
的
に

荷
の

運
搬
を

行
う

場
合
に

は
、

荷
主

と
協
議
す
る
こ
と
を

推
奨

し
ま
す
。

 

A
3

 ト
ラ
ッ
ク

一
台
に

一
つ

以
上
有

れ
ば
よ

い
も
の

で
す
。

ま
た
、

グ
リ
ッ

プ
は
法

定
の
設

備
で

は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
安
全

に
昇

降
す
る
た
め
に
は
で
き
る
限
り
装
着
し
た
方
が
よ
い
で
し
ょ
う
。
 

A
4 

安
全
に
昇
降
す
る
た

め
の
設
備
で
あ
れ
ば
ト
ラ
ッ
ク
に
装
着
さ
れ
て
い
る
必
要
は
な
く
、
例
え
ば
、

あ
お
り
に
掛
け
て
使

用
す

る
手
す
り
の
着
い
た
階
段
や
脚
立
の
よ
う
な
も

の
で
も
よ
い
で
し
ょ
う
。

 

A
5 

最
大
積
載
量
が
２
ト

ン
未
満
の
貨
物
自
動
車
で
あ
っ
て
も
、
高
さ
が
１

. ５
ｍ
を

超
え
る
箇
所
で

作
業
を
行
う
と
き
は

、
昇

降
設
備
が
必
要
で
す
。
（
労
働
安
全
衛
生
規
則

第
52

6 条
）
 

A
6 

荷
台
に
人

が
上
ら
な
い
場
合
は
昇
降
設

備
は
必
要
あ
り
ま

せ
ん

が
、
自
動
車
を
乗

せ
た
後
、
固
縛
 

等
で
作
業
者
が
荷
台
に
上
る
場
合
に
は

昇
降

設
備

が
必

要
で
す

。
 

A
7 

明
確
な
法
的
基
準
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
１
５
～
２
０
㎝
 

位
あ
れ
ば
安
全
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
 

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

A
⑩

-38-



保
護

帽
（

ヘ
ル

メ
ッ

ト
）

の
着

用
に

関
す

る
質

疑
応

答
で

す
 

Q
2 

2ト
ン
以
上
の
テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
車
で
洗
車
を
行
う
と
き
も
保
護
帽
（

ヘ
ル
メ
ッ
ト
）
の
着
用

は
必
要
で
す
か
。
 

Q
3 

ウ
イ
ン
グ
車
で
荷
の
積
卸
し
に
後
部
扉
し
か
使

用
し

な
い
場
合
で
も
、
保
護
帽
（
ヘ
ル
メ
ッ
ト
）
は
必

要
で
す
か
。
 

Q
4 

2ト
ン
以
上
の
テ
ー
ル
ゲ

ー
ト
リ
フ
タ
ー
車
で
プ
ラ
ッ
ト
ホ
ー
ム
に
昇
降
板
を
橋
渡
し
し
て
い
る
と

き
は
、
保
護
帽
（
ヘ
ル
メ
ッ
ト
）
の
着
用
は
必
要
で
す
か
。
 

Q
5

 2
ト

ン
以

上
の

テ
ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
車

で
、

昇
降

板
を

中
間

位
置

で
停

止
さ

せ
て

、
ス

テ
ッ

プ
と

し
て
使
用
す
る
場
合
に
お

い
て

、
配
達

の
た

め
に
荷

物
を
持
っ
て
降
り
る
際
は

保
護
帽

（
ヘ
ル

メ
ッ
ト

）
の
着
用
が
必
要
だ
と
聞
き
ま
し
た
が
、
荷
物
が

メ
ー
ル
便
の
よ
う
な
も
の
で
も
必
要
で
す
か
。
 

A
1 

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

に
ト
ラ
ッ
ク
の
後
部
が
直
付
け

さ
れ
、
墜
落
の
危
険
が
無
い
状
態
で
荷
の
積

卸
し
作
業
を
行
う
場

合
に

は
、
保
護
帽
（
ヘ
ル
メ
ッ
ト
）
は
不
要
で
す
。
 

A
2 

荷
の
積
卸
し
を
行
わ

な
い

の
で
あ
れ
ば
保
護
帽
（
ヘ
ル
メ
ッ
ト
）
は
不
要
で
す
が
、
荷
台
等
の
上

で
、
洗
車
作
業
を
行

う
場

合
に
は
保
護
帽
を
着
用
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
で
し
ょ
う
。

 

A
3

 物
理

的
に

ウ
ィ

ン
グ

が
使

用
で

き
な

い
よ

う
に

す
る

加
工

を
し

な
い

限
り

、
荷

台
の

側
面

が
開

放
で

き
る

貨
物

自
動

車
に

該
当
し

ま
す
か

ら
、

荷
の

積
卸
し

作
業

を
行

う
場

合
は

保
護

帽
（

ヘ
ル

メ
ッ

ト
）
の
着
用
が
必
要

で
す

。
 

A
4

 
荷
の
積
卸
し
を
行

わ
な
い

の
で
あ

れ
ば
保

護
帽
（

ヘ
ル
メ

ッ
ト
）

は
不
要

で
す
が

、
プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
に
接
続
し
た
後
、
荷
の
積
卸
し
作
業
を

行
う
の

で
あ
れ

ば
保
護

帽
（
ヘ

ル
メ
ッ

ト
）
の
着

用
が
必
要
で
す
。

A
5 

メ
ー
ル
便
の
よ
う
な

荷
物

を
片
手
だ
け
で
持
っ
て
い
る
場
合
も
、
荷
物
の
積
卸
し
を
行
っ
て
い
る

と
認
め
ら
れ
ま
す
の

で
、

保
護
帽
（
ヘ
ル
メ
ッ
ト
）
の
着
用
が
必
要
で
す
。

 

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

A
⑪

Q
1 

2 ト
ン
以
上
の
テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
車
（
床
下
収
納
式
）
で
プ
ラ
ッ
ト
ホ

ー
ム
に
後
部
を
直
付
け

し
て
い
る
と
き
は
保
護
帽
（
ヘ
ル
メ
ッ
ト
）
は
必
要
で
す
か
。
 

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

の
取

扱
い

に
関

す
る

質
疑

応
答

で
す

 

Q
1 

 
テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
は
、
年
次
点
検
、
月

次
点

検
な
ど
の
定
期
自
主
検
査
を
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
の
で
す
か
。
 

Q
2 

 
ガ
ス
ボ
ン
ベ

を
垂
直

式
テ
ー

ル
ゲ
ー

ト
リ
フ

タ
ー
で

積
み
卸

す
と
き
は
、
作
業
者
が
一
緒
に
乗
っ
て

支
え
る
方
が
安
全
だ

と
思

わ
れ
る
が
ど
う
で
す
か
。
 

Q
3 

垂
直
式
テ

ー
ル
ゲ

ー
ト
リ

フ
タ
ー

に
は
キ

ャ
ス
タ

ー
ス
ト
ッ
パ
が
無
い

も
の
が

あ
り
ま

す
が
、

昇
降

作
業
及
び
点
検
で
は

ど
う
す
る
の
で
す
か
。
 

Q
4 

テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ

タ
ー

の
点
検
項
目

は
あ
り
ま
す
か
。
 

A
1 

  
 テ

ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ

タ
ー
は
、
労
働
安
全
衛
生
規
則
第

15
1 条

の
75

 第
2 号

の
「
荷
役
装
置

」
に
該

当
し

ま
す

の
で

、
同

条
に

基
づ

き
作

業
開

始
前

の
点

検
を

行
わ

な
け

れ
ば

な
り

ま
せ

ん
。

年
次

点
検

や
月

次
点

検
は

義
務

づ
け

ら
れ

て
い

ま
せ

ん
が

、
メ

ー
カ

ー
の

取
扱

説
明

書
に

従
っ

た
点

検
を

行
う

よ
う
に

心
が

け
て
く

だ
さ

い
。

 

A
2 

  
 ど

の
よ

う
な
荷
で

あ
っ
て

も
、

取
扱
説

明
書
等
で

テ
ー
ル

ゲ
ー
ト

リ
フ

タ
ー
動

作
時

の
作
業

員
の

搭
乗

を
認

め
て

い
な

い
場

合
に

は
、

人
が

荷
と

一
緒

に
乗

っ
て

荷
を

支
え

な
が

ら
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ
ー

を
操

作
す
る

こ
と

は
、
主

た
る

用
途
以

外
の

使
用

に
当
た

る
場
合

が
あ
り

ま
す

。

A
3 

昇
降
作
業
で
は
、
ゴ
ム
製
の
キ
ャ
ス
タ
ー

ス
ト
ッ
パ
を
使
用
し
て
荷
の
ず
れ
を
防
止
 

す
る
方
法
が
あ
り
ま
す
。
点
検
に
お
い
て
は
、

キ
ャ
ス
タ
ー
ス
ト
ッ
パ
の
項
目
は
省
略
し
 

て
く
だ
さ
い
。

 

A
4
 
テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ

フ
タ
ー

が
正
常

に
作
動

す
る

状
態

で
あ

る
こ

と
を

確
認

す
る

た
め

に
、

昇
降

板
の

昇
降

、
展

開
、

格
納

等
の

作
動

確
認

、
昇

降
板

や
油

圧
ホ

ー
ス

等
の

損
傷

の
有

無
と

い
っ

た
状

態
確

認
な

ど
を

行
う

必
要

が
あ

り
、

具
体

的
な

点
検

項
目

に
つ

い
て

は
、

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

特
別

教
育

用
テ

キ
ス

ト
（

 
テ

ー
ル

ゲ
ー

ト
リ

フ
タ

ー
作

業
者

必
携

）
 
の

3
1
ペ

ー
ジ

又
は

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

の
安

全
作

業
業

ハ
ン

ド
ブ

ッ
ク

5
ペ

ー
ジ

に
記

載
し
て
い
ま
す
。
 

貨
物

自
動

車
に

お
け

る
荷

役
作

業
時

の
墜

落
・

転
落

防
止

対
策

の
充

実
に

係
る

 

労
働

安
全

衛
生

規
則

等
一

部
改

正
の

Ｑ
＆

A
⑫
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テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

特
別

教
育

に
関

す
る

質
疑

応
答

で
す

 

Q
1 

  
 特

別
教

育
の

講
師

に
な
る

た
め

の
教
育

を
受

け
た
場

合
、

教
育

を
実
施

で
き
る

の
は
自

社
内
だ

け
で

す
か

、
他

社
で

も
教

育
で

き
ま

す
か

。
ま

た
、

特
別

教
育

を
受

け
た

作
業

者
が

他
の

作
業

者
に

対
す

る
特

別
教

育
の

講
師

に
な
る

こ
と

が
で
き

る
の
で

す
か

。
 

Q
2 

最
大
積
載
量
２
ト
ン

未
満

の
軽
自
動
車
で
も
テ
ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
の
操
作
に
は
特
別
教
育
が
必

要
で
す
か
。

 

Q
3 

６
ヵ
月
以
上
従
事
し
て
い
る
も
の
に
対
す
る
特
別
教
育
は
、
学
科

45
分
で
よ
い
の
で
す
か
。
 

Q
4 

倉
庫
内
で
の
作
業
で
、
荷
主
の
作
業
者
が
、
テ

ー
ル
ゲ
ー
ト
リ
フ
タ
ー
の
昇
降
板
上
に
乗
っ
て
荷
を

支
え
る
行
為
で
も
特

別
教
育
は
必
要
で
す
か
。
 

Q
5 

特
別
教
育
は
２
月
１

日
以
降
実
施
す
れ
ば
よ
い
の
で
す
か
。
一
方
、
２
月
１
日
以
降
テ
ー
ル
ゲ
ー
ト

リ
フ
タ
ー
に
よ
る
荷
役
作
業
に
従
事
す
る
者
に
は
、
い
つ
特
別
教
育
を
実
施
す
れ
ば
よ
い
の
で
す
か
。

A
1 

  
 自

社
内

で
の

教
育

に
限
定

す
る

も
の
で

は
あ

り
ま
せ

ん
。

ま
た
、

特
別
教
育
の

講
師

に
資

格
要
件

の
定

め
は

あ
り

ま
せ

ん
が

、
安

全
衛

生
特

別
教

育
規

程
第

7
条

の
4
に

定
め

る
、

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト
リ

フ
タ

ー
の

操
作

の
業

務
に

係
る

特
別

教
育

の
科

目
及

び
範

囲
を

規
定

の
時

間
実

施
す

る
た

め
に

、
イ

ン
ス
ト
ラ

ク
タ
ー

養
成
講

座
を
受

講
し
た

方
に
特

別
教
育

を
行

っ
て
い

た
だ
く

こ
と
を

推
奨
し

ま
す
。

A
2

 
 
特

別
教

育
に

関
し

て
は

最
大

積
載

量
の

規
定

が
な

い
た

め
、

最
大

積
載

量
が

2
ト

ン
未

満
の

貨
物

自
動

車
で
あ

っ
て

も
、

テ
ー

ル
ゲ

ー
ト

リ
フ

タ
ー

に
よ

る
荷
役

作
業

に
従

事
す

る
者

に
は

、
特

別
教
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物流の２０２４年問題

トラック輸送をご利用の 荷主企業様 向け 説明会
企業物流/宅配物流を担う トラック事業者様 向け 説明会

物流の今と今後の方向性を知り、課題解決に向けた
一歩を踏み出そう ・・・ 今できることから考える

------------------------------------------------------------------------

令和５年 9月 8日（金）１３：３０～ 三重県総合文化センター 小ホール

第１部 運べない 届かない危機 ・・・ 物流の２０２４年問題を考える
経済産業省 商務サービスグループ 物流企画室長 中野剛志 様（６０分程）

第２部 持続可能な物流の実現に向けて ・・・ 今できること
株式会社ＮＸ総合研究所 常務取締役 大島弘明 様（６０分程）

まとめ 国土交通省（取引環境改善三重県協議会）
-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------

物流の２０２４年問題

物流は、国民生活や経済活動を支える不可欠な社会インフラです。

持続可能な物流について皆で考え、日本の物流が滞らない状況を作っ

ていただくために、トラック輸送をご利用の 荷主企業様に向け、また

企業物流/宅配物流を担う トラック運送事業者様に向けての説明会

「運べない 届かない危機/物流クライシス２０２４」を開催しました。

今後の方向性を知っていただき、課題解決に向けた一歩を踏み出すために、今できることは何か、

事例も交えての説明会。運送事業者１２２社１５８名、荷主関係７３社１２０名参加の説明会となりました。
-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
物流産業を魅力ある職場とするため、トラッ
ク輸送の働き方改革として、２０２４年度から
ドライバーの時間外労働の上限規制（年９６０
時間上限 労働基準法）が適用されます。

この 時間外労働の上限規制に合わせ「自動
車運転者の労働時間等の改善のための基準」
（大臣告示）も改正され、拘束時間、休息時間
等の労働条件の向上が必要となりました。

このトラック輸送での働き方改革は、荷主企
業様、物流事業者様（運送・倉庫等）、一般消費
者様等のご理解／ご協力が必要となります。

今のままの状況では 国民生活や経済活動に
不可欠な物資が、この先スムーズに運べなく
なる事態が起きかねず、２０２４年から日本の
物流が停滞することが懸念されています。

これが「物流の２０２４年問題」です。

国が設置した「持続可能な物流の実現に向け
た検討会」では、何も対策を行わなかった場
合には、営業用トラックの輸送能力が２０２４
年には１４．２％、さらに２０３０年には３４．１％
不足する可能性があると試算されています。

この問題は、政府・行政も重要課題と捉え、
３月に「我が国の物流の革新に関する関係閣
僚会議」が設置され、６月には「物流革新に
向けた政策パッケージ」が示されました。

円滑な経済活動や平穏な国民生活のために、
持続可能な物流の構築が喫緊の重要課題であ
るとした、総合的な重要政策となります。

これら政策の内容についてもこの説明会でお
伝えすることができました。

-----------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------
（１）商慣行を見直す （２）物流を効率化する （３）荷主様・消費者様も行動を変える

2024年は 荷主企業様、物流事業者様（運送・倉庫等）、一般消費者様が
協力し、物流を支えるために行動する年となります。

主催：国土交通省三重運輸支局．厚生労働省三重労働局．一般社団法人三重県トラック協会 （トラック輸送における取引環境・
後援：三重県商工会議所連合会、三重県商工会連合会、三重県中小企業団体中央会 労働時間改善三重県協議会）

定員２５０名

参加無料

運べない 届かない危機

物流クライシス２０２４
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◆ 円滑な価格転嫁の実現に向けて
適正な価格転嫁の実現に向けた

公正取引委員会 「令和５年中小事業者等取引公正化推進アクションプラン」による要請

◇ 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等の急激な上昇という経済環境において、下記が発注者に求められています。

・ 受注者からの要請の有無にかかわらず、発注者から積極的に価格転嫁に向けた協議

の場を設けていくこと

・ 受注者からの取引価格引き上げの要請を受け入れない場合であっても、価格転嫁を

しない理由を書面、電子メール等の形に残る方法で行うこと

公正取引委員会は、発注者からの積極的な価格転嫁に向けた協議が重要であることを改めて周知徹底するとともに、価
格転嫁円滑化スキームに基づき、関係省庁と緊密に連携し、中小事業者等から寄せられる情報も活用しつつ、執行強化
の取り組みを進め、独占禁止法又は下請法に違反する事案について、より積極的かつ厳正に対処していくとしています。

① 独占禁止法の執行強化

１ 転嫁円滑化に向けた更なる

調査と、結果の取りまとめ

２ 荷主と物流事業者との取引に

関する調査

② 下請法の執行強化

１ 重点的な立入調査

２ 下請法違反行為の再発防止が

不十分な事業者に対する取組

３ 違反が多い業種の取組強化

③ 独占禁止法及び下請法の

考え方の周知徹底

１ 法律上問題となり得る 取引価

格の据置き 考え方周知

２ 相談対応、情報収集の実施

「違反行為情報提供フォーム」 （買いたたき 不当な下請取引 ゼロゼロ 110番

などの違反行為が疑われる親事業者に関する情報） 電話番号 0120-060-110
https://www.jftc.go.jp/cgi-bin/formmail/formmail.cgi?d=joho

公正取引委員会・中小企業庁では、買いたたき

などの違反行為の親事業者情報を受付けます。

提供いただいた情報は、優越的地位の濫用に関

する緊急調査（公取委）や下請法上の定期調査

（公取委、中小企業庁）に活用されます。

転嫁拒否行為を行っている事業者で、多数の取

引相手に行っている事案又は過去の繰返し事案

について、独禁法に基づき企業名を公表します。

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

◇問題となる事例

労務費、原材料価格、エネルギー等のコスト上昇分の取引価格への反映の必要性について、価格

の交渉の場において明示的に協議することなく、従来どおりに取引価格を据え置くこと。

労務費、原材料価格、エネルギー等のコストが上昇したため、取引の相手方が取引価格の引上げを

求めたにもかかわらず、価格転嫁をしない理由を書面、メール等で取引の相手方に回答することな

く、従来どおりに取引価格を据え置くこと。

国土交通省 トラック運送適正取引相談窓口

自動車局 貨物課 １００-８９１８ 東京都千代田区霞が関２-１-３ ０３-５２５３-８５７５

三重運輸支局 輸送・監査部門 ５１４-０３０３ 津市雲出長常町六ノ割１１９０-９ ０５９-２３４-８４１１

燃油価格高騰に伴う燃料サーチャージや運賃交渉に応じない荷主に関する相談窓口を

本省と地方運輸局・運輸支局に相談窓口を設けています。

「輸送実態把握のための意見等の募集窓口」

https://www.mlit.go.jp/jidosha/yusou-jittai/index.html

違反原因行為の疑いのある荷主（真荷主/元請け）に、本省の自動車局貨物課が改善を働きかけます。相当

な理由がある場合、改善を荷主に要請。改善がみられない場合は、改善勧告を行った上で企業名を公表しま

す。「働きかけ」から「要請」「勧告」までの各段階で、公正取引委員会と情報を共有し荷主調査が行えます。
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◆ 下請取引適正化推進月間

公正取引委員会及び中小企業庁は、下請取引の

適正化の推進を図っています。

特に毎年１１月を「下請取引適正化推進月間」とし、

この期間に下請法の普及・啓発事業を集中的に

行うこととしています。

令和５年度下請取引適正化推進
月間キャンペーン標語

「見直そう」 その一言で救われる

◆公正取引委員会（不当なしわ寄せに関する相談）

フリーダイヤル ＴＥＬ０１２０-０６０－１１０

◆中小企業庁 事業環境部取引課

ＴＥＬ０３-３５０１-１７３２

◆ パートナーシップ構築宣言

内閣府、経産省、厚労省、農水省、国交省及び内閣官房副長官と経団連会長、日商会頭、連合会長をメン

バーとする「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」において「パートナーシップ構築宣言」を創設。

「パートナーシップ構築宣言」は、サプライチェーンの取引先や価値創造を図る事業者の皆様との連

携・共存共栄を進めることで、新たなパートナーシップを構築することを「発注者」側の立場から

企業の代表者の名前で宣言するものです。

１．サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を

越えた新たな連携

２．親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下請

中小企業振興法に基づく「振興基準」）の遵守を宣言

し、パートナーシップ構築宣言のサイトに掲載するこ

とで、各企業の取り組みを「見える化」します。

ホームページ https://www.biz-partnership.jp/info.html

◆ 運行管理の高度化 事業者間の遠隔点呼の先行実施

ＩＴ点呼 － Ｇマーク認定営業所及び要件を満たす優良な営業所間． １６時間以内で対面点呼と同等。

遠隔点呼 － 同一事業者間（完全子会社を含む）で、要件を満たせば対面点呼と同等です。（概略です）

２０２３年１１月より、同一事業者のみならず、１００％の資本関係にない もしくは 資本関係の

ない事業者間においても「管理の受委託」など必要な手続きを行ったうえで、国交省の採

択を受け、高度化ワーキングの監督下で 実施する場合は、最大１年、先行実施事業として

遠隔点呼ができることとなりました。（共同遠隔点呼）

【通達】事業者間の遠隔点呼の先行要領について

https://www.saitokyo.or.jp/wp-content/uploads/2023/11/dbcd00050d5232c01090aa81319f6ab1.pdf

【別添】自動車運送事業者における運行管理の高度化に向けた事業者間の遠隔点呼の先行実施要領

https://www.saitokyo.or.jp/wp-content/uploads/2023/11/b4c2153b27a23a2468f1269250192140-2.pdf
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◆ 物流革新緊急パッケージ 概要

政府は１０／６「物流２０２４年問題」への対策として「物流革新緊急パッケージ」を取りまとめました。

賃上げや人材確保など、各種施策を前倒しし経済対策に盛り込むとされました。

●宅配の再配達率半減に向けて「置き配」などを選

択した消費者にポイントを還元する事業を進める

ほか、鉄道（コンテナ貨物）と内航船（フェリー・ＲＯＲ

Ｏ船など）の輸送量を今後１０年程度で倍増し、トラ

ックからのモーダルシフトを推進するためのコン

テナ大型化などへの支援を実施。

物流効率化システムの導入や施設の自動化、機械

化などの設備投資支援や物流ＤＸの推進、物流拠

点の機能強化などの取組みも盛り込んだ。

●ドライバーの賃上げに向けては、正当な対価が支払

われるよう、貨物自動車運送事業法に基づく標準的

な運賃について、現下の物価動向を反映するととも

に、荷待ち・荷役の対価を新たに加算する見直しを

図り、年内に引き上げ幅を公表する。

賃上げ原資の確保に向け、多重下請構造是正のため

の運送体制の可視化や、契約の電子化・書面化の義

務付けなど、適正な運賃収受を図る措置の導入、ま

た、荷待ち時間削減などの取り組みを義務付ける措

置の導入に向け、次期通常国会で法制化に取り組む

ことなども盛り込まれた。

１．物流の効率化 ↓

○運転者の労働負担の軽減、担い手の多様化の推進
－テールゲートリフター負担軽減機器の導入強化

－大型・けん引免許取得等スキルアップ支援

○物流拠点の機能強化や物流ネットワークの形成支援
－ＳＡ・ＰＡにおける大型車駐車マスの拡充

○標準仕様のパレット導入や物流データの標準化促進

○物流拠点の脱炭素化、車両のＥＶ化等、物流ＧＸ推進

○高速道路料金の大口・多頻度割引の措置継続

○道路情報の電子化による特殊車両通行制度の向上

２．荷主・消費者の行動変容 ↓↓

○宅配の再配達率を半減する緊急取組－ポイント還元

○広報やメディアを通じ意識改革・行動変容の促進

３．商慣行の見直し ↓↓↓

○トラックＧメン、荷主・元請の監視強化 11～12月

○「標準的な運賃」の引き上げ －荷待ち・荷役の対価

等の加算、下請発注手数料の水準を提示

○法制化 －大手事業者の荷待ちや荷役時間の短縮計

画作成の義務付け/大手荷主に物流経営責任者の

選任義務/多重下請け、実運送体制管理簿/契約

時の（電子）書面交付の義務付け

◆ 物流革新緊急パッケージの展開

荷待ち・荷役費用、燃料高騰分、下請発注手数料も含め

荷主企業に転嫁するため、令和５年中に 標準運送約款

や 標準的な運賃について所要の見直しが行われます。
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◆ 働きやすい職場認証制度

「働きやすい職場認証制度」令和５年度認証事業者の公表

～「三つ星」事業者を初めて認証しました～

自動車運送事業の労働条件や労働環境に対するイメージ刷新を図り、

運転者への就職促進を狙いとする「働きやすい職場認証制度」の令和

５年度認証事業者８７８社が公表されました。また、自動車運送業の特

定技能制度では、本認証を受けることが条件として設定されました。

発表：一般財団法人日本海事協会概要

〇 国土交通省では、自動車運送事業（トラック・バス・タクシー事業）の運転者不足に対応する施策の

一環として、事業者による職場環境改善の取組を国が認証し「見える化」することにより、自動

車運送事業における労働条件や労働環境に対する求職者のイメージ刷新を図り、運転者への就職

を促進することを狙いとする「働きやすい職場認証制度」を令和２年度に創設しました。

〇 令和５年度認証 ８７８社。( 「一つ星」６２８、「二つ星」２０６、初となる「三つ星」４４)

認証合計 一つ星１,５２０、二つ星９４８、三つ星３４、合計２,５０２社 となりました （令和６年４月５日時点）

〇 また、特定技能の在留資格に係る制度に「自動車運送業分野」が追加され、同分野における特定

技能所属機関に課される条件として本制度の認証を取得することが設定されました。

◆ 求人情報提供サイトを開設しています

トラック協会のホームページにて

「会員事業所の求人情報」を公開

しています。

従業員募集を行っている会員様は求

人情報をご登録いただきますと、三

重県トラック協会・全日本トラック協

会のホームページ、求人公開ページに

表示され、一般の求職者の目に触れ

ることになります。

また、ｉｎｄｅｅｄに求人情報を転載しま

すので、求職者が求人検索された際

に露出の機会が高まります。

求人を公開される会員様は、三重県ト

ラック協会まで、御社の求人サイトＵ

ＲＬをご一報くださいませ。

会員様に「求人サイト」がない場合、株

式会社リクルートの「ＡｉｒＷＯＲＫ採用

管理」を利用し、費用をかけずに少な

い手間で求人公開ができます。

（無償にて公開を 支援）

右記Ｗｅｂセミナーで求人の

ノウハウを取得して下さい。
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連続運転時間

運転時間

1日の休息期間

1日の拘束時間

1年、1か月の
拘束時間

予期し得ない事象

令和6年4月～適用

休日労働

特例

トラック運転者の改善基準告示

分割休息（継続9時間の休息期間を与えることが困難な場合）
・ 分割休息は1回3時間以上  ・ 休息期間の合計は、2分割：10時間以上、3分割：12時間以上
・ 3分割が連続しないよう努める　　・ 一定期間（1か月程度）における全勤務回数の2分の1が限度

1年 ： 3,300時間以内
1か月 ： 284時間以内

13時間以内（上限15時間、14時間超は週2回までが目安）

4時間以内
運転の中断時には、原則として休憩を与える（1回おおむね連続10分以上、合計30分以上）
10分未満の運転の中断は、3回以上連続しない

継続11時間以上与えるよう努めることを基本とし、9時間を下回らない

隔日勤務（業務の必要上やむを得ない場合）
　2暦日の拘束時間は21時間、休息期間は20時間

フェリー
・ フェリー乗船時間は、原則として休息期間（減算後の休息期間は、フェリー下船時刻から勤務終了時刻までの
間の時間の2分の1を下回ってはならない）

・ フェリー乗船時間が8時間を超える場合、原則としてフェリー下船時刻から次の勤務が開始される

【例外】 SA・PA等に駐停車できないことにより、やむを得ず4時間を超える場合、4時間30分まで延長可

休日労働は2週間に1回を超えない、休日労働によって拘束時間の上限を超えない

【例外】 労使協定により、次のとおり延長可（①②を満たす必要あり）
　　　 1年 ： 3,400時間以内
　　　 1か月 ： 310時間以内（年6か月まで）

① 284時間超は連続3か月まで
②1か月の時間外・休日労働時間数が100時間未満となるよう努める

【例外】 仮眠施設で夜間4時間以上の仮眠を与える場合、2暦日の拘束時間を24時間まで延長可（2週間に3回まで）
　　　 2週間の拘束時間は126時間（21時間×6勤務）を超えることができない

2人乗務（自動車運転者が同時に1台の自動車に2人以上乗務する場合）
　身体を伸ばして休息できる設備がある場合、拘束時間を20時間まで延長し、休息期間を4時間まで短縮可

予期し得ない事象への対応時間を、1日の拘束時間、運転時間（2日平均）、連続運転時間から除くことができる（※2、3）
勤務終了後、通常どおりの休息期間（継続11時間以上を基本、9時間を下回らない）を与える

2日平均1日 ： 9時間以内　　2週平均1週 ： 44時間以内

【例外】 宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（※1）、継続8時間以上（週2回まで）
　　　 休息期間のいずれかが9時間を下回る場合は、運行終了後に継続12時間以上の休息期間を与える

【例外】 宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（※1）、16時間まで延長可（週2回まで）

【例外】 設備（車両内ベッド）が※4の要件を満たす場合、次のとおり、拘束時間をさらに延長可
 ・ 拘束時間を24時間まで延長可（ただし、運行終了後、継続11時間以上の休息期間を与えることが必要）
 ・ さらに、8時間以上の仮眠時間を与える場合、拘束時間を28時間まで延長可

（注1）改善基準告示とは、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第7号）をいう。
（注2）本表は、令和4年厚生労働省告示第367号による改正後の改善基準告示のほか、関連通達（令和4年基発1223第3号）の内容を含めて作成したもの。令和6年4月1日から適用される。

※1 ： 1週間における運行がすべて長距離貨物運送（一の運行の走行距離が450km以上の貨物運送）で、
　　 一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合

※4： 車両内ベッドが、長さ198cm以上、かつ、幅80cm以上の連続した平面であり、かつ、
　　 クッション材等により走行中の路面等からの衝撃が緩和されるものであること

※2 ： 予期し得ない事象とは、次の事象をいう。
 ・ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと
 ・ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと
 ・ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は道路が渋滞したこと
 ・ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となったこと

※3： 運転日報上の記録に加え、客観的な記録（公的機関のＨＰ情報等）が必要。
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拘束時間と休息期間の定義

労働時間と休憩時間（仮眠時間を含む。）の合計時間、すなわち、始業時刻から終業時刻までの使
用者に拘束される全ての時間をいいます。

● 拘束時間

使用者の拘束を受けない期間、つまり、勤務と次の勤務との間にあって、休息期間の直前の拘束時間
における疲労の回復を図るとともに、睡眠時間を含む労働者の生活時間として、その処分が労働者の全
く自由な判断に委ねられる時間をいいます。休憩時間や仮眠時間等とは本質的に異なるものです。

● 休息期間

拘束時間、休息期間

１

1

終業
休息期間

労働時間
（時間外労働、
休日労働を含む。）

作業時間
（運転・整備・荷扱い等）

手待ち時間
（荷待ち等）

休息期間 休憩時間
（仮眠時間を含む。）

始業

終業

始業

拘束時間

１年、１か月の拘束時間 
（改善基準告示第４条第１項第１号、第２号）

2

・ 労使協定（Ｐ26参照）により、１年のうち６か月までは、１年の総拘束時間が3,400時間を超えない範囲内
において、１か月の拘束時間を310時間まで延長することができます。

・ １か月の拘束時間が284時間を超える月は連続３か月までとしなければなりません。
・ １か月の時間外労働及び休日労働の合計時間数が100時間未満となるよう努める必要があります。
（労使協定で定める事項）
・ 協定の対象者　・ １年について各月及び年間合計の拘束時間　・ 協定の有効期間　・ 協定変更の手続等

・ 「１か月」とは？
原則として暦月をいいます。
ただし、就業規則、勤務割表等において特定日を起算日と定めている場合は、当該特定日から起算した１か月
でも差し支えありません。

１年の拘束時間は3,300時間以内、かつ、１か月の拘束時間は284時間以内です。
【原則】

【例外】

！
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　１年の拘束時間の限度を超えないよう、各月の拘束時間を調整する必要があります。
　過労死等や過労運転を防止する観点から、トラック運転者の睡眠時間が十分確保されるよう運行計画を作
成しましょう。

〈 ポイント 〉 各月の拘束時間の調整

・ １か月の拘束時間を全て上限値（284時間×12か月）とすると１年の総
拘束時間が3,300時間を超えるため、改善基準告示違反になります。

・ 労使協定により拘束時間を延長する場合であっても、１か月の拘束時間を全
て上限値（284時間×６か月かつ310時間×６か月）とすると１年の総拘束
時間が3,400時間を超えるため、改善基準告示違反になります。

・ １か月の拘束時間が284時間を超える月が４か月以上連続する場合も、改善
基準告示違反になります。

（図）【原則】１年及び１か月の拘束時間 （図）【例外】１年及び１か月の拘束時間

4月

284
275

284

266

275
284

266
275

284
275

266 266

5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

１年 3,300時間

284時間

4月

295

284

260

295
310 310

250

284

245

267

5月 6月 7月 8月 9月 10月11月12月 1月 2月 3月

１年 3,400時間（延長）

284時間

300 300 310時間
（延長）

　１か月の拘束時間が改善基準告示を満たしているかどうかは、１か月の各勤務の拘束時間（始業時刻から
終業時刻まで）をそのまま合計してチェックしてください。

※ ただし、後述の「５ 特例」の １ 分割休息（休息期間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後に分割して与える場合）、 ４ フェリー
（フェリー乗船時間を休息期間として取り扱う場合）は、始業時刻から終業時刻までの間にある休息期間を除いて計算します。

〈 ポイント 〉 １か月の拘束時間の計算方法

月 火 水

8：00 21：00 0：00 6：00

拘束時間（13）

始業 始業終業 終業 始業

拘束時間休息期間（9） 休息期間（11）拘束時間（13）

19：00 0：00 6：00

（図）各勤務の拘束時間の合計

　図に沿って具体的に示すと次のとおりになります。

　１か月の各勤務の拘束時間の合計　Ａ　時間≦１か月の拘束時間の限度（原則284時間、例外310時　　
間）であれば、改善基準告示を満たしています。

１か月の各勤務の拘束時間（始業時刻から終業時刻まで）をそのまま合計

・ 月曜日　始業8：00～終業21：00　　13時間
・ 火曜日　始業6：00～終業19：00　　13時間

… …

合計 A　時間
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１日の拘束時間、１日の休息期間
（改善基準告示第４条第１項第３号～第５号）

3

❶ １日の拘束時間 （改善基準告示第４条第１項第3号、第4号）

宿泊を伴う長距離貨物運送の場合、１週について２回に限り、１日の拘束時間を16時間まで延長することができます。

１日（始業時刻から起算して24時間をいう。）の拘束時間は13時間以内とし、
これを延長する場合であっても、上限は15時間です。

・ 「宿泊を伴う長距離貨物運送」とは？
１週における運行が全て長距離貨物運送で、一の運行における休息期間が住所地以外の場所にお
けるものである場合をいいます。
　　・ 「長距離貨物運送」とは？
　　　一の運行の走行距離が450km以上の貨物運送をいいます。
　　・ 「一の運行」とは？
　　　自動車運転者が所属する事業場を出発してから当該事業場に帰着するまでをいいます。

！

※１日の拘束時間について13時間を超えて延長する場合は、14時間を超える回数をで
きるだけ少なくするよう努める必要があります。回数は１週について2回までが目安で
す。この場合において、14時間を超える日が連続することは望ましくありません。

〈 ポイント 〉 １週における１日の拘束時間延長の回数

　１日の拘束時間14時間超は週2回までが目安です。

（図）【原則】
始業 8：000：00 24：00

0：00 24：00

0：00 24：00

0：00 24：00

0：00 24：00

0：00 24：00

0：00 24：00

終業 23：00
月 休 日 拘束時間（15）

始業 8：00 終業 21：00
火 休息期間（９） 拘束時間（13）

始業 8：00 終業 22：00
水 休息期間（１１） 拘束時間（14）

始業 9：00 終業 23：00
木 休息期間（１1） 拘束時間（14）

始業 9：00 終業 21：00
金 休息期間（１0） 拘束時間（12）

土 休 日

日 休 日

・ １日の拘束時間が14時間を超える回数は、月曜日の15時間の１回のみで、１週について２回までの目安を満たしています。

【原則】

【例外】
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　１日の拘束時間が改善基準告示を満たしているかどうかは、始業時刻から起算した24時間の拘束時間に
よりチェックしてください。

〈 ポイント 〉 １日の拘束時間の計算方法

月 火 水

8：00 21：00 0：00 6：00 8：00 19：00 0：00 6：00

（図）各日の拘束時間の合計

　図に沿って具体的に示すと次のとおりになります。

　上記①②については、ともに改善基準告示を満たしていますが、①のように翌日の始業時刻が早まっている
場合（月曜日は始業時刻8：00だが、火曜日は始業時刻6：00）は、月曜日の始業時刻からの24時間に、火曜日
の6：00～8：00の２時間も含まれることになります。したがって、月曜日から始まる１日の拘束時間について
は、月曜日の13時間だけではなく、火曜日の２時間もカウントした合計15時間になります。
　一方、②の火曜日から始まる１日の拘束時間については、火曜日の始業時刻6：00からの24時間でカウン
トしますので、月曜日から始まる１日の拘束時間でカウントした6：00～8：00についても、再度カウントする
ことになります。

① 月曜日から始まる１日（始業時刻8:00からの24時間）の拘束時間

・ 月曜日　始業8：00～終業21：00　　13時間
・ 火曜日　始業6：00～8：00 2時間

合計15時間

② 火曜日から始まる1日（始業時刻6：00からの24時間）の拘束時間

・ 火曜日　始業6：00～終業19：00　　13時間

始業 始業終業 終業 始業

24時間
24時間

※ 灰色の部分は、月曜日から始まる１日の拘束時間と火曜日から始まる１日の拘束時間が重なる時間帯

拘束時間（13） 拘束時間休息期間（9） 休息期間（11）拘束時間（13）

※ ただし、後述の「５ 特例」の １ 分割休息（休息期間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後に分割して与える場合）、 ４ フェリー
（フェリー乗船時間を休息期間として取り扱う場合）は、始業時刻から終業時刻までの間にある休息期間を除いて計算します。
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・ 宿泊を伴う長距離貨物運送（Ｐ5参照）の場合、１週について２回に限り、継続８時間以上とすることができ
ます。

・ 休息期間のいずれかが継続９時間を下回る場合は、一の運行終了後、継続12時間以上の休息期間を与えな
ければなりません。

・ 休息期間の取扱い（改善基準告示第４条第２項）
特に長距離貨物運送の場合、運行の中継地や目的地において休息期間を過ごすことがありますが、休息期間
の配分においてはトラック運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、当該トラック運転者の住所地における休息
期間が、それ以外の場所における休息期間よりも長く確保されるよう努める必要があります。

１日の休息期間は、勤務終了後、継続11時間以上与えるよう努めることを基本とし、
継続９時間を下回ってはなりません。

！

❷ １日の休息期間 （改善基準告示第４条第１項第５号）

〈 ポイント 〉 １日の拘束時間及び１日の休息期間

　１日の拘束時間及び１日の休息期間がともに基準を満たしていなければなりません。

（図）１日の拘束時間及び１日の休息期間の設定

8：00
始業
8：00

終業
21：00

8：00
始業
8：00

終業
23：00

8：00
始業
8：00

終業
1：00

8：00
始業
8：00

終業
24：00

拘束時間 13時間 ◯ 休息期間 11時間 ◯

拘束時間 15時間 ◯ 休息期間 9時間 ◯

拘束時間 17時間 × 休息期間 7時間 ×

拘束時間 16時間 ◯ 休息期間 8時間 ◯

→１日の拘束時間は16時間まで延長可（週２回まで）、１日の休息期間は継続８時間以上（週２回まで）
一の運行終了後は継続12時間以上の休息期間を与えなければなりません。

※宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（住所地以外の場所で休息期間を与える場合）

【原則】

【例外】
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運転時間2

１ ２日平均１日の運転時間
（改善基準告示第４条第１項第６号）

２日を平均した１日当たり（２日平均１日）の運転時間は、９時間以内です。

・ ２日（始業時刻から起算して48時間のことをいう。）平均１日の運転時間の算定に当たっては、特定の日を
起算日として２日ごとに区切り、その２日の平均を計算します。

・ この特定日の運転時間が改善基準告示に違反するか否かは、次の①②のいずれもが９時間を超えた場合
に、初めて違反と判断されます。

〈 ポイント 〉 2日平均１日の運転時間の計算方法

特定日の前日（Ｎ－１日）

Ｂ時間 Ａ時間 Ｃ時間

特定日（Ｎ日） 特定日の翌日（Ｎ＋１日）

が、いずれも９時間を超えた場合に初めて改善基準告示違反

改善基準告示違反にはなりません。

４月１日

運転時間10時間 運転時間9時間 運転時間9時間

４月３日４月２日

と
Ｂ時間 ＋ Ａ時間

　
２

Ａ時間 ＋ Ｃ時間
　
２

と
10時間（４月１日） ＋ ９時間（４月２日）　

　
２

９時間（４月２日） ＋ ９時間（４月３日）
　
２

（図）２日平均１日の運転時間の考え方（４月1日、4月2日、4月3日に運転した場合）

前半は９時間を超えていますが、 後半は９時間を超えていないので、

＝ 9時間＝ 9.5時間

① 特定日の運転時間（Ａ時間）と特定日の前日の運転時間（Ｂ時間）との平均
② 特定日の運転時間（Ａ時間）と特定日の翌日の運転時間（Ｃ時間）との平均
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2 ２週平均１週の運転時間
（改善基準告示第４条第１項第６号）

２週間を平均した１週間当たり（２週平均１週）の運転時間は、44時間以内です。

　２週における総運転時間を計算する場合は、特定の日を起算日として２週ごとに区切り、その２週ごとに計
算します。

〈 ポイント 〉 ２週平均１週の運転時間の計算方法

（図）２週平均１週の運転時間の考え方

運転時間（44） その他 運転時間（44） その他

1週目 2週目

平均44①

運転時間（42） その他 運転時間（46） その他

1週目 2週目

平均44②

運転時間（46） その他 運転時間（44） その他

1週目 2週目

平均45

起算日

③

・ ①について、2週平均１週の運転時間は 44時間　＋　44時間

2
＝ 44時間であり、基準を満たしています。

・ ②について、２週平均１週の運転時間は 42時間　＋　46時間

２
＝ 44時間であり、基準を満たしています。

・ ③について、２週平均１週の運転時間は
改善基準告示違反になります。  

46時間　＋　44時間

２
＝ 45時間 ＞ 44時間であり、
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1時間20分
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連続運転時間3

サービスエリア又はパーキングエリア等が満車である等により駐車又は停車できず、やむを得ず連続運転時間が
４時間を超える場合には、４時間30分まで延長することができます。

・ 「おおむね連続10分以上」とは？
運転の中断は原則10分以上とする趣旨であり、例えば10分未満の運転の中断が３回以上連続する等の場
合は、「おおむね連続10分以上」に該当しません。

・ 「サービスエリア又はパーキングエリア等」には、コンビニエンスストア、ガスステーション及び道の駅も含まれます。

！

・ 連続運転時間は４時間以内です。
・ 運転開始後４時間以内又は４時間経過直後に、30分以上の運転の中断が必要です。
中断時には、原則として休憩を与えなければなりません。

・ 運転の中断は、１回がおおむね連続10分以上とした上で分割することもできます。
ただし、１回が10分未満の運転の中断は、３回以上連続してはいけません。

　連続運転時間は４時間以内が原則であり、例外が設けられたことをもって、連続運転時間が４時間30分に
延長されたと解してはなりません。このことを踏まえ余裕をもった運行計画を作成しましょう。また、運転の中
断時に適切に休憩が確保されるような運行計画を作成しましょう。

〈 ポイント 〉 連続運転時間の考え方

（図）連続運転時間と運転の中断

・ ①③④について、運転開始後４時間以内又は４時間経過直後に、１回がおおむね連続10分以上、合計が30分以
上運転を中断しているので、基準を満たしています。

・ ②について、運転直後に連続30分運転を中断しているものの、連続運転時間が４時間を超えているので、改善
基準告示違反になります（例外が適用されていない場合）。

・ ⑤について、１回が10分未満の運転の中断が３回連続しているので、改善基準告示違反になります。

４時間 30分①

４時間10分 30分②

２時間40分 1時間20分20分③

④

⑤

10分

1時間20分 1時間20分 1時間20分10分※ 10分※

10分未満

10分※

1時間20分 1時間20分

10分未満 10分未満
連続運転時間 運転の中断（原則休息）

※おおむね連続10分以上

連続運転時間のカウントは、運転の中断が合計30分に達したところでリセットされます。

合計30分以上

（改善基準告示第４条第１項第７号、第８号）

【原則】

【例外】
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予期し得ない事象への対応時間の取扱い4

※ １か月の拘束時間等の他の規定からは、予期し得ない事象への対応時間を除く
ことはできません。

・ トラック運転者が、災害や事故等の通常予期し得ない事象に遭遇し、運行が遅延
した場合、１日の拘束時間、運転時間（２日平均）、連続運転時間から、予期し得
ない事象への対応時間を除くことができます。

・ この場合、勤務終了後、通常どおりの休息期間（継続11時間以上与えるよう努め
ることを基本とし、継続９時間を下回らない）を与えることが必要です。

１  次のいずれかの事象により生じた運行の遅延に対応するための時間であること。
① 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと。
② 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと。
③ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は道路が渋滞したこと。
④ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となったこと。
※ 当該事象は「通常予期し得ない」ものである必要があり、例えば、平常時の交通状況等から事前に発生
を予測することが可能な道路渋滞等は、これに該当しません。

２  客観的な記録により確認できる時間であること。
　  次の①の記録に加え、②の記録により、当該事象が発生した日時等を客観的に確認できる必要がありま
す。①の記録のみでは「客観的な記録により確認できる時間」とは認められません。
① 運転日報上の記録
 ・ 対応を行った場所
 ・ 予期し得ない事象に係る具体的事由
 ・ 当該事象への対応を開始し、及び終了した時刻や所要時間数
② 予期し得ない事象の発生を特定できる客観的な資料
例えば次のような資料が考えられます。

ア 修理会社等が発行する故障車両の修理明細書等
イ フェリー運航会社等のホームページに掲載されたフェリー欠航情報の写し
ウ 公益財団法人日本道路交通情報センター等のホームページに掲載された道路交通情報の写し（渋
滞の日時・原因を特定できるもの）

エ 気象庁のホームページ等に掲載された異常気象等に関する気象情報等の写し

〈 ポイント 〉 予期し得ない事象への対応時間の考え方

　「予期し得ない事象への対応時間」とは、次の１、２の両方の要件を満たす時間をいいます。

（改善基準告示第４条第３項）
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　予期し得ない事象に遭遇し、運行が遅延した場合、改善基準告示の適用となる１日の拘束時間、運転時間
（２日平均）、連続運転時間は、実際の時間から予期し得ない事象への対応時間を除いた時間になります。

〈 ポイント 〉 予期し得ない事象への対応時間

●拘 束 時 間 ⇨ 18時間     ‐    3時間  ＝     15時間

●運 転 時 間 ⇨ 12時間     ‐    3時間    ＝     9時間

●連続運転時間 ⇨  7時間     ‐    3時間    ＝   4時間

（実際の時間から予期し得ない事象への対応時間を除いたことにより、改善基準告示の適用となる１日の拘束時間は
15時間となり、基準を満たします。ただし、賃金支払いの対象とすべき労働時間は、18時間－休憩時間です。）

（実際の時間から予期し得ない事象への対応時間を除いたことにより、改善基準告示の適用となる運転時間は
９時間となり、基準を満たすかどうかは前後の日の運転時間を含めて判断します。）

（実際の時間から予期し得ない事象への対応時間を除いたことにより、改善基準告示の適用となる連続運転時間は
４時間となり、基準を満たします。）

実際の時間
予期し得ない
事象への
対応時間

改善基準告示の
適用となる時間

道路渋滞への
対応に要した時間

6：00 7：00 10：00 14：00 17：00 20：00 21：00 22：00 24：00

拘
束

運
転

18時間

3時間事 故

7時間3時間 2時間中
断
10
分

中
断
10
分

（図）運転中に事故の発生に伴い、道路が渋滞した場合

運転中の17:00に事故の発生に遭遇し、20：00まで道路渋滞が生じたため、3時間の運行の遅延が生じました。
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5

１ 分割休息
（改善基準告示第４条第４項第１号）

特例

業務の必要上、勤務終了後、継続９時間以上（宿泊を伴う長距離貨物運送の場合は
継続８時間以上）の休息期間を与えることが困難な場合、次に掲げる要件を満た
すものに限り、当分の間、一定期間（１か月程度を限度とする。）における全勤務回
数の２分の１を限度に、休息期間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後に分
割して与えることができます。
・ 分割された休息期間は、１回当たり継続３時間以上とし、２分割又は３分割とします。
・ １日において、２分割の場合は合計10時間以上、３分割の場合は合計12時間以
上の休息期間を与えなければなりません。

・ 休息期間を３分割する日が連続しないよう努める必要があります。

　睡眠時間の確保による疲労回復の観点から、継続した休息期間を確保することが重要です。休息期間を分
割することは本来好ましいものではなく、できる限り避けるべきものであることに留意しましょう。

〈 ポイント 〉 分割休息特例の考え方

（図）分割休息特例の与え方

始業
10：00

始業
10：00

始業
10：00

始業
10：00

終業
2：00

終業
4：00

終業
4：00

終業
8：00

始業
9：00

始業
10：00

始業
11：00

始業
8：00

17：00 20：00

拘束時間
7時間

拘束時間
6時間

休息期間
3時間

休息期間
7時間

拘束時間
5時間

拘束時間
4時間

拘束時間
3時間

休息期間
3時間

休息期間
3時間

休息期間
6時間

18：0015：00 22：00 1：00

・ 休息期間は３時間と７時間の２分割で合計10時間であるので、基準を満たしています。

・ 休息期間は３時間、３時間、６時間の３分割で合計12時間であるので、基準を満たしています。

・ 休息期間が３時間、３時間、４時間の３分割で合計10時間であり、３分割の場合の合計12時間に満たないため、
改善基準告示違反になります。

拘束時間
3時間

拘束時間
3時間

拘束時間
3時間

休息期間
3時間

休息期間
3時間

休息期間
3時間

休息期間
3時間

拘束時間
4時間

16：0013：00 19：00 22：00 4：001：00

・ 休息期間が３時間、３時間、３時間、３時間の４分割であり、３分割を超えているため、改善基準告示違反になります。

拘束時間
5時間

拘束時間
4時間

拘束時間
3時間

休息期間
3時間

休息期間
3時間

休息期間
4時間

18：0015：00 22：00 1：00
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※フェリーに乗船した場合の考え方についてはＰ1６参照。

　馬匹輸送（競走馬輸送）におけるトラックの運行実態等を踏まえ、トラック運転者の疲労の蓄積を防ぐ等の
観点から車両内ベッドが一定の基準を満たす場合には、拘束時間を24時間（28時間）まで延長できることと
されています。
　車両内ベッドについては、安全な乗車を確保できるようにする必要があるところ、例えば、運転席の上部に
車両内ベッドが設けられている場合、２人乗務において使用することは当然に認められません。

２人乗務
（改善基準告示第４条第４項第２号）

2

〈 ポイント 〉 ２人乗務特例の例外の考え方

（図）【原則】拘束時間を20時間まで延長する場合

（図）【例外１】拘束時間を24時間まで延長する場合 （図）【例外２】拘束時間を28時間まで延長する場合

トラック運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合であって、車両内
に身体を伸ばして休息することができる設備があるときは、拘束時間を20時間ま
で延長するとともに、休息期間を４時間まで短縮することができます。

設備が次の①②のいずれにも該当する車両内ベッドであり、かつ、勤務終了後、継続11時間以上の休息期間
を与える場合は、拘束時間を24時間まで延長することができます。
この場合において、８時間以上の仮眠時間を与える場合には、当該拘束時間を28時間まで延長することができます。
① 長さ198cm以上、かつ、幅80cm以上の連続した平面であること。
② クッション材等により走行中の路面等からの衝撃が緩和されるものであること。

複路（途中運転交代）始業
13：00

始業
13：00

終業
9：0024：00 1：00

拘束時間
11時間

（運転、荷待ち等）

拘束時間
8時間

（運転、荷待ち等）
休息期間
4時間

（
休
憩
）

往路（途中運転交代）

・ 要件を満たす車両内ベッドがあり、①の拘束時間を22時間に
延長し、②の拘束時間を23時間に延長しています。この場合に
おいて、勤務終了後（帰庫後）、継続11時間以上の休息期間が
必要です。

・ ①において、運転手Ａ・Ｂに要件を満たす車両内ベッドにおいて合
計８時間以上の仮眠時間をそれぞれ与えており、拘束時間を27
時間に延長しています。この場合において、勤務終了後（帰庫後）、
継続11時間以上の休息期間が必要です。

・ 拘束時間を始業の13:00から終業の9:00までの20時間に延長し、休息期間を終業の9:00から翌始業の13:00までの４時間に短縮しています。

１日目

0：00 24：00

出庫

2日目

0：00 24：00

休息12時間

3日目

0：00 24：00

4日目

0：00 24：00

帰庫
終業17：00

ー 14 ー

車中泊

休息5時間
フェリー

車中泊

始業9：00

拘束22時間

拘束23時間

拘束8時間 勤務終了後、
継続11時間以上の休息

終業4：00

始業19：00

１日目

0：00 24：0023：00

出庫

始業5：00

①

②

終業17：00

2日目

0：00 3：00 12：00 15：00 19：00 24：00

3日目

0：00 24：00

勤務終了後、
継続11時間以上の休息拘束9時間

運転手Ｂ
４時間仮眠

運転手Ａ
4時間仮眠

運転手Ａ
4時間仮眠

運転手Ｂ
3時間仮眠

①

帰庫

終業22：00

終業12：00始業3：00

フェリー

休息５時間

運転手Ａ
５時間仮眠

始業19：00

拘束27時間
運転手Ｂ
８時間仮眠

【原則】

【例外】

拘束時間 20時間まで延長可
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　隔日勤務特例の適用は、業務の必要上やむを得ない場合に限られます。日勤勤務と隔日勤務を併用して頻
繁に勤務態様を変えることは、労働者の生理的機能への影響に鑑み認められません。

隔日勤務
（改善基準告示第４条第４項第３号）

3

〈 ポイント 〉 隔日勤務特例の考え方

業務の必要上やむを得ない場合には、当分の間、２暦日の拘束時間が21時間を超
えず、かつ、勤務終了後、継続20時間以上の休息期間を与える場合に限り、トラッ
ク運転者を隔日勤務に就かせることができます。

・ 事業場内仮眠施設又は使用者が確保した同種の施設において、夜間に４時間以上の仮眠を与える場合に
は、２週について３回を限度に、この２暦日の拘束時間を24時間まで延長することができます。

・ ２週における総拘束時間は126時間（21時間×６勤務）を超えることができません。

・ 「隔日勤務」とは？
 始業及び終業の時刻が同一の日に属さない業務をいいます。

！

・ １週目の月曜日から火曜日にかけて、水曜日から木曜日にかけて、２週目の土曜日から日曜日にかけては、仮眠
施設で夜間４時間の仮眠を与え、２暦日の拘束時間を24時間に延長しています（２週に合計３回）。

・ ２週の総拘束時間は、24＋24＋13＋13＋13＋12＋24＝123時間＜126時間であり、基準を満たしています。

（図）【原則】２暦日の拘束時間を21時間まで延長する場合

・ ２暦日の拘束時間を始業の8:00から終業の5:00までの21時間に延長し、休息期間を終業の5:00から翌始業の
1:00までの継続20時間以上与えています。

0：00 0：00 0：00
始業
8：00

終業
5：00

始業
1：00

拘束時間
21時間

休息期間
20時間

（図）【例外】２暦日の拘束時間を24時間まで延長する場合
1週目

拘束時間24時間
（1回目）月

0：00 24：00
始業
8：00

仮眠時間
４時間

拘束時間24時間
（2回目）水

木

休日金

拘束時間13時間土

休日日

仮眠時間
４時間 休息期間20時間火

0：00 24：00
終業
8：00

0：00 24：00
始業
4：00

0：00 24：00

0：00 24：00

終業
4：00

終業
2：00

0：00 24：00

0：00 24：00

始業
8：00

終業
21：00

2週目

拘束時間13時間月
0：00 24：00

始業
8：00

終業
21：00

終業
21：00

水

木

休日

休日

金

土

休息期間20時間日

休息期間11時間火
0：00 24：00

始業
8：00

0：00 24：00
始業
8：00

終業
20：00

0：00 24：00

0：00 24：00

0：00 24：00

0：00 24：00

始業
2：00

隔日
勤務

隔日
勤務

隔日
勤務

拘束時間13時間

拘束時間12時間休息期間11時間

拘束時間24時間
（3回目）

仮眠時間
４時間

【原則】

【例外】
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※２人乗務の場合には４時間、隔日勤務の場合には20時間。

・ トラック運転者が勤務の中途においてフェリーに乗船する場合、フェリーに乗船
している時間は、原則として、休息期間として取り扱います。

・ その場合、休息期間とされた時間を与えるべき休息期間の時間から減ずること
ができます。ただし、減算後の休息期間は、２人乗務の場合を除き、フェリー下船
時刻から勤務終了時刻までの間の時間の２分の１を下回ってはなりません。

・ なお、フェリーの乗船時間が８時間（※）を超える場合には、原則としてフェリー下
船時刻から次の勤務が開始されます。

フェリー
（改善基準告示第４条第４項第４号）

4

　フェリーに乗船している時間であっても、労働時間が発生した場合は、拘束時間として取り扱う必要がある
ことに留意しましょう。

〈 ポイント 〉 フェリー特例の考え方

（図）減算後の休息期間の計算方法

始業
10：00

終業
2：0014：00 22：00 4：00

休息期間8時間 休息期間２時間拘束時間４時間

CBA

フェリー下船時刻フェリー乗船時刻

８時間乗船

（図）次の勤務の開始時点の考え方

・ フェリーに乗船している時間（Ａ）＝８時間は、休息期間として取り扱います。
・ 与えるべき休息期間＝９時間（※）から（Ａ）を減ずることができるので、減算後の休息期間（Ｃ）は、９－８＝１時間以上必要です。
上図においては２時間の休息期間を与えています。
※ 宿泊を伴う長距離貨物運送において休息期間の例外を適用する場合は８時間

・ また、（Ｃ）は、フェリー下船時刻から勤務終了時刻までの間の時間（Ｂ）＝４時間の２分の１である２時間を下回ってはな
りませんが、上図においては２時間の休息期間を与えているので、基準を満たしています。

・ フェリーの乗船時間が４時間を超えて５時間であ
るので、フェリー下船時刻の19：00から次の勤務
が開始されます。

・ フェリーの乗船時間が20時間を超えて21時間であるので、フェ
リー下船時刻の11：00から次の勤務が開始されます。

・ フェリーの乗船時間が８時間を超えて９時間であるので、フェリー下船時刻の23：00から次の勤務が開始されます。

【２人乗務の場合】

休息期間5時間 拘束時間20時間
フェリー下船時刻フェリー乗船時刻

5時間乗船

【隔日勤務の場合】

休息期間21時間 拘束時間21時間
フェリー下船時刻フェリー乗船時刻

21時間乗船

始業
10：00

始業
23：00

終業
14：00 12：00

始業
10：00

始業
19：00

終業
14：00

始業
10：00

始業
11：00

終業
14：0015：00 8：00

休息期間9時間 拘束時間13時間
フェリー下船時刻フェリー乗船時刻

9時間乗船
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6 その他

　以下の業務については、改善基準告示の適用が除外されます。

適用除外業務１

　休日は、休息期間に24時間を加算して得た、連続した時間とします。ただし、いかなる場合であって
も、その時間が30時間を下回ってはなりません。
　このため、休日については、通常勤務の場合は継続33時間（９時間＋24時間）、隔日勤務の場合は継
続44時間（20時間＋24時間）を下回ることのないようにする必要があります。

　適用除外業務に従事する期間を含む一定期間内に、適用除外業務に従事しない期間がある場合は、
その期間に関しては、改善基準告示が適用されます。

休日の取扱い2

〈 ポイント 〉 休日の考え方

・ 休息期間を分割して付与した場合、２人乗務の場合及びフェリーに乗船した場合には、休息期間に24時間を加算しても30時間に満
たない場合がありますが、この場合については、休息期間に24時間を加算して得た時間ではなく、連続した30時間の労働義務のない
時間を休日として取り扱います。なお、休日が暦日を単位として付与されている場合であっても、当該時間が所定の時間に満たない場
合は、要件を満たしません。

・ ２日続けて休日を与える場合は、２日目は連続24時間以上あれば差し支えありません。

・ 災害対策基本法
・ 大規模地震対策特別措置法
・ 原子力災害対策特別措置法
・ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律

・ 家畜伝染病予防法で規定する家畜伝染病のまん延の防止のために、家畜の死体、病原体により汚染
し又は汚染したおそれがある物品、消毒等の実施に必要な人員や資材等を運搬する業務

・ 新型インフルエンザ等対策特別措置法で規定する新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施
に必要な緊急物資を運送する業務又は医薬品等を配送する業務

都道府県公安委員会から緊急通行車両であ
ることの確認、標章及び証明書の交付を受け
て行う緊急輸送の業務に係る運転の業務

人命又は公益を保護するために、法令の規
定又は国若しくは地方公共団体の要請等に
基づき行う運転の業務

消防法等に基づく危険物の運搬の業務

・ 消防法で規定するアルキルアルミニウム若しくはアルキルリチウム又はこれらのいずれかを含
有するものを移動タンク貯蔵所（タンクローリー）により移送する業務

・ 高圧ガス保安法で規定する特定の高圧ガスを車両に固定した容器（タンクローリー）により移動する業務

・ 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律で規定する核燃料物質等（ＢＭ型輸
送物、ＢＵ型輸送物、核分裂性輸送物）の運搬の業務

・ 放射性同位元素等の規制に関する法律で規定する放射性同位元素等（ＢＭ型輸送物、ＢＵ型輸
送物）の運搬の業務

・ 火薬類取締法で規定する火薬類（一定の数量以下の火薬類を除く。）の運搬の業務

1

適用除外業務 関係法令等

2

3

（図）休日の与え方（通常勤務の場合）

6：006：00
始業
8：00

終業
21：00

拘束時間 （13） 拘束時間24時間休息期間（9）

21：006：00
始業
8：00

終業
23：00

拘束時間 （15） 拘束時間15時間休息期間（7）

改善基準告示上、休日として取り扱われる時間
（継続33時間（９時間＋24時間）以上）

　休日は、休息期間＋24時間です。

-61-



ー 18 ー

3 発着荷主等の取組

　トラック運送業は、他の産業に比べて長時間労働の実態にあり、過労死等のうち脳・心臓疾患の労災支給決
定件数が最も多い業種であることから、トラック運転者の長時間労働の是正等の働き方改革を一層積極的に
進める必要があります。一方、長時間労働の要因の中には、取引慣行など個々の事業主の努力だけでは見直す
ことが困難なものがあり、その改善のためには、発荷主及び着荷主並びにトラック運送業の元請事業者（発着
荷主等）の協力が必要不可欠です。
　このことを踏まえ、発着荷主等におかれては、次の取組を行っていただくようお願いします。
① 発着荷主等の荷主都合による長時間の恒常的な荷待ちは、自動車運転者の長時間労働の要因となること
から、これを発生させないよう努めてください。

② 運送業務の発注担当者に、改善基準告示を周知し、トラック運転者が改善基準告示を遵守できるような着
時刻や荷待ち時間等を設定してください。

③ 改善基準告示を遵守できず安全な走行が確保できないおそれのある発注をトラック運送事業者に対して
行わないでください。

　厚生労働省では、トラック運送業における長時間労働の自主的な改善を困難としている要因の一つである、
発着荷主等の都合による「長時間の荷待ち」の改善に向けて、発着荷主等に対する「要請」等の取組を開始して
います。（令和４年12月23日から）

　労働基準監督署による要請の対象は、長時間の荷待ちを発生させている疑いのある発着荷主等です。
　トラック運送業の事業場における長時間労働・過重労働（労働基準法などの違反が疑われるものに限
る。）の主な要因が発着荷主等による「長時間の荷待ち」である場合、その情報をメールでお寄せいただ
くことができます。
　ぜひ、「長時間の荷待ちに関する情報メール窓口」（※）に、長時間の荷待ちに関する情報をお寄せください。

※ 長時間の荷待ちに関する情報メール窓口
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/nimachi.html

荷主・元請運送事業者の皆さまへ

!"#$% %&'()*+,-./0
12345)-./0

! "#$%&'()*%+,-./01234&5(6789:/;<=>?
! @ABC5-DEF196GH&'()*%+,%/I1JKLMNOP+

,QRSTUVWXYZ%;<[\]^_`abcdefghijk

!"#$%&'

()*

+,-.

!"#$%&'()*

+,-.'/0*

/)*

6789%

123456789:;<

"012345

厚生労働省ＨＰ（長時間の荷待ちに関する
情報メール窓口）において情報収集

荷主・元請運送事業者
への要請（新規）

※　荷主への働きかけ等の実施に当たり、厚生労働省から提供された情報も
活用

※ 国土交通省において、さらなる働きかけ等の実施のため、地方適正化事業
実施機関が行う巡回指導時の情報収集を周知徹底
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7 時間外労働、休日労働

１ 時間外労働及び休日労働の限度
（労働基準法第36条、第140条／改善基準告示第１条第３項、第４条第５項）

　労働時間は原則として１日８時間・１週40時間以内とされ（法定労働時間）、休日は少なくとも毎週１回与
えることとされています（法定休日）。
　法定労働時間を超えて時間外労働をさせる場合や法定休日に労働させる場合は、労働基準法第36条に基
づく労使協定（36（サブロク）協定）を締結し、労働基準監督署に届け出なければなりません。
　36協定で定める時間外労働の限度時間は、１か月45時間及び１年360時間（１年単位の変形労働時間制
により労働させる労働者については、１か月42時間及び１年320時間）です。臨時的にこれを超えて労働させ
る必要がある場合であっても、自動車運転の業務については、１年960時間以内としなければなりません（令
和６年４月１日から）。
　また、自動車運転の業務についても、「労働基準法第 36 条第１項の協定で定める労働時間の延長及び休
日の労働について留意すべき事項等に関する指針」（※）が全面適用される（令和６年４月１日から）ことを踏ま
え、労使当事者は、36協定を締結するに当たっては、この指針の内容に十分留意しなければなりません。

なお、自動車運転の業務については、時間外労働及び休日労働によって、改善基準告示の１日の最大拘束時
間、１か月の拘束時間、１年の拘束時間を超えてはなりません。

※平成30年厚生労働省告示第323号

　時間外労働及び休日労働は必要最小限にとどめられるべきであることに留意しましょう。

〈 ポイント 〉 自動車運転の業務における時間外労働及び休日労働

休日労働の回数 （改善基準告示第４条第５項）2
　休日労働の回数は２週について１回が限度です。

（法定休日）
13
95

14 13 13
258

14
82

12
68

14
56

14
42

13
28

15各日の拘束時間
累計の拘束時間 15 271 284

赤色をつけた部分が時間外・休日労働

13

3日1日

15

5日

12

2日

14 14

（休憩時間）

（法定労働時間）

4日 29日

13

30日

13

※ この図は、１か月（30日）の拘束時間の上限が284時間（原則）で変形労働時間制が採用されていない場合のものです。

×12か月
=１年の拘束時間
   3,300時間以内（原則）

（図）時間外労働の限度時間

原則

上限

１か月

45時間

１年

360時間

－ 960時間

（図）時間外労働及び休日労働と拘束時間

1時間

8時間

15時間

最大拘束時間
（原則）（ （

14

28日
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１か月45時間・１年360時間以内の時間数（※１）とする場合

又は② 様式９号の３の４を作成
（Ｐ21参照）

① 時間外労働及び休日労働に関する協定
を締結（Ｐ23～25参照）

③ ②の様式に①の協定書を添付し、
労働基準監督署に届出

時間外労働・休日労働に関する協定書（様式ダウンロード（Word形式））
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/roudoukijunkankei.html

時間外労働の上限規制 わかりやすい解説（パンフレット）
https://www.mhlw.go.jp/content/000463185.pdf

② 様式９号の３の５を作成
（Ｐ21､22参照）

１か月45時間・１年360時間を超える時間数（※１、２）とする場合

8 時間外労働及び休日労働に関する協定届

　自動車運転の業務について、令和６年４月１日から時間外労働の上限規制（１年960時間）が適用さ
れることに伴い、36協定届の様式が改正されました。以下の流れを参考に、36協定の内容に合った様
式で届出を行ってください。

〈 届出までの流れ 〉 

※１ 対象期間が３か月を超える１年単位の変形労働時間制により労働させる労働者の限度時間については１か月42時間、１年320時間です。
※２ 延長時間数を１か月45時間・１年360時間超とする場合でも、
　自動車運転の業務については、時間外労働は１年960時間以内、
　自動車運転以外の業務については、時間外労働は１年720時間以内、時間外労働・休日労働の合計は単月100時間未満、２～６か月平均
80時間以内、時間外労働が１か月45時間を超える回数は１年について６回までとしなければなりません。

・ 控え（写）が必要な場合は、２部を労働基準監督署までお持ちください。受付印を押印し、１部を控えとして返戻します。
・ 36協定は、常時各作業場の見やすい場所へ掲示する等の方法によって、労働者に周知してください。

様式第９号の３の４
又は

様式第９号の３の５
（原本）
②

時間外労働及び
休日労働に関する協定書

（写）
①

● 36協定届の新様式は厚生労働省のホームページから入手できます。

● 36協定届など、労働基準法に係る届出等は、「e-Gov（イーガブ）」から、電子申請が利用可能です。
電子申請を利用した場合、労働基準監督署の窓口にお越しいただく必要はありません。

電子申請について詳しい情報はこちら

労基法等　電子 検 索
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整備管理規程 

第１章 総則 

（目  的） 
第１条 本規程は、道路運送車両法施行規則（昭和２６年運輸省令第７４号。以下「規則」と

いう。）第３２条第２項の規定に基づく規程であり、自動車の安全運行を維持するために必要

な点検・整備の内容、これを確実に行わせる任に当たる整備管理者の職務権限等について定

め、もって車両の安全の確保及び環境の保全等を図ることを目的とする。 

（整備管理者の選任等） 
第２条 整備管理者の選任は、規則第３１条の４に定められた資格要件を備えた者のうちから 
代表者（自動車の使用者をいう。以下同じ。）が任命することで行うものとする。 

２ 代表者は、整備管理者を選任、変更又は解任したときその他規則第７０条第１項第３号に

該当する場合には、１５日以内にその旨を自動車の使用本拠の位置を管轄する運輸支局等を

経由して地方運輸局長等に届け出るものとする。 
３ 整備管理者の補助者を選任する場合には、整備管理者と同等又はこれに準じた知識及び能

力を有すると認められる者（整備管理者の資格要件を満足する者又は研修等により整備管理

者が十分な教育を行った者）のうちから代表者が任命するものとする。ただし、補助者を選

任した場合にあっても、車両の整備管理に関する責任は、整備管理者自身が有するものとす

る。 
４ 整備管理者は、前項により補助者が選任された場合には、遅滞なく、その氏名、所属及び

補助する職務の範囲等について、別紙に記載するものとする。これは、補助者の変更又は解

任があった場合も同様である。 
５ 代表者は、整備管理者、補助者その他の車両管理を行う者の氏名、連絡先等を社内の見や

すいところに掲示して従業員全員に周知徹底するものとする。 

整備管理組織図 

（補助者との連携等） 
第３条 整備管理者は、職務の適切な実施のため補助者と密接に連携をとるものとする。 
２ 整備管理者は、自らが営業所に不在の時に補助者を通じて職務を実施する場合には、その

職務を実施するために必要な情報をあらかじめ補助者に伝達しておくものとする。 
３ 前項の場合において、整備管理者は、補助者に対し職務の実施結果について報告を求めそ

の職務内容の正確な把握に努めるとともに、必要に応じてその情報を記録・保存するものと

する。 

（運行管理者との連携等） 
第４条 整備管理者は、運行管理者と常に連携をとり、運行計画等を事前に把握し、定期点検

整備の計画、車両の配車等について協議するものとする。 

社 長 整備管理者 補助者 
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２ 整備管理者は、日常点検の確実な実施を図るため、運行管理者と密接に連携をとるものと 
する。 

３ 整備管理者は、車両管理状況について、毎月１回以上代表者に報告するものとする。 

（整備管理規程の改廃） 
第５条 整備管理者は、本規程の改正又は廃止をするときには、代表者と十分調整するものと 
する。 

第２章 権限及び職務 

（整備管理者の権限） 
第６条 整備管理者は、規則第３２条第１項各号に掲げる権限を有するほか、本規程に定める

職務を遂行するために必要な権限を有するものとする。 

（整備管理者の職務） 
第７条 整備管理者は、次の職務を遂行するものとする。 
（１）日常点検について、その実施方法を定め、それを実施すること又は運転者に実施させ

ること

（２）日常点検の実施結果に基づき、自動車の運行の可否を決定すること 
（３）定期点検について、その実施方法を定め、それを実施すること又は整備工場等に実施

させること 
（４）上記以外の随時必要な点検や適切なタイヤ脱着作業について、それを実施すること又

は整備工場等に実施させること 
（５）日常点検、定期点検又は随時必要な点検の結果から判断して、必要な整備を実施する

こと又は整備工場等に実施させること 
（６）定期点検又は前号の必要な整備の実施計画を定めること 
（７）日常点検表（別紙２）や点検整備記録簿、タイヤ脱着作業管理表（別紙３－１）及び

タイヤ脱着・増し締め作業 管理一覧表（別紙３－２）等の記録簿を管理すること 
（８）自動車車庫を管理すること 
（９）上記に掲げる職務を処理するため、運転者及び整備要員を指導監督すること 

（車両管理の範囲） 
第８条 整備管理者は、選任された使用の本拠地において使用する全ての自動車について前条 
の職務を遂行するものとする。 

（補助者の権限及び職務） 
第９条 補助者は、整備管理者の指示により整備管理者を補佐するとともに、整備管理者が不 
在のときは、運行の可否の決定及び日常点検の実施の指導監督等、日常点検に関する職務を 
実施する権限を有するものとする。 

２ 補助者が前項の職務を実施するに当たり疑義を生じた場合又は故障若しくは事故の発生し 
た場合その他必要があると認めた場合には、速やかに整備管理者と連絡をとりその指示に従う 
ものとする。 

３ 整備管理者が不在のときに補助者が職務を実施する場合、補助者は、当該職務の実施に必 
要な情報について、あらかじめ整備管理者から伝達を受けるものとする。 

４ 前項の場合において、補助者がその職務を終了して、整備管理者に引き継ぐときには整備 
管理者にその職務の実施結果を報告するものとする。 
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第３章 車両の安全確保及び環境の保全 

（日常点検） 
第１０条 整備管理者は、車両の安全確保及び環境の保全等を図るため、その運行の開始前に 
自動車点検基準（昭和２６年運輸省令第７０号。以下「点検基準」という。）による日常点検 
を自ら実施するか、又は乗務する運転者に実施させなければならない。 

２ 日常点検の実施方法は、自動車の点検及び整備に関する手引き（平成１９年国土交通省告 
示第３１７号）及び自動車メーカーが定めた方法により実施するものとする。 

（日常点検の実施の徹底） 
第１１条 整備管理者は、日常点検を確実に実施させるため前条に規定する点検箇所、点検の 
内容、点検の内容及び点検方法等について運転者に周知徹底を図らなければならない。 

（日常点検結果の報告等） 
第１２条 整備管理者は、日常点検を実施した運転者に対しその結果を所定の日常点検表（別 
紙２）に記入させ、整備管理者に報告させなければならない。ただし、整備管理者自らが実 
施した場合には、整備管理者は、その結果を日常点検表（別紙２）に記入しなければならな 
い。 

（日常点検の結果の確認） 
第１３条 整備管理者は、日常点検の結果について、日常点検表（別紙２）により確認し運行 
の可否を決定しなければならない。万一、車両の安全運行に支障をきたす不良箇所があった 
ときは、直ちに運行管理者と連絡をとるとともに、整備を行わせる等適切な措置を講じ、整 
備を完了した後でなければ運行の用に供してはならないものとする。 

（定期点検整備） 
第１４条 整備管理者は、車両の安全確保及び環境の保全等を図るため、定期点検整備の実施 
計画（以下「定期点検整備計画」）を定め、自動車特定整備事業者に依頼する等によりこれを 
確実に実施しなければならない。 

２ この場合の定期点検整備とは、道路運送車両法第４８条（定期点検整備）に定めるものを 
いうが、定期点検整備とは別に次の自動車の構造・装置や使用状況等により、適宜、点検整備 
を実施するものとする。 

（１）特種車や架装部分の点検整備 
（２）シビアコンディション（雪道、塩害、悪路走行、走行距離、登降坂路等）の対応 

（冬用タイヤの点検整備） 
第１５条 整備管理者は、雪道を走行する可能性のある場合において、日常点検の際に冬用タ 
イヤの溝の深さがタイヤ制作者の推奨する使用限度を超えていないことの点検整備を実施す 
るものとする。 

（臨時整備） 
第１６条 整備管理者は、点検整備の確実な実施等により臨時整備をなくすよう努めることと 
する。やむなく発生した故障に対しては、発生年月日、故障（作業）内容、車両の使用年数 
走行距離、使用部品等について記録のうえ、原因を把握し再発防止に努めるものとする。 
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（特定整備） 
第１７条 整備管理者は、定期点検整備、臨時整備等において実施する作業が、規則第３条で 
定める整備に該当する場合には、必ず地方運輸局長等の認証を受けた自動車特定整備事業者 
に作業を依頼するものとする。 

（大型車の車輪脱落事故防止措置） 
 （※車両総重量８㌧以上又は乗務定員３０人以上に該当する自動車を使用する場合は必須） 
第１８条 整備管理者は、自社で大型車のタイヤ脱着作業を実施する場合には、日程及び時間 
に余裕を持った計画的な作業を実施するものとする。 

２ 整備管理者はタイヤ脱着作業に関する作業要領※を定め、運転者及び整備要員に対して、

ホイール・ボルト、ホイール・ナット、ディスク・ホイールの点検・清掃方法等について、

周知徹底を図るものとする。 
※タイヤ脱着作業管理表（別紙３－１）で事足りる場合は当該管理表を作業要領としてもよ

い。

３ 整備管理者は、タイヤ脱着作業を実施した運転者及び整備要員に対し、その結果をタイヤ 
脱着作業管理表（別紙３－１）及びタイヤ脱着・増し締め作業 管理一覧表（別紙３－２）に

記録させ、整備管理者に報告させるものとする。なお、外注する場合にあっては作業要領に基

づきタイヤ脱着作業が行われるよう依頼・管理するものとする。 
４ 整備管理者自らが作業を実施した場合には、整備管理者はその結果をタイヤ脱着作業管理

表（別紙３－１）及びタイヤ脱着・増し締め作業 管理一覧表（別紙３－２）に記入するもの

とする。 
５ 整備管理者は、タイヤ脱着作業を実施した車両について、５０㎞～１００㎞走行後のホイ

ール・ナットの増し締めを運転者または整備要員等に実施させ、タイヤ脱着作業管理表（別

紙３－１）及びタイヤ脱着・増し締め作業 管理一覧表（別紙３－２）に記録してホイール・

ナットの増し締めが確実に行われていることを確認するものとする。 

（点検整備の記録及び保管管理） 
第１９条 点検整備の実施結果は、点検整備記録簿及び日常点検記録表等に所定の事項を記入 
し保存・管理するものとする。 

２ 点検整備記録簿については、当該車両に据え置くものとし、営業所においては、その写し 
等を保存することとする。 

３ 点検整備に係る記録の保存は、以下のとおりとする。 
① 日常点検記録、 タイヤ脱着・増し締め作業管理一覧表 １年以上

② 定期点検整備記録簿及びその写し 点検基準第４条第２項に定める期間以上

③ 臨時整備の記録 点検基準第４条第２項に定める期間以上

（車両故障事故） 
第２０条 整備管理者は、車両故障に関係する事故が発生した場合には、運行管理者と連絡を 
とり、適切な措置を講じ、原因の究明に当たるものとする。 

２ 整備管理者は、自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号）第２条各号に該当 
する事故であって、車両故障に関係する事故が発生した場合には、代表者へ報告するものと 
し、代表者は、事故の発生から３０日以内に、所定の事故報告書により、自動車の使用の本 
拠の位置を管轄する運輸支局等を経由して国土交通省に報告しなければならない。 

３ 整備管理者は、自動車事故報告規則（昭和２６年運輸省令第１０４号）第４条に該当する 
事故であって、車両故障に関係する事故が発生した場合には、代表者へ報告するものとし、代

表者は、事故の発生から２４時間以内においてできる限り速やかに、自動車の使用本拠の位置
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を管轄する運輸支局等に速報しなければならない。 

（車両成績の把握等） 
第２１条 整備管理者は、各車両の使用年数、走行距離、燃料消費率、油脂消費率、部品費、 
稼働率等を把握し、これらを活用して車両の性能の維持向上等に努めるものとする。また保 
有車両について、不正改造等により保安基準違反となっていないかどうか等車両状態の把握に 
努め保安基準違反となっている場合には、速やかに適切な点検整備を実施することとする。 

（適正車種の選定、車両代替時期の把握等） 
第２２条 整備管理者は、各車両の使用成績等の把握により、それぞれ使用条件に適合した車 
種型式について検討し、その選択及び合理的な車両の代替時期について代表者に助言するも 
のとする。 

（燃料油脂、その他資材の管理） 
第２３条 整備管理者は、燃料、油脂の品質、数量の管理を行い、消費の節減に努めるものと 
する。 

２ 部品、タイヤ、その他の資材について、品質、数量を適切に管理し合理的な運用を図るも 
のとする。 

第４章 車庫の管理 

（点検施設等の管理） 
第２４条 整備管理者は、点検整備、洗車に必要な施設、設備及び自動車の保管場所の管理を 
行うものとする。 

第５章 指導教育 

（整備管理者の研修） 
第２５条 運送事業者は、整備管理者であって次に掲げる者に、地方運輸局長が行う研修を受 
けさせなければならない。 

（１）整備管理者として新たに選任した者（当該事業者において、過去に整備管理者と

して選任されていた者や他の使用の本拠の位置で選任されていた者を除く）

（２）最後に当該研修を受けた日の属する年度の翌年度の末日を経過した者

（補助者の指導教育） 
第２６条 整備管理者は、補助者に対して下表のとおり指導教育を行い、その能力の維持向上 
に努めるとともに、その教育内容等を記録・保存するものとする。 

指導教育を行うとき 指導教育の内容 
補助者を選任するとき ・整備管理規程の内容

・整備管理者選任前研修の内容（整備管理者の資格要件を満

足する者以外が対象） 
整備管理者選任後研修を 
受講したとき 

・整備管理者選任後研修の内容（他の営業所において、整備

管理者として選任されている者以外が対象） 
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整備管理規程を改正した 
とき 

・改正後の整備管理規程の内容

行政から情報提供を受け 
たときその他必要なとき 

・行政から提供された情報等必要に応じた内容

（従業員の指導教育） 
第２７条 整備管理者は、点検整備等整備管理者の職務に関する事項について、その周知 
徹底と知識の向上を図るため、運転者及び整備要員、その他必要に応じ従業員に対して 
指導教育を行うとともに、その教育内容等を記録・保存するものとする。 

附  則 

この規程は、令和５年１０月１日から実施する。 

別紙１ 

整備管理者の補助者名簿 

令和 年 月 日 

整備管理規程第２条第４項の整備管理者の補助者の氏名、所属及び補助する職務の範囲につ 

いては、以下のとおりとする。 

役職・氏名 所属営業所名 補助する職務の範囲 

・ 整備管理者が不在の場合の運行可否の決定

・ 整備管理者が不在の場合の日常点検の実施

の指導監督等日常点検に関する職務
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別紙２ 

日常点検表 

運行管理者（補助者）確認欄 

登 録 番 号 又 は 車 番 

点検実施者（運転者）名 整備管理者（補助者）確認欄 

実施日 令和 年 月 日 

点 検 箇 所 点 検 項 目 
点 検 結 果 

（〇・×） 

運
転
席
で
の
点
検

ブレーキ･ペダル 踏みしろ、ブレーキの効き 
踏みしろ 

ブレーキの効き 

駐車ブレーキ・レバー 

（パーキング・ブレーキ・レバー） 
引きしろ（踏みしろ） 

原動機（エンジン） 
※ かかり具合、異音

かかり具合 

異音 

※ 低速、加速の状態

ウィンド・ウォッシャ ※ 噴射状態

ワイパー ※ 拭き取りの状況

○ 空気圧力計 空気圧力の上がり具合 

○ ブレーキバルブ 排気音 

エ
ン
ジ
ン
・
ル
勖
ム
の
点
検 

ウィンド・ウォッシャ・タンク ※ 液量

ブレーキのリザーバ・タンク 液量 

バッテリ ※ 液量

ラジエータなどの冷却装置 ※ リザーバ・タンク内の液量

潤滑装置 ※ エンジン・オイルの液量

ファン・ベルト ※ 張り具合、損傷
張り具合 

損傷 

車

の

周

り

か

ら

の

点

検

灯火装置（前照灯・車幅灯・尾灯・

制動灯・後退灯・番号灯・側方灯・

反射器、方向指示器） 

点灯・点滅具合・汚れ・損傷 

点灯・点滅具合 

汚れ 

損傷 

タイヤ 

空気圧 

□ ディスク・ホイールの取付状態

ナットの緩み・脱落 

ボルト付近さび汁 
ボルト突出不揃い、折損 

亀裂、損傷 
亀裂 

損傷 

異常な摩耗 

※ 溝の深さ

○ エア・タンク タンク内の凝水 

○ ブレーキ・ペダル

※ 
ブレーキ･チャンバのロッドの

ストローク 

※ 
ブレーキ･ドラムとライニング

とのすき間 

前日・前回の運行において

異常が認められた箇所 

※印の点検は、当該自動車の走行距離・運行時の状態等から判断した適切な時期に行う事で足りる。

○印の項目は、エア･ブレーキを用いた自動車の点検項目を示す。

□印の点検は、車両総重量８トン以上又は乗車定員３０人以上の自動車に限る。
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別紙３－１ 

タイヤ脱着作業管理表（作業要領） 
登録番号又は車番 整備管理者確認欄 

作 業 実 施 者 名 

実施日 令和 年 月 日 

実 施 箇 所 確 認 ・ 作 業 内 容 
結 果 

（ 実 施✔・ 交換 ×） 

清

掃

の

実

施

ハブ面 

ディスク・ホイール取付面の泥やゴミなどを取

り除く 

○ 
ハブのはめ合い部（インロー部）の錆やゴミ、

泥などを取り除く 

ディスク・ホイール 
ホイール・ナットの当たり面、ハブ取付面の錆

やゴミ、泥などを取り除く 

ホイール・ボルト、ナット 
ホイール・ボルトナットの錆やゴミ、泥などを

取り除く 

点

検

の

実

施

ハブ面 
ディスク・ホイール取付面に著しい摩耗や損傷

がないかを確認 

ディスク・ホイール 

ボルト穴や飾り穴のまわりに亀裂や損傷がない

かを確認 

ホイール・ナットの当たり面に亀裂や損傷、摩

耗がないかを確認 

溶接部に亀裂や損傷がないかを確認 

ハブへの取付面とディスク・ホイール合わせ面

に摩耗や損傷がないかを確認 

ホイール・ボルト、ナット 

亀裂、損傷がないかを確認 

ボルトの伸び、著しい錆がないかを確認 

ねじ部につぶれ、やせ、かじりなどがないかを

確認 

○ 
ナットの座金（ワッシャ）がスムーズに回転す

るかを確認 

※ 
ナットの座面部（球面座）に錆や傷、ゴミがな

いかを確認 

油
脂
類
塗
布
の
実
施

ホイール・ボルト ☆ 
ねじ部に（エンジンオイルなど）の潤滑剤を薄

く塗布する。 

ホイール・ナット 

☆ 
ねじ部に（エンジンオイルなど）の潤滑剤を薄

く塗布する 

☆ 
座面部（球面座）にエンジンオイルなどの潤滑

剤を薄く塗布する。 

○ 
座金（ワッシャ）とのすき間にエンジンオイル

など）の潤滑剤を薄く塗布する 

ハブ ○ 
ハブのはめ合い部（インロー部）に規定のグリ

スを薄く塗布する 

取
付 ホイール・ナットの締め付け 

■ 

△ 
タイヤ脱着作業時の締め付けトルク値 N･m 

保

守 
ホイール・ナットの増し締め ■ 

タイヤ脱着後、50km～100km 走行後の増し締め

を実施する。 
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別紙３－２ 

タイヤ脱着・増し締め作業 管理一覧表 

登録番号又は車番 
１．タイヤ脱着 ２．増し締め 

備 考 
実施日 実施者 整備管理者 実施日 実施者 整備管理者 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 

月  日 月  日 
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◆ 令和６年能登半島地震

令和６年能登半島地震により、犠牲となられた方々にお悔み申し上げますとともに、被災

された皆様に心よりお見舞い申し上げます。

安全な生活をとりもどし、被災地の一日も早い復旧・復興をお祈りいたします。

被災された事業者様に対し、三重県トラック協会から１５０万円の「災害見舞金」を贈りました。
（令和６年１月３１日三重県トラック協会理事会にて承認されました）

公益社団法人全日本トラック協会を通じ贈ります

◇緊急支援物資 輸送報告

１月１日能登半島地震の発生により、三重県からの要請を受け、被災地への支援物資の緊急輸送を

行いました。 物資の発地に近い 危機管理委員様への依頼、ならびに 緊急物資輸送の協力登録会

員様への緊急メール等により対応を図り、下記の輸送を実施しました。

・１月２．３日の初動２日間に、三重県の防災拠点での備蓄物資を石川県に向け輸送

＜ 水１０万リットル ブルーシート２５００枚 非常食アルファ米７５００食 ＞

・その後、三重県が支援する自治体が輪島市となったことにより、輪島市内への物資輸

送について要請があり、４トントラックでの追加物資の輸送。ならびに、三重県緊急

消防援助隊の輪島市内での活動支援のための輸送を行いました。

◇三重県防災対策部／広域防災拠点から支援物資の緊急輸送

・１/２夜発 １/３早朝 石川着 １０～１３トン車 １０台

物資積込 県庁 中勢 紀南 伊賀 伊勢志摩拠点

飲料水(梱) 299 683 1,008 504 4,032 504 1,008

食料(梱) 150 72 324 288 356 72

ﾌﾞﾙｰｼｰﾄ(枚) 2,000 500

輸送先 かほく市 宝達志水町 津幡町 羽咋市 津幡町 内灘町 羽咋市

羽咋市 中能登町 七尾市

・１/３昼発 １/４夜 石川着 １０～１３トン車 ２台

物資積込 北勢拠点 伊勢志摩拠点

飲料水(梱) 182 180

食料(梱) 139 508

ﾌﾞﾙｰｼｰﾄ(枚) 400

輸送先 羽咋市 七尾市

・1/５深夜発 １/６朝 輪島着 ４トン車 ５台↓ ・1/１８夜発 １/１９朝輪島着 ２トン車 １台↓

物資積込 北勢拠点 三重県庁

ブルーシート500枚 毛布740枚 ブルーシート260枚 毛布370枚 水20梱

間仕切り簡易テント660個 間仕切り簡易テント339個 非常食6梱

簡易エアマット900枚 簡易エアマット500枚 寝袋 トイレ等

輸送先 輪島市（文化会館） 輪島市（東陽中学校） 輪島市(門前町)
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◇三重県緊急消防援助隊の支援

１/１３朝発 夕刻 輪島着 ４トン車 ２台↓ １/１６朝発 夕刻 輪島着 ４トン車 １台↓

物資積込 消防援助隊備蓄（三重県） 新名神高速下り線 土山ＳＡ

飲料水(梱) 22／20㍑タンク 175

食料(梱) 175 消防隊支援物資

資材(梱) 4

輸送先 輪島市 輪島市

１/１９昼（空車）輪島着 夜 輪島発 １/２０朝 三重 着 ４トン車 ４台

物資積込 三重県消防援助隊 輪島市での現地活動拠点

消防援助隊撤収に伴う 持ち帰り資材等の輸送

輸送先 名張市消防本部 亀山市消防本部 伊勢道 嬉野ＰＡ 伊勢市消防本部
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